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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

中長期計画 年度評価 
項目別調書№ 備考 

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

企画・連携推進業務   Ａ重 Ａ重  Ⅰ－１～５  

 

１ 政策の方向に即した研究の推進と PDCA サイクルの強化 Ａ Ｂ Ａ重 Ａ重  Ⅰ－１ ※ 

２ 産学官連携、協力の促進・強化 Ｂ Ｂ Ａ重 Ａ重  Ⅰ－２ ※ 

３ 知的財産マネジメントの戦略的推進 Ｂ Ｂ Ｂ重 Ａ重  Ⅰ－３ ※ 

４ 研究開発成果の社会実装の強化 Ｂ Ａ Ａ重 Ａ重  １－４ ※ 

５ 行政部局等との連携強化 Ｂ Ａ Ａ重 Ｓ重  Ⅰ－５ ※ 

 

６ 研究業務の推進（試験及び研究並びに調査） － － － －  － － 

（１）研究の重点化及び推進方向 － － － －  － － 

 

１ 開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発 Ｂ〇 Ｂ〇 Ａ〇重 Ａ〇重  Ⅰ－６（１）１ ※ 

２ 熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発 Ａ〇 Ｂ〇 Ｂ〇重 Ａ〇重  Ⅰ－６（１）２ ※ 

３ 開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発 Ｂ〇 Ａ〇 Ｂ〇重 Ａ〇重  Ⅰ－６（１）３ ※ 

（２）国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 Ｂ Ｂ Ｂ重 Ａ重  Ⅰ－６（２） ※ 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

 １ 経費の削減 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ⅱ－１ ※ 

２ 組織・業務の見直し・効率化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ⅱ－２ ※ 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

  Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ⅲ ※ 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ ガバナンスの強化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ⅳ－１ ※ 

２ 研究を支える人材の確保・育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ⅳ－２ ※ 

３ 主務省令で定める業務運営に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ⅳ－３ ※ 

注１：備考欄に※があるものは評価を行う最小単位 

注２：平成 28～30年度は主務大臣評価結果、令和元年度は自己評価 

注３：標語の横に「〇」を付した項目は、重要度を「高」と設定している項目。 

注４：標語の横に「重」を付した項目は、重点化の対象とした項目。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１～５ 企画・連携推進業務 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

※欄外注１参照  １ 政策の方向に即した研究の推進と PDCA サイクルの強化 

 

 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 
（参考情報）当該年度までの累

積値等、必要な情報 
 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

外部資金の獲得状況 

（件数） 
 107 88 77 86  

 予算額（千円） 358,904 386,672 425,290 445,214  

決算額（千円） 332,322 354,756 407,861 405,193  

外部資金の獲得状況 

（百万円） 
 299 352 403 470  

 経常費用（千円） 383,688 403,520 447,989 481,323  

経常利益（千円） 6,197 △4,893  3,709 △13,811  

２ 産学官連携、協力の促進・強化 行政サービス実

施コスト（千円） 
369,488 392,562 435,176 － － 

 
 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報）当該年度までの累

積値等、必要な情報 行政コスト（千

円） 
－ － － 514,713  

該当なし        

３ 知的財産マネジメントの戦略的推進 エフォート（人） 15.85 16.04 16.76 17.75  

 

 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 
（参考情報）当該年度までの累

積値等、必要な情報 

うち運営費 

交付金（人） 
15.47 15.50 16.22 15.48  

特許の実施許諾件数  10 10 8 5   うち外部資金 

（人） 
0.38 0.54 0.54 2.27  

実施許諾された特許件数  9 9 7   4   

品種の利用許諾件数  70 82 91 91    

利用許諾された品種件数  16 19 17 21   

４ 研究開発成果の社会実装の強化 

 

 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 
（参考情報）当該年度までの累

積値等、必要な情報 

広報誌等の発行数  6 5 13 11   

研究報告書等の刊行数  1 1 1  3   

技術相談件数  11 172 101 100  欄外注２参照 

見学件数  42 34 48 33  熱帯・島嶼研究拠点を含む 

見学者数  229 456 754 646  熱帯・島嶼研究拠点を含む 

シンポジウム等の開催数  30 29 27 31   

シンポジウム等の参加者

数 
 1,297 1,547 1,261  1,163  
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５ 行政部局等との連携強化 

 

 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 
（参考情報）当該年度までの累

積値等、必要な情報 

行政等の要請による国際

会議等への専門家派遣数 
 82 60 80 95  

 

シンポジウム等の共同開

催数 
 23 25 27 24  

 

シンポジウム等の参加人

数 
 1,297 1,547 1,261 1,163  

 

国際会議等への派遣件数  62 38 74 52   

注１：予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。30 年度以降のエフォート調査では、特定のセグメントに属さないエフォートを「運営管理」に係るものとして別に集計した。 

注２：28 年度は来所による相談件数のみ記載。29 年度以降は電話・メール等による相談件数も含む。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 中長期計画 

＜企画・連携推進業務＞ 

１ 政策の方向に即した研究の推進と PDCA サイクルの強化 （Ⅰ－１を参照） 

２ 産学官連携、協力の促進・強化    （Ⅰ－２を参照） 

３ 知的財産マネジメントの戦略的推進   （Ⅰ－３を参照） 

４ 研究開発成果の社会実装の強化    （Ⅰ－４を参照） 

５ 行政部局等との連携強化     （Ⅰ－５を参照） 

 

同左 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

本項目の評定は、中項目Ⅰ－１～５の評定結果の

積み上げにより行うものとする。その際、各中項

目につきＳ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１

点、Ｄ：０点の区分により中項目の評定結果を点

数化した上で、５中項目の平均点を算出し、下記

の基準により項目別評定とする。 

Ｓ： 3.5 ≦ ５中項目の平均点 

Ａ： 2.5 ≦ ５中項目の平均点 ＜ 3.5 

Ｂ： 1.5 ≦ ５中項目の平均点 ＜ 2.5 

Ｃ： 0.5 ≦ ５中項目の平均点 ＜ 1.5 

Ｄ： ５中項目の平均点 ＜ 0.5 

 

Ⅰ－１～５を参照。 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 

 

＜評定の根拠＞ 

５中項目のうち、Ｓ評定が１項目、Ａ評定が４

項目であり、項目別評定の判定基準に基づきＡ評

定とする。 

 

＜課題と対応＞ 

Ⅰ－１～５を参照。 

 

  



4 
 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 政策の方向に即した研究の推進と PDCA サイクルの強化 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 

２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

外部資金の獲得状況（件数）  107 88 77 86   

外部資金の獲得状況（百万円）  299 352 403 470   

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

（１） 政策の方向に即した研究の戦略的推進 

 中長期計画やその達成のための研究課題は、地球規模の食料・環境問題に対処し、国際貢献を図

るとともに、開発途上地域の農林水産業の技術の向上に寄与する観点から設定する。同時に、我が

国の農林水産研究の高度化等に貢献するとともに、我が国の企業、生産者等が活用できる技術シー

ズや知見が得られた場合には、事業化等に貢献するための情報提供や現地での支援等を積極的に行

う。 

また、研究課題の進捗管理のため、工程表を作成し、その活用を図る。さらに、研究課題の評価

は外部有識者等を活用し、国際的な見地に基づいて自ら厳格に実施するとともに、評価結果に基づ

く「選択と集中」を徹底し、研究の進捗状況、社会情勢の変化等に応じ機動的に研究課題の見直し

を行うとともに、社会実装の可能性が低下した研究課題は変更や中止を行う。 

 

（２） 法人一体の評価と資源配分 

 限られた予算、人員等を法人全体で有効に活用し最大限の成果を得ることが重要である。このた

め、法人全体を俯瞰して厳格な評価を行い、予算・人員等の資源を的確に配分するシステムを構築

するなど PDCA サイクルを強化し運用する。なお、当該評価は、別途定める評価軸及び指標等に基

づき行う。 

また、運営費交付金を効果的に活用するとともに、中長期目標に即した研究開発の一層の推進を図

るため、外部資金の獲得に積極的に取り組み、研究資金の効率的活用に努める。 

主務大臣による評価結果等については確実に業務運営に反映させる。 

中長期計画 

（１） 政策の方向に即した研究の戦略的推進 

ア 開発途上地域の農林水産業の技術の向上や国際情勢の観点に加え、我が国の政策への貢献、我

が国の農林水産研究の高度化や技術の向上への波及効果等の観点を踏まえ、研究課題、研究推進方

策等を設定し、研究開発を戦略的に推進する。 

イ JIRCAS が行う研究開発により、我が国の企業、生産者等が活用できる技術シーズや知見が得ら

れた場合には、事業化等に貢献するための情報提供や現地での支援等を積極的に行う。 

ウ 研究課題の進捗管理は、研究に先立って各年次の具体的な達成目標を記載した工程表を作成

し、これに基づいて行う。 

エ 研究課題の評価は、中長期計画の達成状況を基に、外部の専門家・有識者等を活用しながら、

適正かつ厳格に実施する。 

オ 評価結果や社会情勢の変化等を踏まえ、「選択と集中」を徹底し、研究課題の変更、強化、中止

等、必要に応じた見直しを行う。 

 

（２） 法人一体の評価と資源配分 

ア 業務の運営状況及び研究の進捗状況について、法人一体として自ら適切に評価・点検する仕組

みを設けるとともに、評価・点検結果を踏まえて適切に計画を見直すことにより、PDCA サイクルを

強化する。当該評価は、農林水産省が設定する評価軸及び指標等に基づき行う。 

イ 評価結果によって予算・人員等の研究資源を的確に配分するシステムを構築・運用し、研究を

推進する。また、理事長の裁量による研究職員への効果的なインセンティブの付与や研究環境の充

実を図る。 

ウ 中長期計画の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等の外部資金

の獲得に積極的に取り組む。 

エ 主務大臣による評価結果等については適時・適切に業務運営に反映する。 
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主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○政策方向に即

した研究推進

を強化する仕

組み・体制が適

切に構築・運用

されているか。 

＜評価指標＞ 

・政策方向に即

した研究を推

進する体制が

整備され、運用

されているか。 

・評価結果に基

づく「選択と集

中」により研究

課題の見直し

が行われてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）政策の方向に即した研究の戦略的推進 

ア 開発途上地域の農林水産業の技術の向上や国

際情勢の観点に加え、我が国の政策への貢献、我

が国の農林水産研究の高度化や技術の向上への波

及効果等の観点や国際農林水産業研究戦略（2016

年 7 月 13 日農林水産技術会議決定）を踏まえ、研

究開発を戦略的に推進する。特に、政策の方向に

即した研究推進に資する外部資金獲得に向けた支

援を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）政策の方向に即した研究の戦略的推進 

ア. 「食料・農業・農村基本計画」（平成 27 年 3 月 31 日）で求められている飢餓・貧困対

策、気候変動等の地球規模課題や、「国立研究開発法人国際農林水産業研究センター中長

期目標」に対応するための研究プログラム及び研究プロジェクトを推進した。さらに、中

長期目標重点事項（第１の４の（２））に示されたアフリカ開発支援やグローバル・フー

ドバリューチェーン戦略等の重要政策に対応するため、研究資源を集中的に投入する旗

艦プロジェクトとして、気候変動対応プロジェクト、アフリカ食料プロジェクト、フード

バリューチェーンプロジェクトを実施した。 

特に国際農林水産業研究戦略に定める研究推進事項の一つである地球規模課題に関し

ては、地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）で、平成 30 年度に採択

された「オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指したオイルパーム古木への高付

加価値化技術の開発」が開始され、また令和元年度に国際農研研究員を研究代表者とする

新規課題「高栄養価作物キヌアのレジリエンス強化生産技術の開発と普及」が採択された。 

研究セグメント（プログラム）の運営にあたってはプログラムディレクター（PD）に裁

量権を付与し、研究の進捗や情勢の変化に応じて PD 裁量経費を活用した予算措置を可能

にするなど、機動的な運営体制を継続した。 

また、行政部局からの出席を得てプログラム検討会（令和 2 年 2 月 14 日）を開催し、

政策の方向に即した研究の実施や行政ニーズへの対応について意見を求める等、政策方向

評定 Ａ 

＜評定の根拠＞ 

国際農林水産業研究戦略に定める研

究推進事項である地球規模課題に対応

した SATREPS 新規課題が昨年度に続き

採択された。外部資金収入が 3 年連続

の増となり、前年に比べ約 17%増加し

た。中長期計画評価会議における検討

結果をふまえ、研究課題の変更を行っ

た。研究職員の年間研究・業務計画書を

本格的に導入し、研究課題の進捗管理

と領域長等による研究指導の連携を強

化した。これらの取組により、政策の方

向に即した研究の推進を進展させると

ともに、PDCA サイクルを強化し、「研究

開発成果の最大化」に向けて顕著な成

果の創出が期待できることから、評定

をＡとした。 

 

○以下に示す事項により、政策の方向

に即した研究の推進を進展させた。 

 

１．SATREPS 新規課題の開始（（１）ア） 

国際農林水産業研究戦略に定める

研究推進事項である地球規模課題に

対応した SATREPS 新規課題が昨年度

に続き採択された。      

 

２．研究職員の年間研究・業務計画書

（（１）ウ） 

研究職員の年間研究・業務計画書を

本格的に導入し、研究プログラムにお

ける工程表に基づく研究課題の進捗

管理と、研究領域の領域長等による研

究指導やエフォート管理の連携を強

化し、「プログラム・研究領域マトリ

ックス制」のメリットが強化された。 
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イ JIRCASが行う研究開発により得られた技術シ

ーズや知見等について、民間企業、研究機関、大

学、生産者、その他公的機関の関係者に広く情報

提供し、意見交換を行う。また、各種の展示会等

に参加及び出展し、研究成果の普及を推進する。 

 

 

ウ 各研究課題について具体的な達成目標を記載

した工程表を作成し、これに基づいて研究課題の

進捗管理を行う。平成 30 年度に試行的に導入した

研究職員の年間研究・業務計画書を活用し、工程

表に基づく研究課題の進捗管理と研究領域におけ

る研究指導等との連携を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 外部の専門家・有識者による外部評価会議を

組織し、中長期計画の達成状況に基づく研究課題

評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に即した研究の推進に努めた。 

さらに、次期中長期目標・計画に向けての国際農研の中長期的な研究・調査課題とその

業務実施に必要な体制についての戦略を検討するため、次期中長期計画の検討に係る「中

長期戦略ワーキンググループ」を設置し、報告書をとりまとめた。 

 

イ.  民間企業による事業化を含む他機関との連携を促進するため、国際農研の成果情報の

広報および意見交換を行った。バイオマスエキスポ 2019（令和元年 6月 5～7日、東京国

際展示場青海展示棟）、サイエンスアゴラ 2019（令和元年 11 月 16～17 日、東京テレコム

センタービル）、アグリビジネス創出フェア 2019（令和元年 11 月 20～22 日、東京国際展

示場）、SAT（つくばサイエンス・アカデミー）テクノロジー・ショーケース 2020（令和 2

年 1月 24 日、つくば国際会議場）等に参加及び出展し、研究成果の普及を推進した。 

 

ウ. 各研究課題について、毎年度の成果物と研究終了時の最終成果、目標とするアウトカ

ムといった具体的な達成目標を記載した工程表を作成し、これに基づいて研究課題の進

捗管理を行った。プログラム検討会（令和 2年 2月 14 日）及び外部評価会議（令和 2 年

3月 18 日）で、工程表の進捗状況の確認と評価を実施した。 

  国際農研の研究業務は、プログラム・プロジェクト体制のもとで工程表による研究課題

ごとの工程管理が実施されている一方、研究職員個々の業務については、職員が所属する

研究領域の領域長等による日常の研究指導とエフォート管理が行われている（プログラ

ム・研究領域マトリックス制）。平成 30 年度に試行的に導入した研究職員の研究進捗管

理、人材育成等に必要な年間の研究・業務の目標・計画を作成・管理する研究職員の年間

研究・業務計画書を令和元年度から本格導入した。本計画書を活用し、工程表による研究

課題の進捗管理と研究職員個々の業務管理を連携させ、国際農研のミッションである地

球規模の食料・環境問題の解決に必須である分野横断的な研究の実施と、研究分野におけ

る研究能力向上を両立させるプログラム・研究領域マトリックス制のメリットを強化し

た。 

 

エ. 中長期計画の進捗状況及び年度計画の達成状況について、業務実績の自己評価を行う

ため、業務運営検討会、プログラム検討会、外部評価会議で構成される中長期計画評価会

議を設置している。令和元年度は中長期目標期間の４年目であることから、年度評価に加

えて中長期目標期間の見込評価も実施した。 

 

（業務運営検討会） 

  令和 2年 2月 13 日に開催した業務運営検討会では、運営業務の毎年度計画の達成度に

ついての自己点検・評価を行った。 

「業務の質の向上」、「業務運営の効率化」、「財務内容の改善」等について、内部評価者

(役員、幹部職員)により、自己点検・評価を行った。 

本検討会により、令和元年度自己評価書（案）及び第 4期中長期目標期間に係る自己評

価書（見込）（案）の企画・連携推進業務及び業務運営部分の自己評価案及び評価コメン

ト案を取りまとめ、外部評価会議の検討資料とした。 

 

３．研究課題の見直し（（１）エ及びオ） 

中長期計画評価会議における検討

結果をふまえ、研究課題の見直しを行

った。プログラム検討会で、行政部局

の参加者から意見を求め、コメントに

対しては研究推進に活用するととも

に文書で対処方針を回答する等、政策

方向に即した研究を推進する体制を

整備・運用した。 
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○法人全体を俯

瞰した評価が

行われ、研究課

題の変更や中

止、予算・人員

等の資源配分

に反映するシ

ステムが構築・

運用されてい

るか。 

＜評価指標＞ 

・法人全体を俯

瞰した評価を

行い、その評価

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 評価結果や社会情勢の変化、平成 30 年度に実

施した中間点検結果の中長期目標達成への効果等

を踏まえ、研究課題の変更、強化、中止等、必要

に応じた見直しを行う。 

 

（２）法人一体の評価と資源配分 

ア 農林水産省が設定する評価軸及び指標等に基

づき、業務の運営状況並びに研究の進捗状況につ

いて自ら評価・点検するため、中長期計画評価会

議を設置する。中長期計画評価会議における評価・

点検結果を踏まえ、適切に計画を見直す。 

 

 

イ 中長期計画評価会議及び主務大臣による評価

結果を踏まえ、予算・人員等の研究資源を的確に

配分する。また、理事長の裁量による研究職員へ

の効果的なインセンティブの付与や研究環境の充

実を図る。 

 

 

 

（プログラム検討会） 

令和 2 年 2 月 14 日に開催したプログラム検討会では、令和元年度の各プログラムの成

果について検討するとともに、行政部局から 14 名、関係研究開発法人から 8 名の出席を

得て、行政部局からの要望の把握及び各法人との協力・連携について検討した。各プログ

ラムを構成する研究プロジェクトは、年次別の達成目標を定めた工程表を用いて、研究課

題の進捗管理を行っている。研究計画や成果に対するコメント等を踏まえ、各プログラム

の自己評価案及び評価コメント案の取りまとめを行い、外部評価会議の検討資料とした。

行政部局から得たコメントは、研究推進に活用するとともに、主要なコメントに対する対

処方針を行政部局に文書で回答した。 

 

 (外部評価会議) 

国際的な水準からみた評価を行うため、JICA をはじめ総合科学技術会議基本政策専門

調査会の専門委員等の経験を有する外部有識者・専門家による外部評価を実施している。

令和 2 年 3 月 18 日に開催した本評価会議では、運営や研究に関する業務報告ならびに討

議等を基に、令和元年度実績及び第 4期中長期目標期間実績（見込）に対する評価を実施

した。理事長は、評価委員による評価結果、評価コメント及び自己点検・評価、その他の

状況を総括的に検討し、最終的な自己評価を決定した。この自己評価を記載した業務実績

報告書を農林水産省に提出した。 

 

オ. 中長期計画評価会議における検討結果をふまえ、研究成果の社会実装に向けた活動強

化に伴う研究課題の変更等研究課題の変更（2課題）を行った。 

 

 

 

（２）法人一体の評価と資源配分 

ア. 農林水産省が設定する評価軸及び指標等に基づき、業務の運営状況並びに研究の進捗

状況について自ら評価・点検するため、中長期計画評価会議を設置した（（１）エ参照）。

令和元年度は、第 4 期中長期目標期間の 4 年目であることから、第 4 期中長期目標期間

の終了時に見込まれる業務の実績に関する評価・点検を行った（（１）エ参照）。また、中

長期計画評価会議における評価・点検結果を踏まえ、（１）オに示す研究課題の見直しを

行った。 

 

イ. 成果が自己評価において「A」と評定されたプログラム（プログラム A：資源・環境管

理）について、当該プログラムディレクター（PD）裁量経費が増額して配分された。PD 裁

量経費は、研究課題の進捗に応じた柔軟な管理を行うため、セグメントの責任者である PD

が自らの判断で自由に配分や使途を決定できる経費である。本経費は、研究の進捗に応じ

た追加的予算措置、ニーズに即した新たな研究開発のための事前調査等に用いられ、各研

究課題の推進を支援した。研究の進捗状況をモニタリングし、追加配分により計画以上の

進展が期待できる事項については、年度当初の配分に加え、年度中間時に配分を行うな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○以下に示す事項により、PDCA サイク

ルを強化するとともに、政策の方向に

即した研究の推進に向けた予算・人員

の的確な配分を実現した。 

 

１．中長期計画評価会議における評価・

点検（（２）ア） 

第 4 期中長期目標期間の終了時に

見込まれる業務の実績に関する評価・

点検を行い、PDCAサイクルを強化する

とともに、予算・人員の適切な配分が

行われた。 

 

２．評価に基づく予算配分（（２）イ） 
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に基づく予算・

人員等の資源

を的確に配分

するシステム

が構築・運用さ

れているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜モニタリング

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等

の外部資金の獲得に積極的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 主務大臣による評価結果等については適時・

適切に業務運営に反映する。 

 

ど、小規模・単独法人という国際農研の機動性を活かした柔軟な予算配分を実施した。 

理事長インセンティブ経費を活用し、理事長のリーダーシップの下、シーズ研究・FS 調

査、研究ニーズ・動向調査、成果利用促進、専門別活動・異分野連携支援、センター機能

拡充、研究活性化、CGIAR（国際農業研究協議グループ）連携等、国際農研の研究や重要

な活動を対象に予算を追加配分することで、研究職員への効果的なインセンティブの付与

に努めた。これに加え、第４期中長期計画期間内においてプログラムを代表するような研

究成果が期待できるプロジェクトの加速化、成果の洗練化等を図るため、PD から理事長

トップダウン経費への提案を行った。その結果、節水灌漑技術（AWD）によるベトナム水

田からの温室効果ガス削減効果の LCA 評価、野菜アマランサスの全ゲノム解析、医療・健

康機能成分に着目したラオス産黒米の栽培条件の検討、キャッサバパルプで培養した新機

能酵母 b-glucan の特徴に関する研究が行われるなど、プロジェクト研究成果の社会実装

を支援する研究活動が支援された。 

 

ウ. 中長期計画達成に有効な国内外の競争的資金等外部資金への積極的な応募を行った。

提案内容については、プログラムディレクター、役員会、運営会議で十分検討する体制を

とっている。 

令和元年度の科学研究費助成事業（科研費）は研究代表者として 15 件、研究分担者と

して 13 件実施した（継続を含む）。令和 2年度科学研究費助成事業に対しては、令和元年

11 月に研究代表者として 16 件、研究分担者として 13 件の応募を行った。令和元年度の

科学研究費補助金特別研究員奨励費は、継続を含め 4件交付された。このほか、令和元年

9月に応募した課題のうち 1件が内定した。 

外部資金による研究費は、科研費、農林水産省、独法、民間等からの受託及び助成を受

けており、多様な獲得形態となっている。令和元年度における外部資金収入は、政府受託

収入や研究費助成事業収入等 86 件による 470 百万円であった。外部資金応募の拡大や採

択件数の増加に向け、グループウェアやメーリングリストを活用して外部研究資金に関す

る情報を発信したほか、外部資金獲得の実績を定期的に運営会議で報告するなど、獲得に

向けた支援体制を強化した。 

さらに、提案書作成責任者の指名、海外連絡拠点を活用した現地情報の収集や共同研究

機関との連絡・調整、幹部職員による提案への指導等、外部資金獲得へ向けた体制を整え

た。地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）で、平成 30 年度に採択さ

れた「オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指したオイルパーム古木への高付加

価値化技術の開発」が開始されたことに加え、新たに国際農研研究員を研究代表者とする

研究課題「高栄養価作物キヌアのレジリエンス強化生産技術の開発と普及」が採択された

ほか、新規課題 1件（代表）に応募するなど、外部資金獲得の取組が大きく進展し、令和

元年度の外部資金収入は前年に比べ約 17%増加した。 

 

エ. 主務大臣による評価結果等を業務運営に反映した。反映状況は、ウェブサイトで公表し

た。 

  

＜モニタリング指標＞ 

中長期計画評価会議で自己評価「A」

と評定されたプログラムに対する予算

の増額配分等、評価に基づき資源を的

確に配分するシステムを構築・運用し

た。 

 

３．外部資金獲得の取組み（（２）ウ） 

提案書作成責任者の指名、現地情報

の収集や共同研究機関との連絡・調整

等、外部資金獲得へ向けた体制を整

え、外部資金獲得に積極的に取り組ん

だ結果、昨年度に続き SATREPS 新規課

題が採択された。令和元年度の外部資

金収入は 3年連続の増となり、前年に

比べ約 17%増加した。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 
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指標＞ 

・研究課題の見

直しの状況 

・外部資金の獲

得状況（件数、

金額） 

 

・研究課題の見直しの状況 

上記（１）オを参照。 

・外部資金の獲得状況（件数、金額） 

上記（２）ウを参照。 

  第 4 期中長期計画初年度に構築し

た PDCA サイクルを運用し、評価結果

を踏まえた資源配分が的確に行われ

たと考える。次年度も引き続きこうし

た取組を継続するとともに、次期中長

期計画策定に向けた取り組みを強化

する。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 産学官連携、協力の促進・強化 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

該当なし        

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 

アフリカ開発支援などに向けた政府の方針、農林水産省が主導するグローバル・フードバリュ

ーチェーン戦略等に即して、開発途上地域における農林水産業に関する研究水準を向上させ、優

れた研究開発成果や知的財産を創出するため、海外機関や国際機関、農業関係国立研究開発法

人、大学、民間等との連携・協力及び研究者の交流を積極的に行う。 

特に、農研機構（国際連携担当部署を含む。）、国立研究開発法人森林総合研究所、国立研究開

発法人水産研究・教育機構等との技術シーズや人材活用を含めた協力関係を強化し、効果的・効

率的に業務を推進する。 

また、農研機構がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーンバンク事業について、セ

ンターバンクとの密接な連携の下、サブバンクとして遺伝資源の保存、特性評価等を効率的に実

施するとともに、農研機構が推進する育種研究の効率化に協力する。 

中長期計画 

ア 国際機関、国内外の研究機関、普及機関、大学、民間企業等との連携・調整機能を強化し、情報

及び人的交流を積極的に推進する。 

イ グローバル・フードバリューチェーン戦略（平成 26 年６月６日グローバル・フードバリューチ

ェーン戦略検討会策定）等の政府方針等に即して、国内外の研究ネットワークを活用した連携を強化

する。 

ウ 国立研究開発法人農業･食品産業技術総合研究機構（国際連携担当部署を含む。）（以下「農研機

構」という。）、国立研究開発法人森林総合研究所、国立研究開発法人水産研究・教育機構等との技術

シーズや人材活用を含めた協力関係を強化する。 

エ 熱帯・島嶼研究拠点の立地特性を活かし、農研機構が実施する農業生物資源ジーンバンク事業や

育種研究、他の研究機関が推進する我が国の農林水産業の発展に資する研究業務に協力する。 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 

＜評定の根拠＞ 

関係省庁、県、企業、農家等が官民一

体となって実施する「琉球泡盛海外輸

出プロジェクト」に協力し、政府が進め

る沖縄県産米を使った同県特産の泡盛

生産を支援するため、国際農研が開発

した長粒種米の種子生産と農家圃場に

おける栽培試験を実施した。ネパール

等我が国の政策上重要な国における共

同研究機関と新たな MOU を締結する等

国外の研究機関等との連携を拡大、強

化した。「知の集積」モデル事業を実施
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○開発途上地域

における優れた

研究成果や知的

財産を創出する

ための産学官連

携・協力がされ

ているか。 

＜評価指標＞ 

・他の海外機関や

国際機関、地方

自治体、関係団

体、農業関係研

究開発法人、大

学及び民間企業

等との共同研究

及び人的交流の

取組が行われて

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 国際機関、国内外の研究機関、普及機関、大

学、民間企業等との連携・調整機能を強化し、情

報及び人的交流を積極的に推進する。特に、「『知』

の集積と活用の場」等を活用し、産学官連携を強

化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア. ①「知の集積」モデル事業の実施 

農林水産省が推進する産学官連携研究の仕組みである「『知』の集積と活用の場による

研究開発モデル事業」の研究課題として、「農林水産・食品産業の情報化と生産システム

の革新を推進するアジアモンスーンモデル植物工場システムの開発」（アジアモンスーン

PFS、代表機関：三菱ケミカル）に平成 28 年度から参画し研究を実施している。本モデ

ル事業は、農林水産・食品分野と異分野の連携を基に、新たなイノベーションの創出によ

る商品化・事業化を目指した研究開発をマッチングファンド事業（研究開発の実施におい

て、民間企業等と農研機構生物系特定産業技術研究支援センターが研究開発費を提供しあ

う方式）で支援するものである。 

「アジアモンスーン PFS」では、経済発展が著しいアジアモンスーン地域における高

品質作物への需要拡大等を視野に、高温多湿地域向けの「アジアモンスーン植物工場シス

テム」という技術パッケージの開発を目指す。国際農研及び民間企業、農研機構、大学が

協力し、熱帯・島嶼研究拠点の高温多湿な気候を生かして、5 つの課題（ハウス内環境制

御、被覆資材、栽培管理、育苗、ICT・AI）を分担して実証試験を行っている。「亜熱帯条

件下に 2 億円/ha のハウスを建て、トマト 30t/10a, イチゴ 10t/10a の周年栽培を目指す」

という、難度が高いが明確かつ経済的にもリーズナブルな目標を立て、研究参加機関の技

術を統合してこれを達成しようとしている。熱帯・島嶼研究拠点では、研究参加機関間で

合意した試験計画に沿いながら実証栽培を行い、トマトとイチゴの生育状況をネットワー

クを介して参画者に伝えるなど、密に連携を取りながら栽培管理上の課題及びその解決に

向けて取り組んでいる。このような取り組みにより、トマトについては目標である

30t/10a を達成し、イチゴについても目標の達成に向けて栽培の改良を行っている。 

平成 30 年度に新たに参加した「特産作物の技術開発による高度利用プラットフォーム」

では、令和元年度から新たに生物系特定産業技術研究支援センター「イノベーション創出

強化研究推進事業（応用研究ステージ）」の研究課題「ソバアレルゲン性改良形質の社会

実装化を目指した発展型研究」を開始し、国際農研はソバの遺伝子発現・制御に関する解

析を行い、ノンアレルゲンソバ品種開発に貢献している。 

 
②琉球泡盛製造のための長粒種米の生産 

内閣府等の関係省庁、沖縄県、沖縄県産業振興公社、沖縄県酒造組合等が官民一体とな

し、民間企業、農研機構、大学と協力し、

研究目標の達成に向けて着実な研究成

果を上げた。共同研究者からの研究資

金の提供が昨年度に比べ拡大し、企業

から5件計約20百万円の資金提供を得

た。これらの取組により、産学官連携、

協力が促進・強化され、「研究開発成果

の最大化」に向けて顕著な成果の創出

が期待できることから、評定をＡとし

た。 

 

○以下に示す事項により、開発途上地

域における優れた研究成果や知的財

産を創出するための産学官連携・協

力を行った。 

 
１.「知の集積」モデル事業の実施（ア

①） 

 民間企業、農研機構、大学と協力

し、リアルタイムの情報提供、問題点

の迅速な解決等運営上の工夫を行い

つつ共同研究を実施し、研究目標の

一部を達成する等着実な研究成果を

上げた。 

 
２.琉球泡盛製造のための長粒種米の

生産（ア②） 

  関係省庁、県、企業、農家等が官民

一体となって実施する「琉球泡盛海

外輸出プロジェクト」に協力し、政府

が進める沖縄県産米を使った同県特

産の泡盛生産を支援した。熱帯・島嶼

研究拠点において長粒種米の種子生

産を実施した。生産された種子を、沖

縄県の農家に提供し、農家圃場を用

いた栽培試験を実施した。本長粒種

米は、国際農研が国際共同研究で開

発したものであり、国際農研の専門

性を通じて産学官連携に貢献した。 
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って実施する「琉球泡盛海外輸出プロジェクト」に協力し、政府が進める沖縄県産米を使

った同県特産の泡盛生産を支援するため、熱帯・島嶼研究拠点において長粒種米の種子生

産を行った。生産された種子を、沖縄県の農家に提供し、農家圃場を用いた栽培試験（4

戸 5.8ha）を実施した。本長粒種米は、国際稲研究所（IRRI）との共同研究成果であるた

め、品種登録に向けた IRRI との協議を実施し、日本における品種登録出願と商業的利用

の条件について合意を得た。 

 
③ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）事業の実施 

大学や研究機関、企業等が連携した女性研究者のライフイベント及びワーク・ライフ・

バランスに配慮した研究環境の整備や研究力向上のための取組等を支援する文部科学省

科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）」

に平成 28 年度採択され、本事業の助成により、女性研究者サポートシステムの運営や研

究力強化に東京農工大学等と協働して取り組んだ。令和元年度に行われた本事業の中間評

価では、所期の計画と同等の取組が行われているとして総合評価 A を得た。平成 30 年度

で同事業による助成が終了したが、令和元年度は運営交付金を用い、新規採用女性職員の

スタートアップ支援やライフイベントがある職員への補助員配置などの支援を実施する

とともに、引き続き同事業の参画機関と連携を継続した。また、本事業の代表機関である

東京農工大学が、大阪大学とともに平成 30 年度に立ち上げた「ダイバーシティネットワ

ーク」に加入し、関東／甲信越ブロック会議（令和元年 11 月 28 日）に参加し、メンバー

機関と意見交換を行ったほか、「全国ダイバーシティネットワークシンポジウム（平成元

年 12 月 6 日）」にも参加し、ダイバーシティに関する他機関との連携の範囲を拡大した。 

 
④多面的な共同研究・交流の強化 

国際機関、国内外の研究機関、普及機関、大学、民間企業等との連携・調整機能を強化

し、情報及び人的交流を積極的に推進した。 

 
（国際機関、国外の研究機関等との連携） 

国際農研と協力関係を長期に渡って継続する国際機関、国外の研究機関、大学等との間

では MOU 等の覚書を締結している。ネパール農業研究評議会（Nepal Agricultural 

Research Council : NARC）や、タイ科学技術研究所（Thailand Institute of Science and 

Technological Research: TISTR）の他、BNI 研究の国際的センターである国際農研とソ

ルガム BNI 研究を共同で推進するため、テキサス A&M AgriLife Research と新たに

MOU を締結し、令和２年 3 月現在で有効な MOU 等は 137 件である。MOU 等に基づき

作成されたワークプラン等をもって、令和元年度は、開発途上地域の 31 カ国 76 研究機

関と共同研究を実施した他、6 ヶ国 7 研究機関と受託・委託研究を実施した。NARC との

MOU 締結にあたっては、ネパール・カトマンズにおいて岩永理事長とグルン NARC 局

長による署名式を行い、西郷正道駐ネパール大使ほか日本・ネパール両国の政府関係者等

が多数参加した。MOU 署名は、現地紙でも大きく報道された。 

国境を越えるグローバルな課題の解決に積極的に取り組むため、CGIAR 等の国際機関

との連携を推進している。CGIAR 研究プログラム（CRP2）の実施・運営に協力するた

３.共同研究者（企業）からの資金提供

（ア④） 

民間企業との共同研究は平成30年

度と同じ 15 件だったが、共同研究者

からの研究資金の提供が昨年度（3

件、17 百万円）に比べ拡大し、企業

から5件計約20百万円の資金提供を

得た。 

 
その他、開発途上地域の 31 カ国 76

研究機関との共同研究、国内の研究機

関等との 92 件の共同研究に加え、共同

研究機関から研究員の招へいを行うと

ともに、大学の兼任教員、講師派遣、教

育研究研修生受入、CGIAR への研究員派

遣等の人的交流を行った。 
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め、引き続き CGIAR 事務局に研究員 1 名を派遣した。また、引き続き AfricaRice から

研究員 1 名を国際農研に招へいした。大学院生やポスドク研究者を海外の共同研究機関

に派遣する特別派遣研究員の公募を行った。 

共同研究を推進するため、令和元年度は、共同研究員 52 名、研究管理者 21 名を招へ

いした。さらに、国外で開催される国際学会、ワークショップ等で研究成果を発表するた

め、国外に滞在する共同研究員 14 名を派遣した。また、海外の大学に所属する優れた業

績を有する研究者 1 名を客員研究員として受け入れた。この他、共同研究の推進と開発途

上地域の研究者の資質向上を図るため、国際招へい共同研究事業により 5 名の研究者（平

成 30 年度からの継続 3 名と新規 2 名）を国際農研に招へいした。 

 
（国内の研究機関等との連携） 

農林水産関係国立研究開発法人等との連携については、「ウ 農林水産関係国立研究開

発法人等との協力関係の強化」を参照。 

国内の研究機関、大学、民間企業等との間には、共同研究契約を締結し、協力を実施し

ている。令和元年度は農研機構と 15 件の共同研究を実施した他、農林水産関係国立研究

開発法人以外の独立行政法人と 9 件、公立研究機関と 6 件、大学と 45 件、民間企業と 15

件、その他機関（財団法人）と 2 件の計 92 件の共同研究を実施した。平成 29 年度に共

同研究規程を改正し、共同研究者から研究資金の提供を可能としたところ、令和元年度は

5 件計 20 百万円の研究資金の提供を民間企業から得た。 

また、国・公立試験研究機関等 4 機関 17 件、国立大学法人 9 機関 16 件、公立大学 2

機関 3 件、私立大学 3 機関 5 件、その他 6 件の海外への依頼出張（47 件、実人員 33 名）

を行った。 

共同研究の実施に加え、大学との連携は、令和元年度は、7 大学において客員教員、兼

任教員等 15 件を兼務するとともに、京都大学の経営協議会の運営に協力した。さらに、

大学その他研究機関等の主催する講義やセミナーへの講師派遣等、93 件、延べ 300 名を

派遣した。 

大学院の教育研究指導等への協力に関する協定（巻末付表２「大学院教育研究指導等の

協定の締結状況」参照）に基づく連携大学院数は、令和 2 年 3 月現在で 8 大学・大学院

である。協定に基づき、新たに 4 名の大学院生を教育研究研修生として受け入れた。大学

に 19 件の依頼出張を行い、国際農研が実施する開発途上地域における研究活動へ参画し

た。 

途上国における水資源の有効利用や農業インフラ整備に関する課題の解決を目的とし

て、国内外の農業農村整備にかかる総合的な調査研究を行うシンクタンクである一般財団

法人日本水土総合研究所に研究員１名を昨年度に引き続き派遣した。 

気候変動適応法に基づき、気候変動適応の情報基盤を充実・強化すること等を目的とす

る「気候変動適応に関する研究機関連絡会議」が新たに発足し、小山理事が構成員として

参加した。また、AI 研究開発に積極的に取り組む大学・公的研究機関が連携する「AI 研

究開発ネットワーク」に入会した。 

 
（JICA との連携） 
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イ グローバル・フードバリューチェーン戦略や

科学技術外交の推進等、重要な政府方針等に貢献

するため、国内外の研究ネットワークとの連携を

強化する。また、グローバル・フードバリューチ

ェーン戦略の今後の取組方針に関する議論に参

加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JICA との定期連絡会を令和元年 7 月 5 日に開催し、対象国及び地域の課題解決に向け

た連携の進め方について意見交換を行った。本会議のフォローアップとして、気候変動、

アフリカ食料、フードバリューチェーン（FVC）、食料栄養バランス等の課題毎に担当者

を決め、具体的な連携に向けた協議を行っている。 

JICA が実施する国別研修や集団研修等に協力し、職員による講義や見学依頼に対応し

た。令和元年度は、7 件（研修員の総数 50 名）の研修において 20 課題の講義を行った。 

国際農研は、運営委員として JICA が推進する CARD 及び IFNA を支援した。国際農

研は、CARD 第 15 回運営会議（令和元年 6 月 10 日、ケニア・ナイロビ）及び TICAD7

サイドイベントとして行われた CARD フェーズ２のローンチングイベント（令和元年 8

月 30 日、横浜）に参加するとともに、IFNA 第 5 回運営会議（令和元年 6 月 11 日、ケ

ニア・ナイロビ）及びアフリカ開発会議（TICAD7）に合わせ開催された IFNA ハイレベ

ル・イベント（令和元年 8 月 27 日、横浜）に参加した。  

 

イ．国産農林水産物のバリューチェーンの構築に結び付ける新たな産学官連携研究を推進

することを目的として、農林水産省が実施している「知」の集積と活用の場の構築に、産

学官連携協議会会員として参加した。研究開発モデル事業「農林水産・食品産業の情報化

と生産システムの革新を推進するアジアモンスーンモデル植物工場システムの開発」によ

る共同研究を継続した。産学官連携協議会は、会員が組織、分野、地域等の垣根を超えて

連携し、新たな商品化・事業化を目指して共同して研究開発に取り組むオープンな活動母

体として「研究開発プラットフォーム」を組織している。国際農研は、「Society5.0 にお

けるファームコンプレックス研究開発プラットフォーム」、「水産増養殖産業イノベーショ

ン創出プラットフォーム」及び「特産作物の技術開発による高度利用プラットフォーム」

に参加している。 

また、日本の食産業の海外展開等によるフードバリューチェーンの構築を推進するこ

とを目的として農林水産省が開催するグローバル・フードバリューチェーン推進官民協議

会に参加し、グローバル・フードバリューチェーン（GFVC）戦略を発展させ、国・地域別

にターゲットを明確化し、より戦略的な取組を実施することを目的とした「グローバル・

フードバリューチェーン構築推進プラン」に関する議論に参加するとともに、ネパールの

フードバリューチェーン構築に寄与することを目的とする海外農業・貿易投資環境調査分

析委託事業（ネパール）のネパール現地訪問プログラムに協力し、現地調査団に参加した

（令和元年 11 月 10～14 日）。さらに、パラオにおける農産物・食品の戦略的な生産・加

工流通・輸出支援を検討するパラオ共和国への農業関連協力調査ミッション（令和 2年 2

月 10～12 日）に参加した。加えて、農林水産省のアセアン事務局への拠出金事業である

「日・アセアン連携による新産業人材育成支援事業」に参加し、ベトナム及びカンボジア

でフードバリューチェーン研究の成果を報告した。 

科学技術外交の推進に資するため、中国農業科学院との連携強化のための協議（令和元

年 6 月 25 日、中国・北京）及び第３回日中農業科学技術ワーキングチーム（令和元年 9

月 24 日、東京）に参加した。途上国・新興国における栄養改善事業を推進するための官

民連携の枠組みである栄養改善事業推進プラットフォーム（NJPPP）において、国際農研

は運営委員として運営委員会に参加した。 
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・他の農業関係研

究開発法人との

技術シーズや人

材活用を含めた

連携、協力が行

われているか。 

 

ウ 研究交流及び人事交流を通じて農林水産関

係研究開発法人との協力関係の強化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 熱帯・島嶼研究拠点の地理的特性を活かし、

農研機構が実施する農業生物資源ジーンバンク

事業に係るサトウキビ、パイナップルや熱帯果樹

等遺伝資源の維持・保存、育種事業に係るサトウ

キビの交配やイネの世代促進、その他国内の民

間・大学等の研究機関が実施する我が国の農林水

産業の発展に資する研究業務に協力する。 

 

 

ウ. 研究課題の推進にあたっては、農林水産関係国立研究開発法人等との人事交流による

連携・協力の他、計画立案の段階から他法人等の研究者の参加を得て、効率的な成果の達

成を図っている。海外での研究推進においては、他の農業関係研究開発独立行政法人等と

の間で締結した「独立行政法人国際農林水産業研究センターが海外において行う国際共

同研究の実施についての協約書」に基づいて連携協力している。 

令和元年度は農研機構 10 件、森林研究・整備機構 3 件、水産研究・教育機構 3 件、福

井県農業試験場１件（以上 17 件）の依頼出張を行い、国際農研が実施する開発途上地域

における研究活動へ参画した。また、農研機構と 15 件の共同研究課題を実施した。さら

に、農研機構に対し、１件の委託研究を依頼した。 

さらに農研機構と、JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に立ち向かう

国際研究協力〜SDGs への貢献」（令和元年 11 月 26 日）を共催した。 

他の農林水産関係国立研究開発法人が開催する試験研究推進会議に、幹部職員等を出席

させる一方で、国際農研が開催するプログラム検討会に他法人の幹部職員を招き、研究資

源に係る情報を共有し、協力のあり方について意見交換を行っている。 

令和元年度は、9名を他法人との人事交流により採用した。 

 

エ. 「『知』の集積と活用の場」のモデル事業の研究課題「アジアモンスーン PFS」（代表:三

菱ケミカル、平成 28～令和 2 年度）を、三菱ケミカルやパナソニック等の企業、農研機

構、大学等、国内の産学官 13 機関と連携して実施している（上記ア①参照）。 

農林水産省からの受託研究「温暖化の進行に適応する品種・育種素材の開発」及び農研

機構生物系特定産業技術研究支援センター（生研センター）からの受託研究「業務用米等

の生産コスト低減に向けた超多収系統の開発」の 2 件を実施し、イネの雑種初期世代約

150 の集団について二期作による世代促進を行い、農研機構が推進する水稲育種事業の効

率化に貢献した。 

サトウキビでは、農研機構九州沖縄農業研究センター及び沖縄県農業研究センターと協

力し、熱帯･島嶼研究拠点において 153 組み合わせ、365 穂の交配種子を獲得し、国内の

サトウキビ育種事業の推進に貢献した。特に新品種「はるのおうぎ」は、鹿児島県熊毛地

域（種子島）向けの奨励品種として採用され、1,000ha 以上の普及が見込まれている。ま

た、沖縄県農業研究センターから「新たな時代を見据えた糖業の高度化事業」を受託し、

サトウキビとサトウキビ野生種（イネ科）との種間雑種集団から有望な系統を選抜した。 

農研機構遺伝資源センターが推進する、農業生物資源ジーンバンク事業の熱帯・亜熱帯

作物サブバンクとして、サトウキビ 534 品種・系統、エリアンサス等 62 系統、熱帯果樹

150 品種・系統及びパイナップル 125 品種・系統の栄養体保存に貢献した。 

内閣府の進める「沖縄県産長粒種等を利用した琉球泡盛海外輸出検討会議」での長粒種

の栽培に関する情報の提供、会議へ参加するとともに、令和元年度栽培試験に用いるイネ

系統 YTH183 の種子、550kg を提供した。また栽培地である伊平屋島での栽培状況の視察、

指導等を行った（上記ア②参照）。 

 

 

・他の農業関係研究開発法人が国際農

研からの依頼出張により国際農研が

実施する国際共同研究に参加した。

農研機構と共同研究を行うととも

に、シンポジウムを共催した。熱帯・

島嶼研究拠点の気候条件を活かした

世代促進等、農研機構の事業に協力

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

産学官連携の取組を強化した結果、

企業からの資金提供が増加した。次年

度もこうした取組を継続し、連携の一

層の強化を図る。また、次期中長期目標

期間で実施する研究活動に関する実行

可能性調査（FS 調査）等を通じ、新た

な連携の可能性を検討する。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 知的財産マネジメントの戦略的推進 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

特許の実施許諾件数  10 10 8 5   

実施許諾された特許件数  9 9 7 4   

品種の利用許諾件数  70 82 91 91   

利用許諾された品種件数  16 19 17 21   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

（１）知的財産マネジメントに関する基本方針の策定 

「農林水産省知的財産戦略 2020」（平成 27 年５月 28 日農林水産省策定）及び「農林水産研究に

おける知的財産に関する方針」（平成 28 年２月 23 日農林水産技術会議決定）等を踏まえ、JIRCAS

の知的財産マネジメントに関する基本方針を見直す。 

 

（２）知的財産マネジメントによる研究開発成果の社会実装の促進 

研究開発成果を開発途上地域の農林水産業の現場等での活用に結びつけ、迅速に社会実装して

いくため、商品化・事業化等に有効な知的財産の取扱方針を描いた上で、研究開発の企画・立案

段階から終了後の成果の普及までの一連の過程において、以下のとおり、戦略的な知的財産マネ

ジメントに取り組む。なお、その際には、地球公共財（Global Public Goods）への貢献も考慮す

る。   

ア 発明時における権利化・秘匿化・公知化・標準化や、権利化後の特許等の開放あるいは独占

的な実施許諾等の多様な選択肢を視野に入れ、事業の成功を通じた社会実装を加速化する観点か

ら最も適切な方法を採用する。 

イ 知的財産の組み合わせによる成果技術の保護強化、知的財産の群管理等の取組を推進する。 

中長期計画 

(１）知的財産マネジメントに関する基本方針の策定 

「農林水産省知的財産戦略 2020」（平成 27 年５月 28 日農林水産省策定）及び「農林水産研究におけ

る知的財産に関する方針」（平成 28 年２月 23 日農林水産技術会議決定）等を踏まえ、開発途上地域

における研究開発成果の社会実装を促進するための知的財産マネジメントに関する基本方針を見直

す。 

 

(２）知的財産マネジメントによる研究開発成果の社会実装の促進 

ア 研究開発の企画・立案段階から終了後の一連の過程において知的財産マネジメントに取り組む

仕組みを構築・運用する。 

イ 研究開発成果を地球公共財（Global Public Goods）として開発途上地域で活用する観点を含

め、成果の権利化・秘匿化・公知化等の取扱いや実施許諾等に係る方針を検討し、研究成果の社会

実装の迅速化や知的財産管理の円滑化を図る。 

ウ 知的財産マネジメントに関する基本方針に基づき、戦略的な知的財産管理のために必要な取組

を実施する。 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 

＜評定の根拠＞ 

第 4 期から進めてきた新たな知財管

理の取組が結実し、様々な成果をあげ

た。平成 28 年度に策定した「知的財産
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マネジメントに関する基本方針」に則

った知財管理を行うとともに、これを

推進するため、平成 30 年度に設置され

た研究管理科長、知的財産専門職、遺

伝資源管理に関する再雇用職員で構成

される法務・知財チームが、知財管理、

遺伝資源の適切な利用、研究契約・デ

ータ管理を一体的に実施してきた。 

共同研究契約等の締結に際し、弁護

士、弁理士等専門家の助言を得つつ、

共同研究機関との協議に取り組んでき

た。この結果、世界的に事業を展開し

ている海外企業との共同研究契約につ

いて、契約内容を適正なものとするこ

とができ、契約締結へ向けて大きく前

進した。また、国際農研が国際研究機

関と共同で開発したイネ新品種につい

て、我が国の農家による生産を可能と

するための協議を実施し、品種登録出

願と商業的利用の条件について合意を

得た。 

海外の知的財産制度に関する情報を

収集し、長期間実施されないと権利が

制限される可能性の高い海外特許につ

いて、放棄、出願取り下げ等の対策を

迅速に実施した。 

研究開発成果の社会実装について

も、成果の PR 活動を粘り強く続けた結

果、パッションフルーツの新品種であ

るサニーシャインが、初めて商業的に

利用された。また、国際農研が特許を

保有する「室内エビ養殖システム」に

ついて、新たなシステムの社会実装の

実績 2件をあげた。 

このように法務・知財チームは知的

財産マネジメントを戦略的に推進し、

「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出が期待できることか

ら、評定をＡとした。 
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○知的財産マネ

ジメントに関す

る基本方針が策

定され、運用さ

れているか。 

＜評価指標＞ 

・「農林水産省知

的 財 産 戦 略

2020」及び「農林

水産研究におけ

る知的財産に関

する方針」等を

踏まえて、どの

ような知的財産

に関する基本方

針に見直され、

どのような取組

が実施されてい

るか。 

 

○研究開発成果

を開発途上地域

の農林水産業の

現場等での活用

に結びつけ、迅

速に社会実装し

ていくための戦

略的な知的財産

マネジメントが

取り組まれてい

るか。 

＜評価指標＞ 

・研究開発成果を

開発途上地域で

活用するため、

商品化・実用化

等、有効な知的

財産の取扱方針

を描いて最適な

方法 を選 択 し

（１）知的財産マネジメントに関する基本方針

の策定 

平成 28 年度に見直した知的財産マネジメン

トに関する基本方針を運用し、研究開発成果の

社会実装を促進するための知財管理を着実に進

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）知的財産マネジメントによる研究開発成

果の社会実装の促進 

ア 平成 30 年度に設置した法務・知財チームが

中心となり、研究開発の企画・立案段階から終了

後の一連の過程において知的財産マネジメント

に取り組む。知的財産マネジメントを戦略的・効

率的に推進するため、知的財産マネジメント担当

職員が外部セミナー等へ参加し、随時情報を取り

まとめ所内職員への周知を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）知的財産マネジメントに関する基本方針の策定 

平成 28 年度に策定した「知的財産マネジメントに関する基本方針」に則った知財管理

を引き続き実施した。本方針に基づき、開発途上地域における技術移転を図るため、世界

的に事業を展開している海外企業との共同研究契約締結へ向けた交渉を実施した。交渉に

あたっては、農林水産省戦略的研究推進事業の知的マネジメント強化支援委託事業等を活

用し、国際的な知的財産権の取り扱いを確認するため、知的財産を専門とする弁護士から、

免責条項、裁判仲裁国の規定等、費用及び双方の役割分担の条項等が適正であるか精査し、

国際農研の権利が適正に保護できる契約内容とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）知的財産マネジメントによる研究開発成果の社会実装の促進 

 

ア 平成 30 年度に新設された研究管理科長、知的財産専門職、遺伝資源管理に関する再雇

用職員で構成される法務・知財チームが、引き続き戦略的な知的財産マネジメントに取り

組んだ。 

「知的財産マネジメントに関する基本方針」による特許等の権利化への進捗状況の確

認及び権利化後の維持管理状況の確認を定期的に知的財産権審査会において行った。特に

特許に際しては、その発明が現時点においても新規性・進歩性が保たれているか状況の確

認を行い、技術が陳腐化したもの、実施の可能性が低いもの等の特許を放棄した。この結

果、これらの特許の保有を継続した場合に今後必要となる維持経費が節約された。 

海外の知的財産制度に関する情報を収集し、権利を確保するために必要な措置を実施

した。インドネシアにおいて、5年間実施されない特許の権利が制限（第三者の申請があ

れば強制的実施権を設定）されることが判明したため、同国の特許を保有・出願している

研究職員と対策を検討し、該当する特許について放棄、出願取り下げ等を実施した。 

国際農研が国際稲研究所（IRRI）と共同で開発したイネ新品種を、「琉球泡盛海外輸出

プロジェクト」（1-2 ア参照）において、沖縄県の農家による生産を可能とするため、IRRI

との協議を実施し、日本における品種登録出願と商業的利用の条件について合意を得た。 

共同研究に必要な遺伝資源の輸出入に際しては、遺伝資源の取得の機会及びその利用

から生じる利益の公正かつ衡平な配分（ABS）等の観点から研究職員に助言を行い、MTA 及

び SMTA を海外の研究機関と締結した。 

○世界的に事業を展開している海外企

業との共同研究契約締結へ向けた交渉

を実施し、国際農研の権利が適正に保

護できる契約内容とした。このことに

より、「知的財産マネジメントに関する

基本方針」に定める開発途上地域への

技術移転に向けて大きく進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○知的財産権の定期的な見直しによ

り、新規性・進歩性が低下した特許権

の放棄等を行うとともに、海外の知

財制度に関する情報を収集し、法改

正により権利取得の必要性が低下し

た特許出願の取り下げ等を行った。

このことにより、知財管理の適正化

が図られた。 

国際農研が国際研究機関と共同で

開発したイネ新品種について、我が

国の農家による生産を可能とするた

めの協議を実施し、品種登録出願と

商業的利用の条件について合意を得

た。 

共同研究に必要な遺伝資源の輸出

入に際しては、研究職員への助言や

MTA 等締結を行い、遺伝資源を取り扱

う研究の円滑な実施を支援した。 

知的財産マネジメントに関する基

本方針に基づき、戦略的な知的財産
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て、社会実装を

促進する知的財

産マネジメント

が実施されてい

るか。 

・知的財産の組み

合わせによる成

果技術の保護強

化、知的財産の

群管理の取組が

実施されている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜モニタリング

指標＞ 

・特許の実施許諾

件数及び実施許

諾された特許件

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究開発成果を地球公共財（Global Public 

Goods）として開発途上地域で活用する観点を含

め、成果の権利化・秘匿化・公知化等の取扱いや

実施許諾等に係る方針を検討し、研究成果の社会

実装の迅速化や知的財産管理の円滑化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 知的財産マネジメントに関する基本方針に

基づき、戦略的な知的財産管理のために必要な取

組を実施する。平成 30 年度に開始した知的財産

セミナーの内容を充実させ、職員の知財リテラシ

ーの一層の向上を図る。 

 

平成 31 年 3～4 月に行われた、世界知的所有権機関（WIPO）主催の通信講座（UPOV 

Distance Learning Courses）「UPOV 同盟における UPOV 植物品種保護システムの導入」に

知的財産専門職及び研究職員が参加した。知的財産専門職は、外部研修で習得した内容を

参考に、品種登録制度の概要、1991 年 UPOV 条約（植物の新品種の保護に関する国際条約）

の解説、品種登録出願手続き等で構成される、「育成品種登録マニュアル」を作成した。

マニュアルは、国際農研内の電子掲示板に掲載を行い、品種出願参考資料として研究職員

による利用を図った。 

 

イ. 研究開発成果の社会実装を促進するため、民間企業との共同研究による特許（開発途上

地域で多く消費される長粒種米を良好に処理できる籾摺ロール）の共同出願で、企業から

早期の商品化の要望があり、実施許諾の可能性が高いものについて、審査・審理を通常に

比べて早く行う早期審査制度を積極的に利用し、研究開発成果の社会実装の促進に努め

た。 

国際農研が平成 28 年度に単独出願した（平成 31 年 2 月 12 日品種登録）パッションフ

ルーツの新品種であるサニーシャインについては、九州沖縄地域マッチングフォーラムに

おける展示、熱研市民公開講座での紹介、生産者からの技術相談への対応等普及へ向けた

取り組みを粘り強く行ってきたが、平成 28 年度に利用許諾契約を締結した種苗会社が、

今年度初めて種苗を商業的に販売した実績をあげ、社会実装へ向けた大きな一歩を踏み出

した。育成者権利用料は、前年度の 224 千円から約 50%増加し 340 千円を得た。 

国際農研が権利を保有する特許「室内エビ養殖システム」についても、技術を紹介する

動画の発信等普及へ向けた活動をつづけた結果、実施許諾契約を締結した企業が、2 件の

社会実装（養殖システムの設置）の実績をあげた。前年度は特許実施料を得られなかった

が、令和元年度は 11 千円を得た。 

  また、4 件の特許について 5 件が実施許諾された。21 品種について 91 件が利用許諾さ

れた。 

  

ウ. 知的財産の技術的な範囲を正しく捉えるクレーム（特許請求の範囲）解釈法についての

解説と特許法第 69 条（試験・研究の例外）による権利侵害のリスク等を、外部有識者に

より研究職員等へわかりやすく説明する知的財産セミナー（令和 2年 2月 27 日）を開催

し、発明者の権利侵害等のリスクについての意識改革を行った。 

令和元年度は特許出願 2 件、品種登録出願 2 件を行った。また、特許 2 件が登録され

るとともに、ダイズさび病抵抗性大豆 2 品種がパラグアイ共和国で品種登録される等品

種登録 4件が行われた。 

 

＜モニタリング指標＞ 

 

・特許の実施許諾件数及び実施許諾された特許件数 

「主要な経年データ」を参照。 

 

 

管理のために必要な取組を継続した

結果、パッションフルーツの新品種

であるサニーシャインが、初めて商

業的に利用された。また、国際農研が

特許を保有する「室内エビ養殖シス

テム」について、新たなシステムの社

会実装の実績 2件をあげた。 

法務・知財チームメンバーが WIPO

主催の研修に参加し、その内容を研

究職員向けマニュアルとして取りま

とめるとともに、知的財産セミナー

を開催して職員の知財リテラシーを

向上させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

法務・知財チームによる一体的な

知的財産マネジメントは着実な成果

をあげており、引き続き知的財産マ

ネジメントに関する基本方針に基づ

く戦略的な知財管理を継続する。特
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・品種の利用許諾

件数及び利用許

諾された品種件

数 

・品種の利用許諾件数及び利用許諾された品種件数 

「主要な経年データ」を参照。 

 

に職員の知財リテラシーの向上に向

けた取り組みを強化し、研究の企画・

立案段階から研究者自身が知財活用

を念頭においた研究計画策定ができ

るよう、能力向上を図る。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 研究開発成果の社会実装の強化 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

広報誌等の発行数  6 5 13 11   

研究報告書等の刊行数  1 1 1  3   

技術相談件数  11 172 101 100  欄外注参照 

見学件数  42 34 48 33  熱帯・島嶼研究拠点を含む 

見学者数  229 456 754 646  熱帯・島嶼研究拠点を含む 

シンポジウム等の開催数  30 29 27  31   

シンポジウム等の参加者数  1,297 1,547 1,261  1,163   

注）28 年度は来所による相談件数のみ記載。29 年度以降は電話・メール等による相談件数も含む。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

（１）研究開発成果の公表  

研究開発成果については、研究成果情報、学術雑誌等への論文掲載等により積極的に公表する。

その際には、権利化の可能性、秘匿化の必要性等を十分検討する。 

 

（２）技術の普及に向けた活動の推進  

第３期中期目標期間までに得られた研究開発成果を含め、JIRCAS 及び研究者自らが、成果の利

活用が見込まれる国や地域において、関係機関等と連携し、技術の普及に向けた活動を行う。 

 また、研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーションの創出を図るため、必要に応じ、

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）に基づく出資並び

に人的及び技術的援助の手段を活用する。 

 

（３）広報活動の推進 

信頼できる農業研究機関として国内外で広く認知されるよう、広報活動のあり方を的確に見直

す。得られた研究開発成果や研究情報は、その活用が見込まれる国・地域等で、各種の手段を活用

して的確に発信する。 

 

（４）国民との双方向コミュニケーション 

JIRCAS 及び研究者自らが、シンポジウムやイベント、学校教育に参加すること等により、我が

国や関係国の国民との継続的な双方向コミュニケーションを進める。これにより、研究開発のニー

中長期計画 

（１）研究開発成果の公表 

研究開発成果は、研究成果情報、学術雑誌等への論文掲載、学会での発表等により積極的に公表す

る。その際には、権利化の可能性、秘匿化の必要性等を十分検討する。 

 

（２）技術の普及に向けた活動の推進 

ア 研究成果のデータベース化・マニュアル化や、生産者・企業・普及組織等が利用可能な形で研究

成果を紹介すること等を通じ、成果の迅速な普及を図る。 

イ 成果の利活用が見込まれる国や地域において、関係機関等と連携し、成果の普及に向けた活動を

行う。 

ウ 研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーションの創出を図るため、必要に応じ、JIRCAS

の研究開発の成果を事業活動において活用し、又は活用しようとする者に対し、科学技術・イノベー

ション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）に基づく出資並びに人的及び技術的援助

を行う。その際には、「研究開発法人による出資等に係るガイドライン」（平成 31 年１月 17 日内閣府

政策統括官（科学技術・イノベーション担当）・文部科学省科学技術・学術政策局決定）を踏まえ、

関連規程を整備した上で適切に実施する。 

 

（３）広報活動の推進 

ア 我が国及び関係国において、JIRCAS の業務への理解を増進し、知名度を向上させる観点から、

広報戦略を策定し、戦略的な広報活動に取り組む。 
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ズ、研究開発に対する期待や不安、懸念等の声を把握するとともに、農林水産分野における国際的

な研究開発や JIRCAS の研究開発成果等への理解を促進する。 

  

（５）研究開発成果の中長期的な波及効果の把握と公表 

JIRCAS の成果が開発途上地域等で活用され、関係国や我が国に大きな波及効果を及ぼすには通

常長い年月を要する。このため、過去の研究開発成果の社会への貢献についてできるだけ定量的に

実績を把握し、その結果を関係国及び我が国の国民に公表するとともに、社会に貢献する研究開発

成果の創出を常に強く意識して業務を進める。 

 

イ プレスリリース・取材対応等、メディアを有効に活用するとともに、刊行物の発刊、メールマガ

ジンの発信、外部イベントへの出展など、多様な媒体・機会を活用して情報発信を行う。 

ウ 現地ワークショップや説明会を通じて、研究分野やターゲットに応じた効果的な情報発信を行

う。 

 

（４）国民との双方向コミュニケーション 

ア シンポジウムやセミナーの開催、見学や技術相談への対応等を通じて、効果的な双方向コミュニ

ケーションを進める。 

イ JIRCAS の活動に対する国民の声を把握するとともに、理解を増進するため、一般公開に加え、

外部イベントへの出展、サイエンスカフェ、出前授業等のアウトリーチ活動に積極的に取り組む。 

ウ 共同研究の相手機関や研究対象地の所在国政府等と連携し、研究実施地域の住民の理解を得るた

めの取組を推進する。 

 

（５）研究開発成果の中長期的な波及効果の把握と公表 

ア 独立行政法人化以後の主要な研究開発成果について、フォローアップ調査を計画的に実施し、ウ

ェブサイト等で公表する。 

イ JIRCAS の研究開発成果や活動が、我が国及び開発途上地域の農業や社会の発展に果たしてきた

貢献について広く国民に認知されるよう、ウェブサイト等を活用して情報発信する。 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 

＜評定の根拠＞ 

英語による情報発信を強化し、新た

に雇用した特定任期付職員によるウェ

ブサイトの英文記事の充実等を実施し

た結果、海外メディアにおける国際農

研関連記事が昨年度に比べ倍増した。

展示会への出展、市民講座における研

究成果の紹介、技術相談への対応等、

研究成果の社会実装へ向けた取組を粘

り強く行った結果、昨年度品種登録さ

れたパッションフルーツの新品種サニ

ーシャインが、初めて商業利用された。

技術を紹介する動画の発信等普及へ向

けた活動をつづけていた「室内エビ養

殖システム」についても、新たな社会

実装の実績をあげた。国際的に評価の

高い調査結果により、「高被引用論文著

者」として６年連続して選出されるな

ど、研究成果も極めて優れており、「研
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○研究開発成果

について、情報

提供、公表が適

切に行われてい

るか。 

＜評価指標＞ 

・公表の際には、

権利 化の 可 能

性、秘匿化の必

要性等の知的財

産の取扱の検討

が行われている

か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研究開発成果

の利活用が見込

 

 

 

 

（１）研究開発成果の公表 

研究開発成果は、研究成果情報、学術雑誌等

への論文掲載、学会での発表等により積極的に

公表する。その際には、公表前に権利化の可能

性、秘匿化の必要性等を十分検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）技術の普及に向けた活動の推進 

ア 研究成果のデータベース化・マニュアル化を

 

 

 

 

（１）研究開発成果の公表 

平成 31 年 4 月にクラリベイト・アナリティクス社（旧トムソン・ロイター社）が公表

した高被引用論文数による日本国内の研究機関ランキングにおいて、国際農研は「植物・

動物学」分野で 8位となり、インパクトの大きな研究成果を創出している機関であること

が認められた。また、令和元年 11 月にクラリベイト・アナリティクス社から公表された

「高被引用論文著者（Highly Cited Researches）」の植物・動物学分野において、生物資

源・利用領域の藤田泰成主任研究員と圓山恭之進主任研究員が、6年連続して選出された。 

社会科学領域の小出淳司研究員が日本農業経営学会学会誌賞を受賞した他、同領域の平

野聡主任研究員が第 40 回アジアリモートセンシング会議において Green Asia Award を

受賞した。さらに、昨年度まで国際農研で勤務していた中村達氏らの論文が、日本応用動

物昆虫学会の論文賞に選定された。熱帯・島嶼研究拠点の大前英所長が不良環境条件下に

おけるマメ類の生理とマメ類を活用した持続的栽培技術に関する研究が評価され、熱帯農

業学会の学術賞を、同じく熱帯・島嶼研究拠点の松田大志研究員が熱帯果樹に対する研究

が評価され、同学会研究奨励賞をそれぞれ受賞した。さらに、生物資源・利用領域の井関

洸太朗研究員が、アジア・アフリカの不良環境における生産性向上に向けた植物遺伝資源

の作物学的評価に関する研究が評価され、日本作物学会の研究奨励賞を受賞した。このほ

か、水産領域のマーシー・ニコル・ワイルダー主任研究員の研究グループがエビ養殖に関

する研究で日本水産学会の論文賞を、熱帯・島嶼研究拠点の寺島義文主任研究員の研究グ

ループがサトウキビに関する研究で、日本 LCA 学会の論文賞を受賞した。 

国際農研の試験研究活動によって得られた研究成果を広く外部に発信し、その普及と利

活用を促進するため、主要普及成果 2 件を含む「令和元年度国際農林水産業研究成果情

報」22 件を選定し、国際農研 HP で公開した。 

国内外の学術雑誌及び国際農研が刊行する英文学術誌 Japan Agricultural Research 

Quarterly (JARQ)に 102 報の査読付論文を発表した。また、JIRCASWorking Report No.88、

89、90 を公表した他、国内外の学会等においても積極的な発表に努めた。 

研究成果の権利化の可能性、秘匿化の必要性を公表前にプログラムディレクター、領域

長が確認することとしている。これに加え、社会的な影響や研究倫理・法令遵守の観点か

ら、公表者自身が公表前に自己点検するためのチェックリストを平成 29 年度に作成し、

継続して活用している。 

「国立研究開発法人におけるデータポリシー策定のためのガイドライン」（平成 30 年 6

月 29 日国際的動向を踏まえたオープンサイエンスの推進に関する検討会）に基づき、「国

立研究開発法人国際農林水産業研究センター研究データポリシー」を策定し、国際農研に

おける研究成果としての研究データの管理・利活用のための方針としている。 

 

（２）技術の普及に向けた活動の推進 

ア．国際農研が有する研究成果の利活用が見込まれる国や地域において、成果の普及に向け

究開発成果の最大化」に向けて顕著な

成果の創出が期待できることから、評

定をＡとした。 

 

○研究成果の公表前に知的財産の取

扱、研究成果の社会的な影響等につい

てチェックリストを用いて自己点検

し、権利化の機会損失を予防する等、

研究開発成果の適切な公表を行った結

果、高被引用論文に関する表彰、論文

賞等を受賞することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新たに「アフリカ小農のための農業

経営計画モデルを実行するソフトウ
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まれる国や地域

において、関係

機関 等と 連 携

し、成果の技術

移転活動を推進

するためのマネ

ジメントが適切

に行われている

か。 

＜評価指標＞ 

・研究開発成果の

普及に向けた活

動が行われてい

るか。 

・研究成果のデー

タベース化やマ

ニュアル化等に

よる成果の利活

用促進の取組が

行わ れて い る

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図り、生産者・企業・普及組織等が利用しやすい

ように工夫しながらウェブサイト等で公開する。

各種の展示会や交流イベントへ積極的に参加す

るとともに、一般公開や市民公開講座を通じて研

究成果の普及に向けた広報活動に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 成果の利活用が見込まれる国や地域におい

て、現地ステークホルダーと成果の普及や社会実

装に向けた意見交換を行い、情報発信に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た能動的取り組みを加速化するため、成果をデータベース化、マニュアル・ガイドライン

化し、ウェブサイトへの掲載を推進するとともに、パンフレットやポスターとして整理し

ている。令和元年度には営農計画案の作成を支援するために開発されたプログラムであ

る「アフリカ小農のための農業経営計画モデルを実行するソフトウェア」（令和元年 11 月

14 日）が公表された。営農条件、経営指標、自給作物などの情報を入力することで、食

料自給や所得向上に有効な営農計画案を作成できる。本プログラムを開発した国際農研

研究者は、日本農業経営学会学会誌賞を受賞した（（１）参照）。さらに、ホワイトギニア

ヤムの品種識別技術の利用を支援する「ヤム品種識別ツールキット」（令和 2 年 3 月 16

日）も公表された。 

国際農研では、政府が進めるオープンデータの取り組みに資するため、刊行物、入札公

告など、公式ウェブサイトに掲載した情報を再利用が容易な形でオープンデータとして平

成 30 年 8 月より公開している。各種の展示会や交流イベント等への参加は、1-1（１）イ 

を参照。 

展示会への出展、市民講座における研究成果の紹介、技術相談への対応等、研究成果の

普及に向けた広報活動を実施していたパッションフルーツの新品種サニーシャインが、初

めて商業利用された。また、技術を紹介する動画の発信等普及へ向けた活動をつづけてい

た「室内エビ養殖システム」についても、新たな社会実装の実績をあげた（1-3(2)イ参照）。 

 

イ．インドネシア農業研究開発庁長官、土壌研究所長（平成 31 年 4 月 23 日）、国際稲研究

所長（令和元年 8 月 29 日）、タイ科学技術研究所理事長（令和元年 9 月 3 日）、国際農業

研究協議グループ（CGIAR）・ジーンバンク関係者（令和元年 10 月 9 日）、コロンビア駐日

特命全権大使（令和元年 10 月 10 日）、ベトナム社会主義共和国農業農村開発省（MARD）

水資源総局長（令和元年 11 月 17 日）など、海外組織からの訪問 17 件を受入れ、国際農

研の研究成果等を紹介すると共に連携の強化を行った。 

タイ科学技術省主催の「タイ科学技術博覧会 2019」（令和元年 8 月 16～25 日、タイ）

に出展し、チーク材中に固定される CO２量推定法や、伝統的発酵食品であるカノムチン製

造工程の科学的解明に関する研究成果について展示を行った。また、アフリカ流域管理プ

ロジェクトエチオピア課題現地プロジェクト検討会及びステークホルダー会議（令和元年

6月 1～2日、エチオピア）、「JIRCAS-NAFRI-NUOL 共同研究年次会合ならびに JIRCAS-NAFRI 

共同研究運営委員会」（令和元年 6 月 4～5 日、ラオス）、越境性病害虫プロジェクトの中

間報告会「Progress meeting for the project “Population dynamics of rice 

planthoppers and relationship with agricultural activities in Vietnam」（令和元年

7月 24 日、ベトナム）、JIRCAS－カントー大学気候変動対応プロジェクトワークショップ

2019（令和元年 9月 27 日、ベトナム)、「Annual Meeting of “Development of breeding 

materials and varieties of soybean resistant to Asian soybean rust and Cercospora 

leaf blight”「ダイズさび病および紫斑病の抵抗性育種素材・品種の開発」の年次検討会」

（令和元年 9月 11～12 日ブラジル・ロンドリーナ）が共同研究機関と、また、「モザンビ

ークにおける家畜生産性向上および家畜衛生に関するワークショップ」（令和元年 11 月

21～22 日、モザンビーク）では共同研究機関に加えて農業食料安全保障省、大学、郡普及

サービスや農家が参加する等、現地ステークホルダーに対してプロジェクトの活動紹介と

ェア」を公表した。本プログラムを開

発した国際農研研究者が学会誌賞を

受賞するなど、成果の利活用に高い

期待が示されている。「ヤム品種識別

ツールキット」も公表した。その他、

共同研究実施国における展示会にお

ける研究成果の展示、研究成果情報

等のウェブサイト掲載、展示会、交流

イベント、現地ワークショップ、技術

開発に関する説明会等研究開発成果

の普及に向けた活動を行った。 
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○我が国・関係国

において信頼さ

れる農業機関と

して研究開発成

果や研究情報の

広報が適切に行

われているか。 

＜評価指標＞ 

・研究情報や成果

が、ユーザーが

利用しやすい形

で発信されてい

るか。また、広報

が適切に行われ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 研究開発の成果の実用化及びこれによるイ

ノベーションの創出を図るため、必要に応じ、

JIRCAS の研究開発の成果を事業活動において活

用し、又は活用しようとする者に対し、科学技

術・イノベーション創出の活性化に関する法律

（平成 20 年法律第 63 号）に基づく出資並びに

人的及び技術的援助を行う。その際には、「研究

開発法人による出資等に係るガイドライン」（平

成 31 年１月 17 日内閣府政策統括官（科学技

術・イノベーション担当）・文部科学省科学技

術・学術政策局決定）を踏まえ、関連規程を整

備した上で適切に実施する。 

 

（３）広報活動の推進 

ア 研究の進捗を反映した広報資料を作成する。

我が国及び関係国において、JIRCAS の業務への理

解を増進し、知名度を向上させるため、平成 28 年

度に策定された広報戦略に基づいてターゲット

を明確にした広報活動に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果物の社会実装に関する意見交換を行い、情報発信に努めた。こうした会議等の開催に

加え、研究担当者がベトナム農業農村開発省を訪問し、畜産由来の GHG 発生抑制に関する

意見交換を実施する等の政策立案者との対話、サトウキビ白葉病防除技術に関する研究計

画設計の段階から成果の利用者であるタイ製糖工場が研究活動に参加、ラオスの淡水魚発

酵食品パデーク調製に関する住民説明会等研究成果の利用者への働きかけを多数実施し

た。 

その他、各種の展示会や交流イベント（1-1(1)イ参照）等の活動に取り組んだ。 

 

ウ．科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）が施行

され、国際農研においても、同法の定めるところにより国際農研の研究開発の成果を事業

活動において活用し、又は活用しようとする者に対し、出資並びに人的及び技術的援助を

行うことが可能となった。出資等の実施へ向けた準備として、「研究開発法人による出資

等に係るガイドライン」（平成 31 年１月 17 日内閣府政策統括官（科学技術・イノベーシ

ョン担当）・文部科学省科学技術・学術政策局決定）を踏まえ、関連規程を整備するため

の検討を開始した。 

 

 

 

 

 

 

（３）広報活動の推進 

ア．①SDGs への貢献に関する広報活動の強化 

  研究プロジェクトによる SDGs への取り組みや貢献を示すために各ページに示される

SDGs アイコンの表示をわかりやすいものに改良した。9 月に発行した一般向けの広報誌

「広報 JIRCAS」Vol.4 の中で、「国際農研がめざす持続可能な世界」として、国際農研が

めざす目標とその取り組みを紹介した。国立研究開発法人協議会（国研協）が主催するシ

ンポジウム「国研協による科学技術の連携で目指す SDGs」（令和元年 11 月 15 日、東京）

に併せて行われたブース展示（令和元年 11 月 16～17 日）に出展し、天水稲作の生産性を

向上させる農民の意思決定システム（WeRise）のデモンストレーションを行った。政府に

よる SDGs を推進するための取組を示す「拡大版 SDGs アクションプラン 2019」（令和元年

6月、SDGs 推進本部）で、国際農研の活動が「優先課題③：成長市場の創出，地域活性化，

科学技術イノべ－ション」の下に位置づけられた。 

 

②ターゲットを明確にした広報活動 

平成 29 年度に広報誌の見直しを行い、「JIRCAS ニュース」と「Newsletter」に加えて、

一般の方を対象とした新しい広報誌「広報 JIRCAS」を発行している。また、小・中学生を

対象に国際農研の活動をわかりやすく紹介することを目的に作成したリーフレットも活

用し、研究者や大学生だけでなく、研究に従事しない一般の方や小・中学生など、ターゲ

ットを明確にした広報活動に取り組んだ。研究の進捗を反映し、国際農林水産業研究セン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国際農研の活動が拡大版 SDGs アク

ションプランに位置づけられる等、

我が国のSDGsに貢献する研究機関と

して認知されている（(3)ア）。一般の

方向けに昨年度創設した「広報

JIRCAS」が好評を得て号を重ねるな

ど、ターゲットを明確にした広報活

動が機能し、研究情報の広報は適切

に行われている。こうした広報活動

もあいまって、各種メディアへの記

事掲載、海外から閣僚級を含む多数

の要人訪問を受け入れる（(2)イ）等、

国際農研は我が国・関係国において

信頼される農業機関と認識されてい

る。 
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イ プレスリリース・取材対応等、メディアを有

効に活用するとともに、刊行物の発刊、メールマ

ガジンの発信、外部イベントへの出展など、多様

な媒体・機会を活用して情報発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ター要覧を更新した。また、過去・現在・将来の国際農研の存在・活動の国内外への広報

に使用するため、国際農研・熱研創立 50 周年事業の一環として、記念ロゴマークを作成

し、ウェブサイト等で活用した。 

 

イ．令和元年度は、9件のプレスリリースを行い、内 8件が国内の新聞やオンラインニュー

ス等に掲載された。重要な研究成果のプレスリリースについては、「根の葉緑体を作るの

に窒素同化鍵酵素が重要であることを発見～イネグルタミン合成酵素アイソザイムの巧

妙な使い分けを明らかに～」等 4 件を実施した。また、20 件の取材対応を行った。国内

はもとより、海外のメディアに対しても積極的かつ丁寧な対応に努め、メディアを有効に

活用した広報活動を推進した。 

平成 28 年度より、ウェブサイトのデザインをタブレット等の小画面でのウェブサイト

閲覧に対応したレスポンシブ・デザインに変更している。令和元年度は、英語による情報

発信を強化するため、新たに雇用した特定任期付職員による英文記事の充実を実施した。

令和元年度は、プレスリリース、イベント・シンポジウム等の案内や報告、国際農研の最

近の動きや海外現地の動きなど、日本語版 157 件、英語版 122 件の記事を配信し、タイム

リーな情報発信に努めた。新たな記事の掲載に加え、これまで日本語で掲載された記事の

うち、海外で関心が高いと思われる記事 200 本を英訳した。その結果、国際農研に関する

記事が国内外の新聞等 98 件（国内 73 件、海外 25 件、同一課題の複数紙掲載を含む）

に掲載された。特に海外の新聞等への掲載件数は、前年度（12 件）に比べて倍増した。 

さらに、4月に開催した一般公開時に地元テレビ局の取材があり、その模様が一週間に

わたりリピート放送され、また、大手通信社から会員向けに発行している週刊誌に、国際

農研の研究者が海外での研究活動を紹介するコラムの執筆依頼があり、これまで 5 人の

研究者の活動内容が連載されるなど、効果的な広報が図られた。 

定期刊行物としては、英文年報（Annual Report2018 10 月 25 日）、JIRCAS ニュース

（No. 87 11 月 19 日、No. 88 3 月 23 日）及び Newsletter （No. 87 11 月 19 日、No. 

88 3 月 23 日）を発行し、また、一般向けの広報誌「広報 JIRCAS」は、9月 20 日に Vol.4

を、2月 4日に Vol.5 を発行した。これら全ての刊行物をウェブサイトに掲載するととも

に、JIRCAS ニュース、Newsletter、広報 JIRCAS は一般公開などのイベント開催時に、積

極的に広く一般に配布した。また、平成 30 年度国際農林水産業研究成果情報とその英文

版である JIRCAS Research Highlights in 2018 をウェブサイトに掲載した。さらに、

JIRCAS Working Report Series（No.88 3 月 5 日、No.89 3 月 19 日、No.90 3 月 19 日）

を刊行し、国際農研の研究成果の公表・広報を図った。 

また、国際農研が刊行する英文学術雑誌 Japan Agricultural Research Quarterly 

(JARQ)を計 4 号発行し、我が国および各国の農林水産業研究の成果を紹介する 41 編の論

文を掲載した。JARQ は、ウェブサイトに PDF 版を掲載するとともに、JST が運営する電子

ジャーナルの無料公開システムである J-STAGE にも公開して国内外の主要サイトとリン

クすることにより、情報発信･流通の活性化を図っている。令和元年度は、執筆要領の専

門分野（Disciplines）名リスト及び論文投稿時の参考となるテンプレートを改正するな

ど、JARQ 編集事務局の機能を向上させた。 

これらの刊行物を、開発途上地域を主体とする 105 か国、903 か所の研究機関、大学等
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○JIRCAS 及び研

究者による、我

が国や関係国の

国民との双方向

コミュニケーシ

ョンの取組が適

切に行われてい

るか。 

＜評価指標＞ 

・広く国民・関係

機関に分かりや

すい研究情報を

発信し、国民と

の双方向コミュ

ニケーションが

図ら れて い る

か。特に、海外に

おける研究協力

の必要性や有効

性についての理

解増進に向けた

アウトリーチ活

動等が積極的に

行わ れて い る

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 現地ワークショップや説明会を通じて、研究

分野やターゲットに応じた効果的な情報発信を

行う。 

 

（４）国民との双方向コミュニケーション 

ア シンポジウムやセミナーの開催、見学や技術

相談への対応等を通じて、効果的な双方向コミュ

ニケーションを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ JIRCAS の活動に対する国民の声を把握す

るとともに、理解を増進するため、一般公開や市

民公開講座に加え、外部イベントへの出展、サイ

エンスカフェ、出前授業等のアウトリーチ活動に

積極的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

に配布した。 

「JIRCAS メールマガジン」では、引き続き JIRCAS の最新トピックスや研究成果等の広

報を行った。令和元年度は、月 1 回の配信と 2 回の増刊号による 14 回配信した。配信者

数は 559 名となった。また、英語版を 3ヶ月毎(4,7,10,1 月)の配信による 4 回配信した。

英語版の配信者数は 229 名となった。 

外部イベントへの出展については、(4)イに記載。 

 

ウ．国際農研は、研究活動や研究成果を紹介する現地セミナーやワークショップなどを 31

回（うち海外 23 回）開催した。 

 

 

（４）国民との双方向コミュニケーション 

ア．国際農研が行う試験研究活動への理解を増進するため、研究成果の情報発信と国内外に

おける認知度向上を目的に、国内で 8件の公開シンポジウムやセミナーなどを開催した。 

令和元年 11 月 26 日につくば国際会議場において、地球規模課題を解決する SDGs への

貢献という視点から、植物の越境性病害虫に関連する分野の最前線で活躍する専門家・研

究者の講演、討議を通じて、今後の有効な国際研究協力のあり方を探るため、JIRCAS 国

際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力～SDGs への貢献」

を開催した。今年度は、189 名が参加し、会場がほぼ満席となる盛況であった。 

その他、農学研究者と工学研究者との間で合宿形式の異分野交流を行う「Plant 

phenotyping x Engineering アイデアソン」（令和元年 8 月 26～27 日、国際農研本所）

を開催した。 

また、技術相談（本所 53 件（うち海外からの相談 15 件）、拠点 47 件（うち海外からの

相談 0 件））では、国際農研の研究者が自身の研究成果や開発途上地域における貢献につ

いて分かりやすく説明する双方向コミュニケーション活動を行い、科学・技術対話の推進

に努めた。 

 

イ．令和元年度、つくば本所は 32 回、熱帯・島嶼研究拠点は 78 回のアウトリーチ活動を行

った。つくば本所では、一般公開及び各種イベントへの出展を実施した。熱帯・島嶼研究

拠点では一般公開及び生産現場に近い特性を活かし、地域に根ざした広報活動の一環と

して、研究職員による一般市民向けの熱研市民公開講座を開催した。 

また、山梨県立農業大学校（令和元年 6 月 13 日、29 名）、太平洋地区米軍基地ハイス

クール（令和元年 9月 10 日、41 名）、花園中学高等学校（令和元年 10 月 17 日、28 名）、

熊本県立宇土中学・高等学校（令和元年 12 月 12 日、28 名）等 33 件、646 名（本所及び

熱帯・島嶼研究拠点）の見学に対応し、ドローンを使ったコメの生育や収量を評価する学

習、国際農研の概要、研究プログラムの紹介を行った他、東京都立農芸高校第 3 学年選択

科目「国際農業」の外部講師として「日本の農業と国際協力」に関する授業を行った。 

熱帯・島嶼研究拠点では、令和元年度には以下の 2件の熱研市民公開講座を開催した。 

・暖地型イネ科牧草ブラキアリア －熱帯での利用状況と新品種「イサーン」の開発－（講

師：農研機構 下田勝久、熱帯・島嶼研究拠点 霍田真一）令和元年 9 月 19 日、石垣市

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公開シンポジウム等の開催、一般見

学者の受入、技術相談への対応等、国

民との双方向コミュニケーションが

図られている。一般公開、イベントへ

の出展等のアウトリーチ活動を積極

的に行っている。特に海外において、

科学技術博覧会への参加、農民・漁民

など研究成果のユーザを招いた会議

の実施等を通じ、研究協力の必要性

や有効性についての理解増進に努め

た（(4)ウ）。 
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○研究成果の社

会貢献の実績と

公表が適切に行

われているか。 

＜評価指標＞ 

・既存の研究開発

成果の社会貢献

の実績が把握さ

れ、その結果が

公表されている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ウ 共同研究の相手機関や研究対象地の所在国

政府等と連携し、研究実施地域の住民の理解を得

るための取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

（５）研究開発成果の中長期的な波及効果の把握と

公表 

ア 独立行政法人化以降に選定した主要普及成

果の中から２件について、追跡調査を実施する。

調査結果は速やかにウェブサイト等で公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉センター 

・森のアイスクリーム チェリモヤ ～石垣島での栽培の可能性～（講師：熱帯・島嶼研

究拠点 松田大志）令和元年 12 月 20 日、石垣市健康福祉センター 

 

ウ．上記(2)イに示す「タイ科学技術博覧会 2019」への出展、現地ステークホルダーに対す

るプロジェクトの活動紹介と成果物の社会実装に関する意見交換等を行った。 

熱帯・島嶼研究拠点では、6月 30 日に第 14 回熱研一般公開を開催し、今回は 783 名の

来場者を得た。今回は、国際社会共通の目標である持続可能な開発目標(SDGs)の達成に貢

献する熱研の研究活動の一端を示す各種イベントを用意し、作物や国内外の情報を含め

て、世界的な連携活動を紹介した。 

熱帯・島嶼研究拠点では、令和元年度九州沖縄マッチングフォーラム（8 月 28 日）に

おいて、「熱帯・島嶼研究拠点(熱研)育成パッションフルーツ品種「サニーシャイン」と

パパイヤ品種「石垣珊瑚」を展示・紹介した。 

 

（５）研究開発成果の中長期的な波及効果の把握と公表 

 

ア．令和元年度は、前年度に立案した追跡調査の計画に従い、平成 27、28 年度に選定した

2 件の主要普及成果に関する追跡調査を実施した。追跡調査の概要は以下のとおりであ

る。調査結果はウェブサイトで公表した。 

 

・貯蔵中に糖濃度が上昇するオイルパーム伐採木の簡易選別法（平成 27 年度主要普及成果） 

平成 27 年度主要普及成果「貯蔵中に糖濃度が上昇するオイルパーム伐採木の簡易選別

法」について、令和元年 12 月 22～27 日に、マレーシアにて、広島大学大学院 国際協力

研究科 金子 慎治教授を外部評価者とする追跡調査を実施した。 

現地でオイルパーム伐採木（OPT）を利用したペレット加工プラントの実証施設に関わ

る日本企業およびマレーシアの各関係機関において聞き取り調査を行った結果、本主要普

及成果は、貯蔵することにより糖度が上昇する OPT を容易に判別することが可能であり、

①バイオガスおよびバイオエタノールの効率的な生産、②OPT の利用のタイミングとスト

ックヤード管理の適正化などに有効な技術であるとの評価が得られた。本成果は OPT を

利用した燃料用ペレット、バイオガス、バイオエタノール生産過程で使用されるものであ

る。実証試験が行われた OPT 燃料用ペレット製造施設は、OPT 搾汁から生産したバイオガ

スで発電してペレットの加工を行う施設であり、持続的かつ環境影響が少ないオイルパー

ム利用に貢献するものであるが、現在は商業運転の前段階である。OPT ペレットの利用拡

大、認証制度、およびオイルパーム農園からの OPT の運搬など、技術普及の背景となる課

題についても整理された。 

 

・酸味が少なく外観良好なパッションフルーツ新品種『サニーシャイン』（平成 28 年度主要

普及成果） 

平成 28 年度主要普及成果「酸味が少なく外観良好なパッションフルーツ新品種『サニ

ーシャイン』」については、当初の予定よりも苗木の増殖に時間を要し、令和元年夏に最

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○2 件の主要普及成果に関する追跡調

査を実施し、調査結果をウェブサイ

トで公表した。調査は調査項目等実

施手順を定めた「『主要普及成果』の

追跡調査実施要領」に基づき、担当研

究者、研究成果管理の担当者に加え

外部評価者により行われ、客観性を

もって実施されている。ウェブサイ

トで調査結果を報告するとともに国

際農研で開催した報告会でも検討を

加えており、研究成果の社会貢献の

実績の把握と公表は適切に行われて

いる（（５）ア）。 
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＜モニタリング

指標＞ 

・広報誌等の発行

数、研究報告書

等の刊行数 

・技術相談件数、

見学件数、見学

者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ JIRCAS の研究開発成果や活動が、我が国及

び開発途上地域の農業や社会の発展に果たして

きた貢献について広く国民に認知されるよう、ウ

ェブサイト等を活用して情報発信する。 

 

初の苗木が商業的に利用された（1-3(2)イ参照）状況であることから、本調査実施を令和

2年度に延期した。令和元年度は予備的な調査として、パッションフルーツ生産における

本品種の有望性、苗木の生産の状況など、普及・流通に向けた現状を整理し、鹿児島大学

農学部・山本雅史教授に外部評価者になって頂き、現状に対するコメントを頂いた。 

本成果については、従来パッションフルーツが敬遠された要因である強い酸味と、夏期

着色不足を克服した点で意義があり、真夏のパッションフルーツ出荷量の落込みを解消し

得る点でインパクトも大きいと評価された。一方、病害の発生が確認されており、普及の

ためには状況の把握と解決策の検討が最優先事項であるとのコメントを得た。これらの指

摘を受けて、苗の生産・出荷と病害対策の状況、および開花・結実等の状況を判断するた

め、令和 2年 4月及び 6月に現地追跡調査を実施することが望ましいと判断された。 

 

イ．平成 28 年 3 月に導入したコンテンツマネージメントシステム（CMS）を活用し、プレス

リリースやイベント情報など国際農研の研究開発成果や活動について、適時かつ迅速な

情報発信を引き続き行っている。また、国際農研公式 Web サイトの情報については、「オ

ープンデータ基本指針」（平成 29 年 5 月 30 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本

部・官民データ活用推進戦略会議決定）に基づき、二次利用が可能な形で提供している。 

令和元年度は、英語での発信を強化するため、新たに雇用した特定任期付職員の支援を

受け、「JIRCAS の動き」などについて掲載後に順次英語での翻訳を作成、公開した。また、

過去の記事について英語への翻訳を順次行った。また、刊行物のうち研究成果情報につい

て、特に「ラオスの養魚餌料として有望なアメリカミズアブの周年採卵技術」（27 年度）

及び「アフリカにおけるサバクトビバッタの時空間的分布パターン」（30 年度）へのアク

セスを中心に、1月以降ページビュー数が増加した。 

6 月に、技術の進展や内閣サイバーセキュリティセンターが示す「政府機関の情報セキ

ュリティ対策のための統一基準」平成 30 年版に準拠し、法人として Web サイトの情報セ

キュリティを確保するため、従来の「JIRCAS Web サイトガイドライン」を改訂し「国際農

林水産業研究センターWeb サイト運営要領」を整備した。また、従前から行っている

YouTube などソーシャルメディアサービスを利用した情報発信を行う際の信頼性を向上

させるため、「ソーシャルメディア利用ポリシー」を策定した。また、発信内容や運用方

針について「ソーシャルメディア運用ポリシー」として公表した。 

これらの取り組みにより、国際農研の研究開発成果や活動について国民の認知の向上を

図った。 

 

＜モニタリング指標＞ 

 

・広報誌等の発行数、研究報告書等の刊行数 

「主要な経年データ」を参照。 

 

・技術相談件数、見学件数、見学者数 

「主要な経年データ」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

今年度初めて商業的な利用が行わ

れたパッションフルーツ新品種「サ

ニーシャイン」について、現地追跡調

査を実施し、普及のポイントである

病害対策に関する知見を得る。国際

農研・熱研創立 50 周年を契機とし、

記念シンポジウムの開催等、情報発

信のさらなる拡充を行う。 
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・シンポジウム、

講演会等の開催

数、参加者数 

・研究対象地域に

おけるアウトリ

ーチ活動の取組

実績 

・研究開発成果の

普及に向けた広

報実績 

・シンポジウム、講演会等の開催数、参加者数 

「主要な経年データ」を参照。 

 

・研究対象地域におけるアウトリーチ活動の取組実績 

上記（２）イ、（４）ウを参照。 

 

 

・研究開発成果の普及に向けた広報実績 

上記（３）イを参照。 

 

  



31 
 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ 行政部局等との連携強化 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

行政等の要請による国際会議等への専門家派遣数  82 60 80 95   

シンポジウム等の共同開催数  23 25 27 24   

シンポジウム等の参加人数  1,297 1,547 1,261 1,163   

国際会議等への派遣件数  62 38 74 52   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

農林水産省の行政部局と研究計画段階から密接に連携し、行政部局のニーズを十分に理解して

業務を進める。また、緊急時対応を含め連携会議、専門家派遣、シンポジウム開催等に対応す

る。 

専門研究分野を活かし、JIRCAS の高い専門知識が必要とされる分析及び鑑定、講習や研修の実

施、国際機関や学会への協力等を行う。 

中長期計画 

ア 行政部局のニーズに対応するため、研究の設計から成果の普及・実用化に至るまでの各段階にお

いて、関係行政部局との情報交換を密に行うとともに、毎年度の成果検討会議等に関係行政部局の参

加を求める。 

イ 行政部局の要請に対応するため、緊急時対応を含む連携や各種連絡会議、シンポジウムの開催、

専門家派遣等に協力する。 

ウ 行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、JIRCAS の高い専門知識が必要とされ、他の機関では実

施が困難な分析及び鑑定を実施する。 

エ 他の国立研究開発法人、大学、国公立機関、民間、海外機関等から講習生、研修生を積極的に受

け入れ、人材育成や技術水準の向上に貢献する。 

オ 国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、国際機関や学会等の委員会・会議等に職員を派

遣するなど、要請に応じて活動に協力する。 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｓ 

＜評定の根拠＞ 

 東京で開催された G20 首席農業研究

者会議（MACS）で、岩永理事長が農林水

産省顧問として議長を務めるととも

に、G20 農業大臣会合、G20MACS フォロ

ーアップとして開催されたワークショ

ップ等関連する会合に全所をあげて協

力した。TICAD7 で農林水産省が主催し
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○行政部局との

通常の連携の仕

組み、緊急時等

の機動的対応の

仕組みが適切に

構築・運用され

ているか。緊急

時等において行

政ニーズがあっ

た場合に、迅速

に対応している

か。 

＜評価指標＞ 

・行政部局と研究

計画段階から連

携し、行政ニー

ズや意見が研究

内容等に反映さ

れているか。 

・緊急時等におい

て行政ニーズが

あった場合に、

迅速な対応が図

られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 行政部局のニーズに対応するため、関係行政

部局との人事交流や諸会議等を通じて情報交換

に努める。また、研究成果等を検討する会議に関

係行政部局の参加を求める。 

 

 

 

 

イ 行政部局の要請に対応するため、緊急時対応

を含む連携や各種連絡会議、シンポジウムの開

催、専門家派遣等に協力する。日本で開催される

G20 首席農業研究者会議（MACS）に協力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア．行政部局のニーズに対応するため、関係行政部局との人事交流や諸会議等を通じて情報

交換に努めた。昨年度に引き続き、人事交流により、農林水産技術会議事務局に、研究職

員 1名を派遣した。また、行政ニーズや行政部局の意見を研究に反映するため、研究成果

等を検討する中長期計画評価会議のプログラム検討会（令和 2年 2月 14 日）に、関係行

政部局の参加を求め、農林水産技術会議事務局、大臣官房、林野庁、水産庁の農林水産省

担当官が検討に加わった。検討会では、国際農研が新たに研究課題を設定して対応すべ

き、行政ニーズの変化について意見を求めた。 

 

イ．行政部局の要請に対応するため、連携や各種連絡会議、シンポジウムの開催、専門家派

遣等に協力した。 

① G20 首席農業研究者会議（MACS） 

  G20 MACS は、世界食料の安定供給にむけた農業研究の優先事項や連携強化に向けて、

G20 各国、国際機関等を代表する農業研究者が話し合うことを目的とした会議である。国

際農研は、第 1回 会議（平成 24 年、メキシコ）から参加し、国際的な課題解決に向けた

議論に貢献してきた。 

  第 8 回 G20MACS は、G20 のホスト国である日本政府の主催により平成 31 年 4 月 25～26

日に東京で開催された（4 月 24 日はフィールドツアーで宮城県における東日本大震災被

災地の農業復興事業を視察）。国際農研は、岩永理事長が農林水産省顧問として議長を務

めるとともに、関係する研究者が出席した。会議では「越境性植物病害虫」及び 「気候

変動対応技術導入のための社会実験的アプローチ」に関する研究の国際連携の推進を主要

な議題として取り上げた。国際農研は、越境性植物病害虫に関する研究事例をプログラム

ディレクターが紹介するとともに、岩永理事長の主導によりコミュニケをとりまとめ、越

境性植物病害虫、気候変動対応技術導入のための社会実験的アプローチについて、日本が

国際ワークショップ開催や研究連携促進を行うという我が国の提案について、G20 メンバ

たサイドイベント等に講演者、モデレ

ーター等として参加するとともに、来

日した国家元首を含む各国要人とのバ

イ会談や視察受け入れを行った。ネパ

ール等我が国の政策上重要な国におけ

る協力を推進するため、新たに MOU を

締結するとともに、現地調査に参加し

た。岩永理事長が FAO 顧問団メンバー

及び世界作物多様性基金の執行役員会

メンバーに就任するなど、国際機関へ

の協力を強化した。これらの取組によ

り、行政部局との連携強化を極めて強

く促進し、「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出が期待で

きることから、評定をＳとした。 

 

○以下に示す事項により、行政部局と

の連携強化を極めて強く促進した。 

１．G20 首席農業研究者会議（MACS）（イ

①） 

岩永理事長が農林水産省顧問とし

て議長を勤めた。議長の主導により、

我が国の提案に G20 メンバーが賛同

するコミュニケをとりまとめるとと

もに、会合の成果を G20 農業大臣等に

報告した。会合で合意されたワークシ

ョップの開催に議長及び参加者とし

て協力し、我が国が初めてホストとし

て開催した MACS の成功に貢献した。 

 

２．アフリカ開発会議（TICAD7）（イ②） 

農林水産省が主催したサイドイベ

ント等に参加し、基調講演を含む講

演、総合討論のモデレーター、展示等

を行った。TICAD7のため来日したニジ

ェール共和国大統領を含む各国・国際

機関の要人と積極的にバイ会談を行

うとともに、国際農研への視察受け入

れを行った。 
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・緊急時の連携会

議、専門家派遣

の対応、シンポ

ジウム等の共同

開催等の協力が

行わ れて い る

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーの支持を得た。 

本会議の議論の要点は、G20 農業大臣会合（令和元年 5 月 11～12 日、新潟）で、岩永

理事長により、G20 加盟国及び招待国の農業大臣、国際機関の代表に報告された。農業大

臣会合会場に併設された展示ブースでは、「SDGs に貢献する国際農業研究」というテーマ

で、国際農研の活動を紹介するポスター等の展示を行った。 

第 8回 G20MACS フォローアップのワークショップとして、東南・東アジア地域を対象と

した食品ロス・廃棄抑制に関する国際ワークショップ（令和元年 10 月 16～18 日、東京）、

持続可能な農業のための気候変動対応技術・農法の導入・拡大に関する国際ワークショッ

プ（令和元年 11 月 5～7 日、東京）及び越境性植物病害虫の研究連携に関する国際ワーク

ショップ（令和元年 11 月 27～29 日、つくば）が開催され、岩永理事長及び国際農研研究

者が参加した。特に越境性植物病害虫ワークショップでは、岩永理事長が議長を務めると

ともに、国際農研の研究者 4名がテーマ毎の論点を事前に議論するディスカッショングル

ープに参加した。また、本ワークショップと連携して、JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植

物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力〜SDGs への貢献」（令和元年 11 月 26 日）を

開催した。 

第 9 回 G20MACS は、G20 のホスト国であるサウジアラビア政府の主催により令和 2 年 2

月 17～19 日にダンマームで開催され、岩永理事長が前 MACS 議長として参加し、第 8 回

G20MACS の成果を報告した。 

 

②アフリカ開発会議（TICAD7） 

  日本政府が主導するアフリカの開発をテーマとする国際会議であるアフリカ開発会議

（TICAD7）が開催された（令和元年 8 月 28～30 日、横浜）。国際農研は、TICAD７出席に

あわせた、CGIAR（国際農業研究協議グループ）やアフリカ SDGs センター所長の来日を機

に、農林水産省が開催した「国際農業研究セミナー ～アフリカを動かす農業の力～」（令

和元年 8月 26 日、東京）で、岩永理事長が基調講演「アフリカにおける SDGs 貢献に向け

た農業技術開発」を行い、国際農研によるアフリカにおける取組について紹介した。公式

サイドイベントとして開催された農林水産省主催シンポジウム「アフリカを動かす力〜

食・農業の未来に向けて～」（令和元年 8月 28 日、横浜）では、小山理事が総合討論でモ

デレーターを務めた他、3名の国際農研研究者が講演者及びパネリストとして登壇した。

さらに、「日本・アフリカビジネス EXPO」において、農林水産省公式サイドイベントとし

て行われた展示ブースのトークイベント（令和元年 8 月 30 日）で、国際農研のアフリカ

における環境・資源管理に関する研究の取組について紹介した。一方、TICAD７出席のた

めに来日した各国・国際機関の要人と積極的に会談を行い、イスフ・マハマドゥニジェー

ル共和国大統領（令和元年 8月 27 日）、アキンウミ・アデシナアフリカ開発銀行総裁（令

和元年 8 月 28 日）、ルシアン・ラナリヴェル マダガスカル農業畜産水産大臣（令和元年

8月 30 日）及び屈冬玉 FAO 事務局長（令和元年 8月 27 日）と二者会談を行うとともに、

Matthew K. Morell 国際稲研究所長、Nur Abdi イスラム開発銀行農業グローバルプラク

ティスマネージャーらの国際農研訪問（令和元年 8月 29 日）を受け入れた。 

 

③ネパールにおける共同研究の推進 

３．ネパール等における共同研究の推

進（イ③） 

我が国の政策上重要な国であるネ

パールにおける協力を推進するため、

ネパール農業研究評議会（NARC）との

間に共同研究に関する MOU を締結し、

現地報道機関に大きく取り上げられ

た。農林水産省の依頼に対応し、ネパ

ール及びパラオの現地調査に参加し

た。 

 

その他、行政部局の要請に対応するた

め、農業分野の温室効果ガスに関するグ

ローバル・リサーチ・アライアンス

（GRA）、アフリカ稲作振興のための共同

体（CARD）、国際再生可能エネルギー機関

（IRENA）等、国際機関や国際的な研究ネ

ットワーク・プラットフォームとの連携

を継続した。また、プログラム検討会に、

関係行政部局の参加を求め、行政部局か

ら得たコメントは、研究推進に活用する

とともに、主要なコメントに対する対処

方針を行政部局に文書で回答した。 

行政ニーズに対応して、農林水産技術

会議が開催したCGIAR連絡会議等に参加

した。農林水産技術会議事務局等との共

催で、「2019 年若手外国人農林水産研究

者表彰」等を実施した。 

台風で被災した地方公共団体等に無

償貸付等が可能な施設について、情報提

供を行うなど災害時の緊急対応を行っ

た。こうした取組を通じて行政部局との

連携を強化した。 
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平成 30 年 5 月に西郷正道前農林水産技術会議事務局長が駐ネパール日本大使に着任し

たことを契機として、国際農研は同国との共同研究の可能性について検討を進めてきた。

令和元年度は、ネパールとの協力を一層推進するため、同国の国立農業研究機関であるネ

パール農業研究評議会（NARC）との間に共同研究に関する MOU を締結した。農林水産省の

要請により、岩永理事長が農水省の海外農業・貿易投資環境調査分析委託事業による専門

家調査団に同行し、ネパール・カトマンズにおいて岩永理事長とグルン NARC 局長が MOU

に署名した（令和元年 11 月 13 日）。署名式には、西郷正道駐ネパール大使ほか日本・ネ

パール両国の政府関係者等が多数参加した。MOU 署名は、現地紙でも大きく報道された。 

 

④農業分野の温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス（GRA） 

GRA は、平成 21 年に設立した農業分野の温室効果ガス排出削減等に関する研究ネット

ワークである（令和 2年 3月現在 62 か国が参加、日本は発足当初からの参加国）。平成 29

年に、日本がアジアで初めての議長国となり、国際農研岩永勝理事長が議長に就任した。

平成 30 年に議長国が日本からドイツに移行し任期が終了した後も、岩永理事長は前議長

として GRA の定期電話会議に参加し、引き続き GRA の活動に貢献した。令和元年 10 月 6

～7 日に、インドネシア・デンパサールで第 9 回 GRA 理事会が開催され、国際農研から岩

永理事長が参加し、2021-25 年 GRA 戦略プラン等の議論を行った。 

 

⑤アフリカ稲作振興のための共同体（CARD） 

  CARD はアフリカにおけるコメ生産拡大のため、メンバー国の自助努力と、その活動に

関心を持つドナー国との連携を支援する協議グループとして、平成 20 年に JICA とアフ

リカの緑の革命のための同盟 (AGRA)によって設立され、10 年間でサブサハラ・アフリカ

のコメ生産量を倍増させることを目標に活動してきた。国際農研は運営委員会のメンバー

として国際イネ研究所（IRRI）、アフリカ稲センター（AfricaRice）とともに科学的な見

地からの貢献を目的に CARD に参画している。CARD は設置から 10 年の活動期間を過ぎ、

令和元年より CARD フェーズ２が開始された。国際農研は、第 15 回 CARD 運営会議（令和

元年 6月 10 日、ケニア・ナイロビ）及び TICAD7 サイドイベントとして行われた CARD フ

ェーズ２のローンチングイベント（令和元年 8月 30 日、横浜）に参加した。 

 

⑥国際再生可能エネルギー機関（IRENA） 

国際農研は、日本政府と IRENA のバイオマスエネルギーに関する協力の合意（平成 22

年 5 月）を具体的に進めていく枠組みの中で、職員を IRENA に派遣する取組を継続すると

ともに、当該職員による情報収集・発信を行った。また、平成 30 年度から IRENA と連携

して開始した、国際連携による農業分野における温室効果ガス削減技術の開発のためのプ

ロジェクト「農産廃棄物を有効活用した GHG 削減技術に関する影響評価手法の開発」（農

林水産省委託研究）を継続し、我が国を含む各国で開発・実証が進んでいる農産廃棄物を

有効活用した GHG 削減技術に関して、その影響を評価する手法を開発し、当該手法を用い

て実際の技術を評価した。 

 

⑦行政部局との多面的な連携 
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第 8 回 CGIAR システム理事会（令和元年 5 月 15～16 日、エチオピア・アジスアベバ）

及び第 9回 CGIAR システム理事会（令和元年 11 月 13～14 日、中国・成都）に国際農研研

究者が日本政府代表とともに参加した。 

農林水産技術会議事務局が主催する「若手外国人農林水産研究者表彰選考委員会」の選

考委員として岩永理事長が選考に加わるとともに、農林水産技術会議事務局等との共催

で、「2019 年若手外国人農林水産研究者表彰(Japan Award)」（令和元年 11 月 26 日）を実

施した。本表彰制度は、開発途上地域の農林水産業研究機関等から推薦を受けた 40 歳未

満の若手研究者 3 名に賞状と奨励金（甕(もたい)JIRCAS 賞 5,000 米ドル）を授与するも

のであり、今回で 13 回目である。 

  令和元年度は、34 名の応募者の中から選考委員（7名）による書類審査を経て 3名が選

考され、農林水産技術会議会長により受賞者が決定された。若手外国人農林水産研究者表

彰（Japan Award）の表彰式典は、令和元年 11 月 26 日につくば国際会議場中ホール 200

において挙行され、式典には、小林芳雄農林水産技術会議会長、内閣府大臣官房（総合科

学技術・イノベーション担当） 高原勇審議官、独立行政法人国際協力機構 山田英也上

級審議役を来賓に迎え、選考委員会の岩元睦夫座長より審査経緯の報告、表彰状及び奨励

金（甕(もたい)JIRCAS 賞）目録の授与に引き続き、受賞者講演が行われた。 

令和元年度の受賞者及び業績は以下のとおりである。 

 Dr. Jacobo ARANGO MEJIA （国籍：コロンビア、所属：国際熱帯農業センター） 

「温室効果ガス削減と地球温暖化対策のための熱帯イネ科牧草に関する研究」 

 Ms. MAI Thi Ngan （国籍：ベトナム、所属：ベトナム国家農業大学) 

「豚流行性下痢ウイルス検出のための簡便で正確かつ安価な診断検査法及びプール検査

システムの開発」 

 Dr. Rebijith KAYATTUKANDY BALAN （国籍：インド、所属：ニュージーランド第一次産業

省植物防疫・環境研究所） 

「分子生物学的手法によるインドの重要害虫の同定、多様性の解明及び防除」 

 

農林水産省等から後援を得て、JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に

立ち向かう国際研究協力 ～SDGs への貢献」を開催した（令和元年 11 月 26 日）。 

農林水産技術会議に理事長または理事が参加した。また、「国際農林水産業研究戦略」

（平成 28 年 7 月 13 日農林水産技術会議決定）に記載されるオールジャパンとして取り

組む国際農林水産業研究の体制整備等を目的として開催された「国際農林水産業研究に関

する連絡会議」に、構成員として参加した。 

さらに、農林水産省からの依頼により、パラオにおける農産物・食品の戦略的な生産・

加工流通・輸出支援を検討するパラオ共和国への農業関連協力調査ミッション（令和 2年

2月 10～12 日）に参加した。 

昨年度に引き続き、岩永理事長が外務大臣の下に設置された科学技術外交推進会議に委

員として参加し、国際協力や科学技術政策について提言を行った。 

内閣府等の関係省庁、沖縄県、沖縄県産業振興公社、沖縄県酒造組合等が官民一体とな

って実施する「琉球泡盛海外輸出プロジェクト」に協力した（1-2 ア参照）。 

台風第 19 号に係る被害への対応のため、被災した地方公共団体等に無償貸付等が可能
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・JIRCAS の専門

性を活かした社

会貢献（分析及

び鑑定、講習や

研修の開催、国

際機関や学会へ

の協力等）が図

られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜モニタリング

指標＞ 

・行政部局との連

携の実績 

・行政等の要請に

よる国際会議等

への専門家派遣

数 

 

 

 

ウ 行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、JIRCAS

の高い専門知識が必要とされ、他の機関では実施

が困難な分析及び鑑定を実施する。 

 

エ 他の国立研究開発法人、大学、国公立機関、

民間、海外機関等から講習生、研修生を積極的に

受け入れ、人材育成や技術水準の向上に貢献す

る。 

 

オ 国際農林水産業研究を包括的に行う機関と

して、国際機関や学会等の委員会・会議等に職員

を派遣するなど、要請に応じて活動に協力する。 

 

な会議室等の施設について、農林水産省の要請に応じ情報提供を行った。 

 

 

ウ．依頼分析・鑑定については、実施規程をウェブサイトで公開している。令和元年度は分

析・鑑定の依頼は無かった。 

 

 

エ．国際農研が定めた講習規定に基づき、国内大学等から新たに 6 名の講習生を受け入れ

た。「農業分野の気候変動対策コース」等 JICA が実施する国別研修や集団研修等に協力

し、50 名に講義を行った。 

 

 

オ．国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、国際機関や学会等の委員会・会議等に

職員を派遣するなど、要請に応じて活動に協力した。 

FAO の活動全般の改善に向けた戦略に沿って助言と提言を事務局長へ行うことを目的

に、世界の農林水産業に関する有識者で構成される顧問団が発足し、岩永理事長が顧問団

のメンバーに就任した。顧問団の第１回合同会議が令和 2 年 2 月 25～26 日に FAO 本部

（イタリア・ローマ）で開催され、岩永理事長が参加した。 

岩永理事長は、作物多様性の保存を目的とする国際機関である世界作物多様性基金

（Global Crop Diversity Trust）の執行役員会メンバーに就任した。 

岩永理事長が外務大臣の下に設置された科学技術外交推進会議に委員として参加し、国

際協力や科学技術政策について提言を行った。JICA が推進する CARD（アフリカ稲作振興

のための共同体）を運営委員として支援するとともに、アフリカにおける食と栄養の問題

解決に向けたイニシアティブとして安倍総理が TICAD VI（第 6 回アフリカ開発会議）に

おいて開始を宣言した IFNA（食と栄養のアフリカ・イニシアティブ）の運営委員会に参

加した。 

ラオス国立農林業研究所（NAFRI）の 20 周年記念セミナー等 63 件の国際会議に役職員

106 名を派遣した。 

国際農研職員は、その専門的知識を生かして学会活動への協力を行っている。令和元年

度は、日本熱帯農業学会等の学会役員 26 件、専門委員 37 件の役職を担っている。また、

337 件の論文審査に協力した。 

 

＜モニタリング指標＞ 

 

・行政部局との連携の実績 

 上記イを参照。 

・行政等の要請による国際会議等への専門家派遣数 

「主要な経年データ」を参照。 

 

 

 

 

 

・岩永理事長が FAO 顧問団メンバー及

び世界作物多様性基金の執行役員会

メンバーに就任するなど、国際機関へ

の協力を強化した。この他、国内大学

からの講習生受け入れ、JICAが実施す

る研修への協力、学会とのシンポジウ

ム共催等、国際農研の専門性を生かし

た社会貢献を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

行政部局等との連携を更に強化す

るため、引き続きシンポジウム等の共

同開催や国際会議への役職員派遣を

実施する。特に、東京栄養サミット

2020の開催に協力し、国際農研の栄養

に関する研究成果の情報発信等を強

化する。 
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・シンポジウム等

の共同開催数、

参加人数 

・分析、鑑定の取

組実績、講習、研

修開催実績 

・国際会議等への

派遣件数 

・学会活動への協

力実績 

・シンポジウム等の共同開催数、参加人数 

「主要な経年データ」を参照。 

 

・分析、鑑定の取組実績、講習、研修開催実績 

 上記ウ、エを参照。 

 

・国際会議等への派遣件数 

「主要な経年データ」を参照。 

・学会活動への協力実績 

 上記オを参照。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 経費の削減 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費の削減状況（%） 対前年度比 3% 3 3 3 3   

業務経費の削減状況（%） 対前年度比 1% 1 1 1 1   

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

（１）一般管理費等の削減 

運営費交付金を充当して行う事業について、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費（人

件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費については毎

年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制を行うことを目標とする。 

  

（２）調達の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決

定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続による、適正で迅速かつ効果的な調達を実現する観点

から、毎年度策定する「調達等合理化計画」の中で、定量的な目標や具体的な指標を設定し、取

組を着実に実施する。 

特に、短期間での納入が必要な研究開発用物品について、調達に要する時間の大幅な短縮が可

能となるよう、公正性を確保しつつ、迅速な調達方法の検討・導入を進める。 

また、農研機構など他の独立行政法人との共同調達などの連携に積極的に取り組み、一層の効

率化を図る。 

 

中長期計画 

（１）一般管理費等の削減 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費（人件

費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費については毎年度

平均で少なくとも対前年度比１％の抑制を行うことを目標に、削減する。 

 

（２）調達の合理化 

ア 定量的な目標や具体的な指標を含む「調達等合理化計画」を、毎年度６月末までに策定し、着実

に実行するとともに、毎年度の実績評価の際、自己評価を行う。 

イ 特殊で契約相手が特定される場合など随意契約を適用できる事由の明確化、単価契約の拡大等に

より、公正性を確保しつつ、研究開発物品の調達の迅速化を図る。 

ウ 農研機構との間で共同調達、落札価格情報の共有などの連携を進め、効率化を図る。 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定の根拠＞ 

一般管理費及び業務経費の削減目標

の達成、調達合理化等を行った。調達合

理化では、単価契約の品目拡大を実施

したことで調達手続きに要する時間の



39 
 

 

 

 

 

 

【評価の視点】 

・業務の見直し・

効率化を進め、

法人運営に支障

を来たすことな

く業務経費、一

般管理費削減の

数値目標が達成

されているか。 

〈主な定量的指

標〉 

・一般管理費の削

減状況 

・業務経費の削減

状況 

 

【評価の視点】 

・調達等合理化計

画の適正かつ迅

速な調達を実現

するために定量

的な目標や具体

的な 指標 と し

て、どのような

ものを設定して

いるか。その目

標や指標が達成

されているか。

達成のためにど

のような取組を

行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）一般管理費等の削減 

運営費交付金を充当して行う事業について

は、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理

費（人件費を除く。）については毎年度平均で少

なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費につ

いては毎年度平均で少なくとも対前年度比１％

の抑制を行うことを目標に、削減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調達の合理化 

ア 定量的な目標や具体的な指標を含む「調達等

合理化計画」を６月末までに策定し、着実に実行

するとともに、実績評価の際に自己評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）一般管理費等の削減 

  運営費交付金を充当して行う事業については、所要額計上経費及び特殊要因分を除い

て、一般管理費については前年度比３％の削減、業務経費については前年度比１％を削減

して予算配分し、一般管理費及び業務経費とも予算額の範囲内で執行し、削減目標値（対

前年度比３％及び１％の抑制）を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調達の合理化 

ア．「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について（平成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）」に基づき、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ

継続的に調達等の合理化に取り組むため、調達等合理化計画を策定するにあたり、調達の

現状と要因の分析を行ったうえで、目標を設定し、令和元年 6月 14 日に開催された契約

監視委員会の点検を受けて策定し、以下の「令和元年度調達等合理化計画に対する業務実

績」のとおり着実に実施するとともに、業績評価の際に自己評価を行った。 

 

 

 

 

 

「令和元年度調達等合理化計画に対する業務実績」 

 

１．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

（１）一者応札・応募の改善【入札等に参加しやすい環境整備の実行】 

  ①入札説明書受領者へのアンケートの実施 

   一者応札であった案件について、入札説明書受領者に対するアンケートを実施（回

収率：40％（5者中 2者）（平成 30 年度 41.7％（12 者中 5 者））し、仕様書における

短縮及び経費節減を図った。こうした

取組を通じ中長期計画における所期の

目標を達成していると認められること

から、評定をＢとした。 

 

 

・一般管理費（人件費を除く。）、業務経

費について、業務の見直し及び効率化

を進め、法人運営に支障を来たすこと

なく目標どおり削減を達成した。 

 

 

 

 

 

 

・一般管理費を対前年度比 3％抑制し

た。 

・業務経費を対前年度比 1％抑制した。 

 

 

 

・調達合理化の定量的な数値目標は掲

げなかったものの、一般的な物品の品

目拡大（新たに 7品目）を実施したこ

とで、調達手続きに要する時間の短縮

及び経費節減を図った。また、研究開

発等に係る物品の品目拡大及び一括・

共同調達については、調達品目の見直

しを行い、試薬 720 品目、理化学消耗

品 314 品目について 3法人での一括・

共同調達を実施した。 

 

「令和元年度調達等合理化計画の自己

評価」 

 

・アンケートを実施し一者応札の改善

可能性の把握に努めた。入札公告を

所内掲示板及びホームページに掲載

し、加えて他機関へも掲示を依頼し
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業務内容の更なる明確化の必要性等改善の可能性について検討を行った。 

  ②入札等に参加しやすい環境の整備 

   入札案件の公告を所内掲示板及びホームページに掲載するとともに、他機関へも入

札公告の掲示依頼をするなど周知の強化に努めた。また、仕様書のホームページから

のダウンロード、入札説明書等の電子メールでの送付依頼（対応数：11 者（平成 30

年度 13 者））にも適切に対応した。 

 

（２）物品及び役務の一括調達、共同調達【共同調達による調達手続きに要する時間の短

縮】 

  ①農研機構等との共同調達 

   農研機構等、他法人との合同による共同調達（単価契約）を品目の見直しをしつつ、

前年度に引き続き実施した（試薬 720 品目、理化学消耗品 314 品目、トナーカートリ

ッジ 612 品、コピー用紙、トイレットペーパー、健康診断業務）。 

  ②共同調達未実施品目の検討 

   未実施品目における共同調達の必要性と可能性を検討したが、今年度追加した品目

は無かった。 

 

（３）一般的な物品（事務用品等）及び役務の調達【単価契約による調達手続きの簡素化

と納期の短縮】 

   新たに事務用品 7品目を追加し 38 品目（100 品）の単価契約を実施した。 

 

２．調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

（１）随意契約に関する内部統制の確立【新たな競争性のない随意契約に係る契約審査委

員会による事前審査実施率：数値目標 100％】 

   基準額（工事 250 万円、物品購入 160 万円、役務 100 万円）以上の競争性のない随

意契約の締結案件は 16 件（平成 30 年度 16 件）、うち長期継続契約となる光熱水料等

の公共料金 4件を除く 12 件全てを契約審査委員会の事前審査を行った。 

   なお、本委員会では随意契約事由の整合性と競争性のある調達手続きへの移行可否

の点検も行った。 

 

（２）不適正な経理処理の再発防止のための取組 

  ①契約担当者以外の者による検収の実施と検収担当者向けマニュアルの見直し【不適

正経理の再発防止等のための体制の整備】 

   リスク管理室検収科による物品の現物確認、役務における発注内容の照合と確認を

した後、契約依頼者に届ける検収作業を堅実に行った。なお、検収担当者向けマニュ

アルの内容の見直しについては、現段階では見直しの必要が特段無いと判断し行って

いない。 

 

  ②全ての役職員を対象としたコンプライアンス研修の実施【不適正経理の再発防止等

のための研修の実施：数値目標参加率 原則 100％】 

周知の強化に努めた。なお、仕様書の

入手をホームページからのダウンロ

ードにより可能とし、入札説明書等

の電子メールによる送付依頼にも対

応した。 

 

 

・試薬及び理化学消耗品等の品目を見

直ししつつ共同調達により単価契約

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

・新たに事務用品 7 品目を追加し単価

契約を行った。 

 

 

 

・競争性のない随意契約の全てを契約

審査委員会において事前審査し、数

値目標 100％を達成した。 

 

 

 

 

 

 

・現行の検収体制により堅実な検収を

行った。 

 

 

 

 

 

・全ての役職員を対象にコンプライア

ンス研修を実施し数値目標参加率 
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〈その他の指標〉 

・共同調達等効率

化の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 特殊で契約相手が特定される場合など、関係

規程に則った随意契約の適用、単価契約の拡大等

により、公正性を確保しつつ、研究開発物品の調

達の迅速化を図る。 

 

 

 

 

 

 

ウ 農研機構との間で共同調達、落札価格情報の

共有などの連携を進め、効率化を図る。 

 

   就業規則、コンプライアンスの基本等及び不適正経理の再発防止関係を含むコンプ

ライアンス一斉研修を全ての役職員を対象として実施した。また、年度途中の採用者

等には一斉研修収録ビデオにより研修を実施し、その結果、役職員 341 名全員が受講

した。なお、研修受講後はチェックシートにより研修内容の理解度を確認した。 

 

  ③取引業者への調達手続き等マニュアルの配布と「誓約書」の求め、職員向け物品等

の購入手続きマニュアルの見直し【不適正経理の再発防止等のためのマニュアルの見

直し】 

   取引業者向け調達手続き等マニュアルは既に配布しホームページにも公開してい

るが、新規参入業者にあってはその都度配布した。また、「誓約書」については、一

般競争入札に参加する業者及び年間の取引が一定額あるいは件数が見込まれる業者

に提出を求めた。 

   職員向け物品等の購入手続きマニュアルは所内電子掲示板に常時掲載されており、

全ての役職員が見ることができる状態にある。内容の見直しについては、現段階では

見直しの必要が特段無いと判断し行っていない。 

 

  ④取引業者との契約実態調査の実施【不適正経理の再発防止等のための内部監査の徹

底】 

   取引の多い業者を対象に 5社を抽出し、契約に係る会計帳簿等の提出を求め、国際

農研の会計書類との「契約月日」、「納入月日」及び「検収月日」等の整合性を確認し、

研究者との直接取引等の有無について調査した結果、不適正経理と見られる案件の検

出は無かった。 

 

イ．試薬及び理化学消耗品に係る単価契約については、農研機構等、他法人との共同調達に

より、品目の見直しを図った上で平成 30 年度に引き続き実施した。共同調達を行うこと

で、公正性を確保した研究開発物品の調達の迅速化を図った。 

なお、一般的な物品についても、平成 30 年度に引き続き共同調達によりトナーカート

リッジの単価契約を行った。 

また、平成 30 年度に引き続き国際農研単独で文房具等の単価契約を行い、調達手続き

に要する時間の短縮を図った。 

（令和元年度における共同調達等の実績については、上記アの調達等合理化計画の業務実

績 1(2)及び(3)を参照） 

 

ウ．上記イを参照。 

 

 

〈その他の指標〉 

・共同調達等効率化の取組状況 

 上記イを参照。 

原則 100％を達成した。 

 

 

 

 

・取引業者及び職員に対しマニュアル

の配布等を適切に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・不適正経理の再発防止を図るため、取

引業者との契約実態調査を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

単価契約の実施、一括・共同調達の取

組を継続し、一層の経費節減に努める。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 組織・業務の見直し・効率化 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

該当なし        

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

（１）組織・業務の再編 

中長期目標の達成に向けて人材、研究資金等の研究資源を有効に活用できるよう、組織体制の

整備や業務の見直しを行う。 

法人内の情報システムの整備など業務の電子化を進めるとともに、テレビ会議システムや ICT

を活用した業務効率化を図る。 

上記の取組により、全体としての適切な人員配置と業務の最適化を図る。 

 

（２）研究施設・設備の集約（施設及び設備に関する計画） 

研究施設・設備については、研究の重点化方向や老朽化の状況等を踏まえ、真に必要なものを

計画的に整備するとともに、有効活用に努める。 

中長期計画 

（１）組織・業務の再編 

ア 中長期目標の達成や PDCA サイクルの強化に向けて、組織・研究体制や業務を柔軟に見直す。 

イ 法人内の情報システムの整備など業務の電子化を進めるとともに、テレビ会議システムや ICT を

活用した業務効率化を図る。 

ウ 上記の取組により、適切な人員配置と業務の最適化を図る。 

 

（２）研究施設・設備の集約（施設及び設備に関する計画） 

研究施設・設備整備については、老朽化の現状や研究の重点化方向を踏まえ、整備しなければ研究

推進が困難なもの、老朽化が著しく改修しなければ研究推進に支障をきたすもの、法令等により改修

が義務付けられているものなど、業務遂行に真に必要なものを計画的に整備するとともに、利用を促

進し、利用率の向上を図る。 

平成 28 年度～平成 32 年度施設、設備に関する計画 

（単位:百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

研究施設の整備 

研究援助施設の整備 

機関維持運営施設の整備 

その他業務実施上必要な施設・設備の整備等 

 

 施設整備費補助

金 

合 計 274±χ  

注）χ：各年度増減する施設、設備の整備等に要する経費 

 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
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○中長期目標の

達成に向けた組

織体制の整備や

業務の見直し、

効率化が図られ

ているか。 

＜評価指標＞ 

・効率的な研究及

び業務推進のた

めの組織体制整

備、業務見直し

の取組が行われ

ているか。 

 

○ICT 活用等によ

る業務効率化が

行わ れて い る

か。 

＜評価指標＞ 

・業務の電子化等

による業務効率

化の取組が行わ

れているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組織・業務の再編 

ア 中長期目標の達成や PDCA サイクルの強化に

向けて、組織・研究体制や業務を柔軟に見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ グループウェアにおけるワークフロー（電子

決裁）の利用促進を図るとともに、テレビ会議シ

ステムを活用することにより拠点も含めた意思

決定の迅速化、業務の効率化を図る。勤務時間管

理システムを導入し、職員等の勤務時間の適正な

管理を実施し、効率化を図る。 

 

 

 

ウ 上記の取組により、適切な人員配置と業務の

最適化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組織・業務の再編 

ア．第 4 期中長期計画の業務運営に関する重要事項において、情報セキュリティ対策の強

化として「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえた、情報セキュ

リティポリシーの適切な見直し」、「サイバーセキュリティの強化」及び「情報セキュリテ

ィ対策の改善」に取り組むとされている。また、昨今の情報セキュリティ対策や業務シス

テムの管理・運用の高度化に対する対応等、知識・経験のある者への依存度が高く、業務

量も増大傾向にある。このため、法人としての情報管理業務の重要性を考慮し、情報管理

科全体の業務をサポートする「情報セキュリティ専門職」、「情報高度利用専門職」の新

設、特定情報システムの運用管理等の支援を組織的に対応するため、「ネットワーク係」

を「業務システム係」に見直しを行い、科全体の業務を網羅した組織体制の強化を図っ

た。 

 

 

 

イ．平成 28 年度にバージョンアップしたグループウェアの掲示板機能やワークフロー機能

及びテレビ会議システムの活用により情報伝達、意思決定の迅速化、研修や会議に利用す

るなど業務効率化を図るとともに、会計システムのセキュリティ機能の強化や、テレビ会

議システムの更新等利便性の向上を継続的に実施した。また、働き方改革の推進に向けた

労働安全衛生法の改正に伴い、労働者の健康管理の観点から労働時間の状況を把握する

ことが使用者に義務づけられたこと、及び平成 31 年４月から裁量労働制を導入したこと

により、各裁量労働者及び勤務管理者等の勤務時間把握のための事務処理を円滑に行う

ため勤務時間管理システムを導入し、事務の効率化と簡素化を図った。 

 

ウ．中長期目標の達成のため組織、業務の見直しを行い、企画連携部情報広報室情報管理科

に情報セキュリティ専門職、情報高度利用専門職及び業務システム係を設置した。また、

研究分野の重点化や研究課題の着実な推進のため１名の任期の定めのない研究員及び 5

評定 Ｂ 

＜評定の根拠＞ 

「情報セキュリティ専門職」、「情報高

度利用専門職」の新設、勤務時間管理シ

ステムの導入による業務の効率化、共同

研究温室の改修による研究環境の整備、

耐震工事情報の職員周知と業務継続を

図るためのリスク軽減対策等を行った。

こうした取組を通じ、「研究開発成果の

最大化」に向けて成果の創出が期待でき

るように組織・業務の見直し・効率化を

着実にすすめていることから、評定をＢ

とした。 

 

○「情報セキュリティ専門職」、「情報高

度利用専門職」の新設及び、「ネットワ

ーク係」の「業務システム係」への変

更を行い、情報セキュリティ対策や業

務システムの管理・運用の高度化に対

応できる組織体制を整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新たに勤務時間管理システムを導入

し、事務の効率化と簡素化を実施し

た。 
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○研究の重点化

方向に即した研

究施設・設備の

集約が図られて

いるか。 

＜評価指標＞ 

・研究施設・機械

の有効活用の取

組状況。共同利

用の促進、集約

化等による施設

運営経費の抑制

の取組状況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜モニタリング

指標＞ 

・研究施設・設備

の整備の状況及

び有効活用の状

況 

 

 

 

 

 

（２）研究施設・設備の集約（施設及び設備に関する

計画） 

研究施設・設備整備については、老朽化の現状

や研究の重点化方向を踏まえ、整備しなければ研

究推進が困難なもの、老朽化が著しく改修しなけ

れば研究推進に支障をきたすもの、法令等により

改修が義務付けられているものなど、業務遂行に

真に必要なものを計画的に整備するとともに、利

用を促進し、利用率の向上を図る。 

 共同研究棟耐震工事の着工及び進行に際し、施

工を行う農研機構から着工前及び工事期間中の

十分な情報入手に努め、JIRCAS の研究業務継続に

とって必要な要望を行う。また、JIRCAS として対

応すべきリスク軽減対策等については、研究業務

を円滑に継続するために必要な対策を実施する。 

 

名の任期付研究員を採用し、生物資源・利用領域に２名、生産環境・畜産領域に３名、熱

帯・島嶼研究拠点に１名配置した。英語による情報発信の強化、職員の語学能力の向上等

のため、特定任期付職員 1名を採用し、企画連携部に配置した。 

 

（２）研究施設・設備の集約（施設及び設備に関する計画） 

熱帯・島嶼研究拠点において、海外からの導入遺伝資源を効率的に評価・管理するため、

既存：共同研究温室に隔離栽培及び保存機能を付加する改修工事を行った。 

共同研究温室の改修により、海外から導入したイネ及びサトウキビ遺伝資源の植物防疫

法上利用でき得る隔離栽培と、世代促進により増殖した種子を効率的に長期間保存管理す

ることが可能となる。なお、熱帯・島嶼研究拠点では「インド型イネ品種の研究開発拠点化」

を進めるのに併せ、国内におけるサトウキビ交配基地として位置付けられている。このた

め、施設整備費補助金により組換体発現制御実験棟改修（平成 28 年度）、水田圃場造成（平

成 29 年度）、作物生理温室改修（平成 30 年度）、令和元年度では上記のとおり共同研究温

室改修を実施したところである。これらの整備により、開発途上地域に適したインド型イネ

品種の開発研究、国内のイネ育種研究への育種素材の提供及びサトウキビ育種研究の加速

化が期待される。 

令和元年度より開始した共同研究棟耐震工事関連では、農研機構、国際農研及び工事業者

からなる定例打合せ会に参画し、工事の進捗状況報告を受けるとともに、工事スケジュール

の確認及び工事全般に関する意見交換を行った。工事スケジュール中、騒音・振動の発生、

往来に支障を来たす工事内容等にあっては所内電子掲示板にて事前に周知し、業務継続及

び安全上のリスクの軽減に努めた。また、居室・実験室の個別空調工事及び耐震壁工事時等

の騒音・振動対策として、第１実験棟共用会議室を一時避難場所とする必要な整備改修を行

った。改修前は天井が高く、照明の照度の低さ及び空調が効き難いの問題点があったが、標

準的な天井高に改修する等の整備を行ったことで、一時避難場所解除後は会議室としてこ

れまで以上に効率的な利用が図られると考えられる。 

 

＜モニタリング指標＞ 

 

・研究施設・設備の整備の状況及び有効活用の状況 

上記（２）を参照。 

 

 

 

 

○共同研究温室を改修することで、海外

導入遺伝資源の隔離栽培と増殖種子

の効率的な長期間保存管理を可能と

する研究環境の整備に取り組んだ。ま

た、耐震工事関連では、工事情報の職

員周知に努めるとともに、工事中の安

全確保と業務継続を図るための必要

なリスク軽減対策を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

令和 2 年度施設整備費補助金とし

て、つくばにおける研究施設基盤部分

の老朽化対策「都市ガス配管新設及び

実験排水管更新工事」を要求したが予

算化に至らなかった。この要求内容も

含め、今後も増大する研究業務に対応

するため、一層の研究施設・整備によ

る効率的な利用を図る必要がある。な

お、令和元年度より実施している共同

研究棟（農研機構大わし地区研究本

館）耐震工事にあっては、工事に伴う

リスク軽減及び研究業務の円滑な継

続上更なる対応が必要な場合は、環境

整備等の対応に努める。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ― 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

該当なし        

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

１ 収支の均衡 

適切で効率的な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。 

 

２ 業務の効率化を反映した予算の策定と遵守  

「第４ 業務運営の効率化に関する事項」及び１に定める事項を踏まえた中長期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を行う。 

 独立行政法人会計基準の改訂（平成 12 年２月 16 日独立行政法人会計基準研究会策定、平成

27 年１月 27 日改訂）等により、運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化が

原則とされたことを踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築する。 

 一定の事業等のまとまりごとにセグメント情報の開示に努める。 

 

３ 自己収入の確保  

受託研究等の外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等により自己収

入の確保に努める。特に、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」において、「法人の増

収意欲を増加させるため、自己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交付金の要求時に、

自己収入の増加見込み額を充てて行う新規業務の経費を見込んで要求できるものとし、これに

より、当該経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定に当たり減額しないこととする。」と

されていることを踏まえて適切な対応を行う。 

 

４ 保有資産の処分  

保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的視点につい

て」（平成 26 年９月２日付け総管査第 263 号総務省行政管理局通知）に基づき、保有の必要性

を不断に見直し、保有の必要性が認められないものについては、不要財産として国庫納付等を

行うこととする。 

中長期計画 

１ 予算 

 

平成 28 年度～平成 32 年度予算 

                                        （単位：百万円） 

区     分 

企画・

連携推

進業務 

資源・

環境管

理研究

業務 

農産物

安定生

産研究

業務 

高付加

価値化

研究業

務 

情報収

集分析

業務 

計 
法人 

共通 
合計 

 

 収 入 

  運 営 費 交 付 金         

  施設整備費補助金 

  受 託 収 入         

    寄 附 金 収 入         

  諸 収 入         

 

    計 

 

 

1,710 

274 

133 

0 

17 

 

2,134 

 

 

3,687 

0 

414 

0 

0 

 

4,101 

 

 

3,551 

0 

719 

0 

0 

 

4,270 

 

 

3,752 

0 

188 

0 

0 

 

3,940 

 

 

754 

0 

21 

0 

0 

 

775 

 

 

13,454 

274 

1,475 

0 

17 

 

15,220 

 

 

3,912 

  0 

0 

0 

 0 

 

3,912 

 

 

17,366 

274 

1,475 

0 

17 

 

19,132 

 

 支 出 

    業 務 経 費         

    施 設 整 備 費         

    受 託 経 費         

    一 般 管 理 費         

    人 件 費         

 

    計 

 

 

1,007 

274 

133 

0 

731 

 

2,145 

 

 

1,577 

0 

414 

0 

2,110 

 

4,101 

 

 

1,560 

0 

719 

0 

1,993 

 

4,272 

 

 

1,587 

0 

188 

0 

2,165 

 

3,940 

 

 

440 

0 

21 

0 

314 

 

775 

 

 

6,171 

274 

1,475 

0 

7,313 

 

15,233 

 

 

0 

0 

  0 

520 

3,392 

 

3,912 

 

 

6,171 

274 

1,475 

520 

10,705 

 

19,145 
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［運営費交付金算定のルール］ 

 １．平成28年度は、次の算定ルールを用いる。 

   運営費交付金＝（前年度一般管理費×α×γ） 

＋（前年度業務経費×β×γ） 

＋人件費＋δ－諸収入 

   人件費＝基本給＋諸手当＋超過勤務手当＋退職手当＋福利厚生費 

   諸収入 ＝運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じるであろう自己収入の見積額 

       α：一般管理費の効率化係数（0.97） 

       β：業務経費の効率化係数（0.99） 

γ：消費者物価指数（1.000） 

       δ：平成28年度の業務の状況に応じて増減する経費 

 

  ２．平成29年度以降については、次の算定ルールを用いる。 

   運営費交付金（ｙ）＝｛Ａ（ｙ－１）×α×γ｝ 

＋｛Ｂ（ｙ－１）×β×γ｝ 

                      ＋｛人件費（退職手当、福利厚生費を除く。） 

＋退職手当＋福利厚生費｝±δ－ 諸収入 

   Ａ（ｙ－１）：直前の年度における一般管理費相当分 

   Ｂ（ｙ－１）：直前の年度における業務経費相当分 

            α：一般管理費の効率化係数 

            β：業務経費の効率化係数 

            γ：消費者物価指数 

            δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費 

        諸収入：運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じるであろう自己収入の見積額 

        人件費＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改定率） 

        諸収入＝直前の年度における諸収入×ω-ε 

ω： 収入政策係数（過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度

における具体的な係数値を決定。） 

ε：自己収入の増加見込み額を充てて行う新規業務の経費 

 

（注） 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した伸び率とする。ただし、運

営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

 

［注記］前提条件 

１．期間中の効率化係数を一般管理費については年97％、業務経費については年99％と推定。 

２．給与改定率及び消費者物価指数についての伸び率をともに0％と推定。 

３．収入政策係数についての伸び率を0％と推定。 

４．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

２ 収支計画 
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平成 28 年度～平成 32 年度収支計画 

                                          （単位：百万円） 

区     分 

企画・

連携推

進業務 

資源・

環境管

理研究

業務 

農産物

安定生

産研究

業務 

高付加

価値化

研究業

務 

情報収

集分析

業務 

計 
法人 

共通 
合計 

 

 費用の部 

     経常費用 

         人 件 費      

         業 務 経 費      

         受 託 経 費      

         一般管理費 

         減価償却費 

     財務費用 

     臨時損失 

 

 収益の部 

     運営費交付金収益 

     諸 収 入         

     受 託 収 入         

     寄 附 金 収 益         

     資産見返負債戻入 

     臨 時 利 益         

 

 純 利 益     

 前中長期目標期間繰越積

立金取崩額 

 総 利 益     

 

1,732 

1,732 

731 

811 

133 

0 

57 

0 

0 

 

1,732 

1,514 

17 

133 

11 

57 

0 

 

0 

0 

 

0 

 

4,213 

4,213 

2,110 

1,525 

411 

0 

167 

0 

0 

 

4,214 

3,635 

0 

414 

0 

165 

0 

 

1 

1 

 

2 

 

4,336 

4,336 

1,993 

1,479 

706 

0 

158 

0 

0 

 

4,347 

3,470 

0 

719 

2 

156 

0 

 

11 

4 

 

15 

 

4,026 

4,026 

2,165 

1,503 

186 

0 

172 

0 

0 

 

4,026 

3,668 

0 

188 

0 

170 

0 

 

0 

1 

 

1 

 

782 

782 

314 

422 

21 

0 

25 

0 

0 

 

782 

736 

0 

21 

0 

25 

0 

 

0 

0 

 

0 

 

15,089 

15,089 

7,313 

5,740 

1,457 

0 

579 

0 

0 

 

15,101 

13,023 

17 

1,475 

13 

573 

0 

 

12 

6 

 

18 

 

4,065 

4,065 

3,392 

    0 

  0 

510 

163 

0 

0 

 

4,065 

3,902 

  0 

  0 

 0 

163 

0 

 

  0 

0 

 

0 

 

19,154 

19,154 

10,705 

5,740 

1,457 

510 

742 

0 

0 

 

19,166 

16,925 

17 

1,475 

13 

736 

0 

 

12 

6 

 

18 

 

［注記］ 

１．収支計画は、予算ベースで作成した。 

２．当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給規程に基づい

て支給することとなるが、その全額について運営費交付金を財源とするものと想定している。 

３．「受託収入」は、農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した。 

４．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
 

３ 資金計画 

 

平成 28 年度～平成 32 年度資金計画 

                                          （単位：百万円） 
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区     分 

企画・

連携推

進業務 

資源・

環境管

理研究

業務 

農産物

安定生

産研究

業務 

高付加

価値化

研究業

務 

情報収

集分析

業務 

計 
法人 

共通 
合計 

 

 資金支出 

   業務活動による支出 

   投資活動による支出 

   財務活動による支出 

   次期中長期目標の期間

への繰越金 

 

 資金収入 

   業務活動による収入 

      運営費交付金によ

る収入 

       受託収入 

        寄附金収入 

      その他の収入 

     投資活動による収入 

        施設整備費補助金

による収入 

        その他の収入 

     財務活動による収入 

        その他の収入 

   前中長期目標期間から

の繰越金 

 

2,145 

1,675 

470 

0 

0 

 

 

2,145 

1,860 

1,710 

 

133 

0 

17 

274 

274 

 

0 

0 

0 

11 

 

4,101 

4,046 

55 

0 

0 

 

 

4,101 

4,101 

3,687 

 

414 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

 

4,272 

4,178 

94 

0 

0 

 

 

4,272 

4,270 

3,551 

 

719 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

2 

 

3,940 

3,854 

86 

0 

0 

 

 

3,940 

3,940 

3,752 

 

188 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

 

775 

757 

18 

0 

0 

 

 

775 

775 

754 

 

21 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

 

15,233 

14,510 

723 

0 

0 

 

 

15,233 

14,946 

13,454 

 

1,475 

0 

17 

274 

274 

 

0 

0 

0 

13 

 

3,912 

3,902 

10 

0 

0 

 

 

3,912 

3,912 

3,912 

 

0 

0 

 0 

0 

  0 

 

0 

0 

0 

0 

 

19,145 

18,412 

733 

0 

0 

 

 

19,145 

18,858 

17,366 

 

1,475 

0 

17 

274 

274 

 

0 

0 

0 

13 

 

［注記］ 

１．資金計画は、予算ベースで作成した。 

２．「受託収入」は、農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した。 

３．「業務活動による収入」の「その他の収入」は、諸収入額を記載した。   

４．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

４ 自己収入の確保 

ア 外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等により、自己収入の確保に努め

る。 

イ 自己収入の増加が見込まれる場合には、増加見込額を充てて行う新規業務の経費を見込んで運営

費交付金の要求を行い、認められた場合には当該新規業務を実施する。 

 

５ 保有資産の処分 

現有の施設・設備について自主点検を行い、利用率の低いものについては、その改善の可能性等

の検討を行ったうえ、保有の必要性が認められないものについては適切に処分する。 
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年度計画 

１ 予算 

 

令和元年度予算 

                                                        （単位：百万円） 

区   分 

企 画 ・

連 携 推

進業務 

資源・ 

環 境 管

理 研 究

業務 

農 産 物

安 定 生

産 研 究

業務 

高 付 加

価 値 化

研 究 業

務 

情 報 収

集 分 析 

業務 

計 
法 人 共

通 
合計 

 

収 入 

 前年度よりの繰越金 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

   受託収入 

  寄附金収入 

  諸収入 

 

   計 

 

 

 

2 

425 

73 

26 

0 

0 

 

527 

 

 

3 

659 

0 

83 

0 

1 

 

746 

 

 

4 

787 

0 

144 

0 

1 

 

936 

 

 

3 

657 

0 

38 

0 

1 

 

699 

 

 

1 

262 

0 

4 

0 

0 

 

268 

 

 

14 

2,791 

73 

295 

0 

3 

 

3,176 

 

 

3 

702 

0 

0 

0 

0 

 

705 

 

 

17 

3,493 

73 

295 

0 

3 

 

3,881 

 

支 出 

   業務経費 

  施設整備費 

   受託経費 

  一般管理費 

  人件費 

 

  計 

 

 

 

225 

73 

26 

0 

205 

 

530 

 

 

270 

0 

83 

0 

394 

 

746 

 

 

325 

0 

144 

0 

468 

 

937 

 

 

320 

0 

38 

0 

341 

 

699 

 

 

116 

0 

4 

0 

148 

 

268 

 

 

1,256 

73 

295 

0 

1,556 

 

3,180 

 

 

0 

0 

0 

107 

599 

 

705 

 

 

1,256 

73 

295 

107 

2,155 

 

3,885 

[注記] 

１．「前年度よりの繰越金」については、平成 31年度に繰越となった人件費を計上した。 

２．運営費交付金は、令和元年度政府予算による運営費交付金予算を計上した。 

３．「受託収入」については、農林水産省及び他省庁分の委託プロジェクト費等を計上した。 

４．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

２ 収支計画 
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令和元年度収支計画 

                                                   （単位：百万円） 

区   分 

企 画 ・

連 携 推

進業務 

資源・ 

環 境 管

理 研 究

業務 

農 産 物

安 定 生

産 研 究

業務 

高 付 加

価 値 化

研 究 業

務 

情 報 収

集 分 析

業務 

計 
法 人 共

通 
合計 

 

費用の部 

   経常費用 

    人件費 

    賞与引当金繰入 

   退職給付費用 

業務経費 

    受託経費 

    一般管理費 

   減価償却費 

   財務費用 

   臨時損失 

 

収益の部 

  運営費交付金収益 

   賞与引当金見返に係る収益 

  退職給付引当金に係る収益 

諸収入 

  受託収入 

  寄附金収益 

   資産見返負債戻入 

   臨時利益 

 

純利益 

前中長期目標期間繰越積立金

取崩額 

総利益 

 

 

484 

468 

191 

14 

0 

216 

26 

0 

20 

0 

17 

 

485 

404 

14 

0 

0 

26 

3 

20 

17 

 

0 

0 

 

0 

 

780 

747 

366 

27 

0 

250 

82 

0 

22 

0 

33 

 

781 

616 

27 

0 

1 

83 

0 

22 

33 

 

1 

0 

 

1 

 

972 

933 

436 

32 

0 

298 

141 

0 

26 

0 

39 

 

974 

731 

32 

0 

1 

144 

1 

26 

39 

 

2 

0 

 

2 

 

722 

694 

317 

24 

0 

298 

36 

0 

19 

0 

28 

 

718 

615 

24 

0 

1 

38 

0 

13 

28 

 

△4 

2 

 

△2 

 

279 

267 

138 

10 

0 

107 

4 

0 

8 

0 

12 

 

280 

245 

10 

0 

0 

4 

0 

8 

12 

 

0 

0 

 

0 

 

3,238 

3,109 

1,448 

108 

0 

1,170 

289 

0 

94 

0 

129 

 

3,238 

2,610 

108 

0 

3 

295 

4 

88 

129 

 

0 

2 

 

2 

 

2,296 

711 

464 

26 

109 

0 

0 

97 

16 

0 

1,584 

 

2,296 

561 

26 

109 

0 

0 

0 

16 

1,584 

 

0 

0 

 

0 

 

5,533 

3,820 

1,912 

134 

109 

1,170 

289 

97 

110 

0 

1,713 

 

5,533 

3,171 

134 

109 

3 

295 

4 

104 

1,713 

 

0 

2 

 

2 

[注記] 

１．収支計画は令和元年度政府予算ベースで作成した。 

２．独立行政法人会計基準の改訂により、平成 31年度から「賞与」及び「退職金」については引当金を導入する。 

３．「臨時損失」及び「臨時利益」には、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、前年度末時点の賞与引当金及び退職給付引当金を計上する際に発生する費用及び収益を計上した。 

４．「受託収入」は、農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した。 

５．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

３ 資金計画 

 

令和元年度資金計画 
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                                                   （単位：百万円） 

区   分 

企 画 ・

連 携 推

進業務 

資源・ 

環 境 管

理 研 究

業務 

農 産 物

安 定 生

産 研 究

業務 

高 付 加

価 値 化

研 究 業

務 

情 報 収

集 分 析

業務 

計 
法 人 共

通 
合計 

 

資金支出 

業務活動による支出 

   投資活動による支出 

財務活動による支出 

   翌年度への繰越金 

 

資金収入 

   業務活動による収入 

    運営費交付金による収入 

     受託収入 

   寄附金収入 

     その他の収入 

   投資活動による収入 

     施設整備費補助金による

収入 

    その他の収入 

   財務活動による収入 

     その他の収入 

   前年度よりの繰越金 

 

 

572 

448 

82 

0 

42 

 

572 

452 

425 

26 

0 

0 

73 

73 

 

0 

0 

0 

47 

 

746 

726 

21 

0 

0 

 

746 

743 

659 

83 

0 

1 

0 

0 

 

0 

0 

0 

3 

 

937 

907 

30 

0 

0 

 

937 

932 

787 

144 

0 

1 

0 

0 

 

0 

0 

0 

5 

 

699 

675 

24 

0 

0 

 

699 

696 

657 

38 

0 

1 

0 

0 

 

0 

0 

0 

3 

 

268 

259 

9 

0 

0 

 

268 

267 

262 

4 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

1 

 

3,222 

3,015 

166 

0 

42 

 

3,222 

3,089 

2,791 

295 

0 

3 

73 

73 

 

0 

0 

0 

60 

 

705 

696 

9 

0 

0 

 

705 

702 

702 

0 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

3 

 

3,927 

3,711 

175 

0 

42 

 

3,927 

3,791 

3,493 

295 

0 

3 

73 

73 

 

0 

0 

0 

63 

[注記] 

１．資金計画は、令和元年度政府予算を基に予定キャッシュフローとして作成した。 

２．「受託収入」は、農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した。 

３．「業務活動による収入」の「その他の収入」は、諸収入額を記載した。 

４．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

４ 自己収入の確保 

 外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等により、自己収入の確保に努める。 

 

５ 保有資産の処分 

現有の施設・設備について自主点検を行い、利用率の低いものについては、その改善の可能性等の検討を行ったうえ、保有の必要性が認められないものについては適切に処分する。 
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主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

【評価の視点】 

○業務達成基準

の導入、セグメン

ト管理の強化に

対応した会計処

理方法はどのよ

うに定められて

いるか。それに従

って運営されて

いるか。 

〈主な定量的指

標〉 

・セグメントごと

の業務達成の目

標に対する予算

配分と執行状況 

〈その他の指標〉 

・セグメントに配

分された予算と

決算に大きな乖

離はないか。大き

く乖離している

場合は、その理由

が明確になって

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 予算 

令和元年度予算及び決算 

（単位：百万円） 

区分 

企画・連携推進 

業務 

資源・環境管理 

研究業務 

農産物安定生産 

研究業務 

高付加価値化 

研究業務 

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

収入 

 前年度よりの繰越 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

諸収入 

 

計 

 

2 

425 

73 

26 

- 

- 

0 

 

527 

 

40 

429 

73 

29 

- 

- 

1 

 

571 

 

3 

659 

- 

83 

- 

- 

1 

 

746 

 

33 

660 

- 

79 

- 

- 

0 

 

772 

 

4 

787 

- 

144 

- 

- 

1 

 

936 

 

42 

788 

- 

168 

41 

- 

0 

 

1,039 

 

3 

657 

- 

38 

- 

- 

1 

 

699 

 

36 

652 

- 

103 

- 

- 

0 

 

790 

支出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

 

計 

 

225 

73 

26 

- 

205 

 

530 

 

229 

73 

31 

- 

213 

 

546 

 

270 

- 

83 

- 

394 

 

746 

 

263 

- 

73 

- 

370 

 

706 

 

325 

- 

144 

- 

468 

 

937 

 

361 

- 

151 

- 

450 

 

962 

 

320 

- 

38 

- 

341 

 

699 

 

318 

- 

105 

- 

338 

 

762 

 

 

区分 

情報収集分析 

業務 
法人共通 合計 

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

収入 

前年度よりの繰越 

 

1 

 

16 

 

3 

 

3 

 

17 

 

171 

評定 Ｂ 

＜評定の根拠＞ 

以下のとおり「研究開発成果の最大

化」に向けて成果の創出が期待できるよ

うに財務内容の改善を着実にすすめて

いることから、評定をＢとした。 

 

・「独立行政法人会計基準」（平成 27 年

1 月 17 日改訂）に従い、5 業務を各々

一定の事業等のまとまりとしてのセグ

メントとし、運営費交付金の会計処理

を業務達成基準とした。なお、管理部門

の管理業務は法人共通セグメントとし

て期間進行基準とした。 

 

 

 

 

・セグメントごとの業務達成の目標に

対する予算配分とその執行がなされ、

業務達成基準（除：法人共通）により財

務情報を開示することとした。 

 

・運営費交付金（収入）における各セグ

メントの予算額と決算額の差額は、当

該年度の第 3 四半期に各セグメントの

人員エフォートの見直しを実施し、変

更人員エフォートに基づき予算を再配

分し適正化したためのものである。 
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２ 収支計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

諸収入 

 

計 

262 

- 

4 

- 

- 

0 

 

268 

263 

- 

7 

- 

- 

0 

 

286 

702 

- 

- 

- 

- 

- 

 

705 

702 

- 

- 

- 

- 

- 

 

705 

3,493 

73 

295 

- 

- 

3 

 

3,881 

3,493 

73 

386 

41 

- 

1 

 

4,164 

支出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

 

計   

 

116 

- 

4 

- 

148 

 

268 

 

110 

- 

7 

- 

140 

 

256 

 

- 

- 

- 

107 

599 

 

705 

 

- 

- 

- 

106 

520 

 

626 

 

1,256 

73 

295 

107 

2,155 

 

3,885 

 

1,281 

73 

368 

106 

2,031 

 

3,859 

[注記] 

1．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

２ 収支計画 

令和元年度収支計画及び決算 

（単位：百万円） 

区分 

企画・連携推進 

業務 

資源・環境管理 

研究業務 

農産物安定生産 

研究業務 

高付加価値化 

研究業務 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

費用の部 

経常費用 

人件費 

賞与引当金繰入 

退職給付費用 

業務経費 

受託経費 

一般管理費 

減価償却費 

雑損 

臨時損失 

 

収益の部 

運営費交付金収益 
 
賞与引当金に係る

484 

468 

191 

14 

- 

216 

26 

- 

20 

- 

17 

 

485 

404 

14 

500 

481 

199 

16 

- 

224 

30 

- 

13 

- 

19 

 

483 

405 

16 

780 

747 

366 

27 

- 

250 

82 

- 

22 

- 

33 

 

781 

616 

27 

701 

674 

347 

28 

- 

245 

32 

- 

22 

0 

27 

 

702 

593 

28 

972 

933 

436 

32 

- 

298 

141 

- 

26 

- 

39 

 

974 

731 

32 

1,008 

975 

421 

34 

- 

328 

165 

- 

27 

0 

33 

 

1,012 

710 

34 

722 

694 

317 

24 

- 

298 

36 

- 

19 

- 

28 

 

718 

615 

24 

702 

677 

317 

26 

- 

291 

24 

- 

20 

- 

25 

 

723 

608 

26 
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見返り収益 
 
退職給付引当金に
係る収益 
 

諸収入 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

純利益 
 
前中長期目標期間繰
越積立金取崩額 
 

総利益 

 

- 

 

0 

26 

- 

3 

20 

17 

 

0 

- 

 

0 

 

- 

 

1 

31 

  - 

2 

12 

15 

 

△17 

0 

 

△17 

 

- 

 

1 

83 

- 

- 

22 

33 

 

1 

- 

 

1 

 

- 

 

1 

32 

- 

- 

21 

27 

 

0 

0 

 

1 

 

- 

 

1 

144 

- 

1 

26 

39 

 

2 

- 

 

2 

 

- 

 

1 

168 

40 

- 

25 

33 

 

4 

0 

 

4 

 

- 

 

1 

38 

- 

- 

13 

28 

 

△4 

2 

 

△2 

 

- 

 

2 

45 

- 

- 

19 

24 

 

21 

0 

 

21 

区分 

情報収集分析 

業務 
法人共通 合計 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

費用の部 

経常費用 

人件費 

賞与引当金繰入 

退職給付費用 

業務経費 

受託経費 

一般管理費 

減価償却費 

雑損 

臨時損失 

 

収益の部 

運営費交付金収益 
 
賞与引当金に係る
見返り収益 
 
退職給付引当金に
係る収益 

諸収入 

受託収入 

279 

267 

138 

10 

- 

107 

4 

- 

8 

- 

12 

 

280 

245 

10 

 

- 

0 

4 

271 

260 

131 

11 

- 

106 

5 

- 

8 

0 

10 

 

273 

237 

11 

 

- 

0 

7 

2,296 

711 

464 

26 

109 

- 

- 

97 

16 

- 

1,584 

 

2,296 

561 

26 

 

109 

- 

- 

2,194 

641 

368 

31 

143 

- 

- 

89 

10 

- 

1,553 

 

2,288 

535 

31 

 

143 

- 

- 

5,533 

3,820 

1,912 

134 

109 

1,170 

289 

97 

110 

- 

1,713 

 

5,533 

3,171 

134 

 

109 

3 

295 

5,376 

3,709 

1,783 

146 

143 

1,194 

256 

89 

100 

0 

1,667 

 

5,481 

3,089 

146 

 

143 

5 

283 
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３ 資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注記] 

１．収支計画は令和元年度政府予算ベースで作成した。 

２．独立行政法人会計基準の改訂により、令和元年度から「賞与」及び「退職金」については引当金

を導入する。 

３．「臨時損失」及び「臨時利益」には、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、前年度末時点の賞与

引当金及び退職給付引当金を計上する際に発生する費用及び収益を計上した。 

４．「受託収入」は、農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した。 

５．「前中長期目標期間繰越積立金取崩額」は、前中長期目標期間に自己収入予算にて取得した固定

資産の減価償却費計上額である。 

６．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

  

３ 資金計画 

令和元年度資金計画及び決算 

（単位：百万円） 

補助金等収入 

寄附金収益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

純利益 
 
前中長期目標期間繰
越積立金取崩額 
 

総利益 

- 

- 

8 

12 

 

0 

- 

 

0 

- 

- 

8 

10 

 

2 

0 

 

2 

- 

- 

16 

1,584 

 

- 

- 

 

- 

- 

- 

26 

1,553 

 

95 

0 

 

95 

- 

4 

104 

1,713 

 

0 

2 

 

2 

40 

2 

111 

1,662 

 

105 

2 

 

106 

区分 

企画・連携推進 

業務 

資源・環境管理 

研究業務 

農産物安定生産

研究業務 

高付加価値化 

研究業務 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 
 
運営費交付金によ
る収入 
 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

572 

448 

82 

- 

42 

 

572 

452 

425 

 

26 

- 

- 

0 

514 

373 

46 

- 

95 

 

581 

473 

429 

 

43 

- 

- 

1 

746 

726 

21 

- 

- 

 

746 

743 

659 

 

83 

- 

- 

1 

849 

649 

34 

- 

166 

 

861 

706 

660 

 

44 

- 

- 

2 

937 

907 

30 

- 

- 

 

937 

932 

787 

 

144 

- 

- 

1 

1,103 

861 

41 

- 

201 

 

1,246 

1,061 

788 

 

230 

41 

- 

2 

699 

675 

24 

- 

- 

 

699 

696 

657 

 

38 

- 

- 

1 

775 

593 

31 

- 

151 

 

849 

715 

652 

 

61 

- 

- 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



56 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注記] 

1．計画額は､予算ベースで作成した｡ 

2．計画額の｢受託収入｣は､農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した｡ 

3．計画額の｢業務活動による収入｣の｢その他の収入｣は､諸収入額を記載した｡ 

投資活動による収入 
 
施設整備費補助金
による収入 
 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度よりの繰越金 

73 

73 

 

- 

- 

- 

47 

27 

26 

 

1 

- 

- 

81 

- 

- 

 

- 

- 

- 

3 

1 

- 

 

1 

- 

- 

154 

- 

- 

 

- 

- 

- 

5 

1 

- 

 

1 

- 

- 

183 

- 

- 

 

- 

- 

- 

3 

1 

- 

 

1 

- 

- 

133 

区分 

情報収集分析 

業務 
法人共通 合計 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 
 
運営費交付金によ
る収入 
 

受託収入 

    補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 
 
施設整備費補助金
による収入 
 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度よりの繰越金 

268 

259 

9 

- 

- 

 

268 

267 

262 

 

4 

- 

- 

0 

- 

- 

 

- 

- 

- 

1 

322 

246 

13 

- 

63 

 

331 

273 

263 

 

9 

- 

- 

1 

0 

- 

 

0 

- 

- 

57 

705 

669 

9 

- 

- 

 

705 

702 

702 

 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

3 

1,204 

944 

- 

- 

260 

 

899 

702 

702 

 

- 

- 

- 

- 

2 

- 

 

2 

- 

- 

196 

3,927 

3,711 

175 

- 

42 

 

3,927 

3,791 

3,493 

 

295 

- 

- 

3 

73 

73 

 

- 

- 

- 

63 

4,767 

3,666 

165 

- 

937 

 

4,767 

3,930 

3,493 

 

388 

41 

- 

8 

33 

26 

 

7 

- 

- 

804 
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【評価の視点】 

○受託研究等の

外部研究資金の

獲得、受益者負担

の適正化、法人に

おける知的財産

権等の実施料収

入の拡大等、自己

収入確保に向け

て積極的な取組

が行われている

か。 

〈主な定量的指

標〉 

・外部研究資金の

実績、特許権等の

実施許諾等収入

実績、施設利用等

の自己収入の実

績 

 

【評価の視点】 

○保有資産の必

要性について点

検を行っている

か。自己点検の結

果、必要性や利用

率の低い施設に

ついて、積極的な

処分が行われて

いるか。 

〈主な定量的指

標〉 

・不要の保有資産

の処分実績 

 

 

 

４ 自己収入の確保 

 外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特

許実施料の拡大等により、自己収入の確保に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 保有資産の処分 

現有の施設・設備について自主点検を行い、利

用率の低いものについては、その改善の可能性等

の検討を行ったうえ、保有の必要性が認められな

いものについては適切に処分する。 

4．「翌年度への繰越金」は、令和元年度期末の「現金及び預金」の額である。 

5．「前年度よりの繰越金」は、平成 30年度期末の「現金及び預金」の額である。 

6．決算額の｢補助金等収入｣は､海外農業農村開発促進調査等事業を計上した｡ 

7．百万円未満を四捨五入してあるので､合計とは端数において合致しないものがある。 

 

４ 自己収入の確保 

 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）で、国際農研研究員を研究代

表者とする 4 つの課題「肥沃度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフ

リカ稲作における養分利用効率の飛躍的向上」、「ブルキナファソ産リン鉱石を用いた施肥

栽培促進モデルの構築」、「オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指したオイルパ

ーム古木への高付加価値化技術の開発」及び「高栄養価作物キヌアのレジリエンス強化生産

技術の開発と普及」を実施した。令和元年度における外部資金収入は、政府受託収入や研究

費助成事業収入等 86 件による 470 百万円であった。平成 29 年度に共同研究規程を改正し、

共同研究者から研究資金の提供を可能としたところ、令和元年度は 5件計約 20 百万円の研

究資金の提供を民間企業から得た。また、特許実施料 11 千円及び育成者権利用料 340 千円

を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 保有資産の処分 

施設等整備運営委員会（委員長：企画連携部長、委員：各領域等）において、施設・設

備の効率的な利用と省エネルギーを図る観点から、研究現場からのフリ－ザ－の更新・新

規購入に際しては、複数台ある場合の集約化の検討及びエネルギー効率が高くより省エネ

ルギーに資する機種を選定するよう促した。 

研究の効率化を図る上で不用となった機器等及び必要性に乏しい物品等について、居室

及び実験室等のスペースを確保した職場環境整備の観点からも、転用調査等を実施した上

で積極的に処分を行った。また、引き続き各室の整理、見直し等を行うことにより、国際

農研全体としての有効活用が推進出来るよう周知、指導した。 

 

 

 

 

○自己収入確保に向けて積極的な取組

を行い、令和元年度の外部資金収入は 3

年連続の増となり、前年に比べ約 17%増

加した。この他、共同研究者からの研究

資金の提供が昨年度（3 件、17 百万円）

に比べ拡大し、企業から 5 件計約 20 百

万円の資金提供を得た等自己収入確保

へ向けた取組が大きく前進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○フリーザー更新・新規時の集約化検討

等を促し、不用となった機器等につい

ては、転用調査等を実施した上で積極

的に処分を行った。 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

一般管理費、業務経費の抑制にあって

は、中長期目標どおり削減を達成した

が、施設等の維持管理に支障を生じさせ

ないためにも、外部資金収入等を含め自

己収入の更なる確保に努める必要があ

る。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―１ ガバナンスの強化 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

該当なし        

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

（１）内部統制システムの構築 

JIRCAS の役割を効果的・効率的に果たすため、「独立行政法人の業務の適正を確保するための

体制等の整備について」（平成 26 年 11 月 28 日付け総管査第 322 号総務省行政管理局長通知）に

基づき内部統制の仕組みを高度化し運用する。 

その際、理事長のリーダーシップの下、各役員の担当業務、権限及び責任を明確にし、迅速か

つ的確な意思決定を行う。また、各業務について、役員から現場職員までの指揮命令系統を明確

化する。 

特に、研究活動における不適正行為に関しては、第３期中期目標期間内に生じた不適正な経理

処理事案等の事態を重く受け止め、物品の適正な調達、海外での研究活動に起因する事象を含め

たその他のリスクの把握と管理等の対策を徹底し、不適正事案の根絶に向け、内部統制の仕組み

を強化する。 

 

（２）コンプライアンスの推進 

JIRCAS に対する国民の信頼を確保する観点から法令遵守を徹底し、法令遵守や倫理保持に対

する役職員の意識向上を図る。 

研究活動における不適正行為については、政府が示したガイドライン等を踏まえ対策を推進す

る。 

 

（３）情報公開の推進 

公正な法人運営を実現し、法人に対する国民の信頼を確保する観点から、独立行政法人等の保

有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）等に基づき、適切に情報公開を行

う。 

 

（４）情報セキュリティ対策の強化 

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ・ポリシー

中長期計画 

（１）内部統制システムの構築 

ア 理事長のリーダーシップの下、役職員の担当業務、権限及び責任を明確にする。また、役員会及

び運営会議等において、迅速かつ的確な意思決定の補佐及び意思伝達を行う。 

イ 指揮命令系統を明確化し、JIRCAS の方針や決定事項について速やかに所内に周知・実施する体制

を整える。 

ウ 研究活動における不適正行為を防止するため、海外での研究活動に起因する事象を含め、JIRCAS

の業務遂行の障害となる要因（リスク）を識別、分析、評価し、適切な対応を実施するため、リスク

管理体制を整備し、リスクの発生防止及び発生したリスクへの適切な対応に努める。 

 

（２）コンプライアンスの推進 

ア JIRCAS に対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守や倫理保持に対する役職員の意識向上

を図るため、研修や教育訓練等を実施する。 

イ 政府が示したガイドライン等を踏まえ、研究活動における不適正行為を防止するための職員教育

や体制の整備を進める。 

 

（３）情報公開の推進等 

公正な法人運営を実現し、法人に対する国民の信頼を確保する観点から、独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）等に基づき、情報公開を積極的に推進し、情報

開示請求に対しては適切に対応する。 

 

（４）情報セキュリティ対策の強化 

ア 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ・ポリシーを

適切に見直し、サイバーセキュリティの強化に取り組む。 

イ 情報セキュリティ対策の実施状況を評価し、情報セキュリティ対策の改善に反映する。 

ウ 保有する個人情報や技術情報を適切に管理する。 
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を適時適切に見直すとともに、これに基づき情報セキュリティ対策を講じ、情報システムに対す

るサイバー攻撃への防御力、攻撃に対する組織的対応能力の強化に取り組む。また、対策の実施

状況を毎年度把握し、PDCA サイクルにより情報セキュリティ対策の改善を図る。 

また、保有する個人情報や技術情報の管理を適切に行う。 

 

（５）環境対策・安全管理の推進 

化学物質、生物材料等の適正管理などにより研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行う

とともに、エネルギーの有効利用やリサイクルの促進に積極的に取り組む。 

安全衛生面に関わる事故等を未然に防止するための管理体制を構築するとともに、災害等によ

る緊急時の対策を整備する。 

 

（５）環境対策・安全管理の推進 

ア 薬品管理システム等を活用し、化学物質等の適正管理の徹底を図る。 

イ 生物材料等の適正入手・適正管理に関する教育訓練等を通じて、職員の管理意識の向上を図ると

ともに、法規制のある生物材料については適正管理を徹底する。 

ウ 法人内で使用するエネルギーの削減を図る。また、廃棄物等の適正な取扱いを職員に確実に周知

し、法人全体でリサイクルの促進に取り組む。 

エ 職員の安全衛生意識の向上に向けた教育・訓練、職場巡視などモニタリング活動を実施し、作業

環境管理の徹底を図る。また、ヒヤリハット事例等を活用した事故等の未然防止活動に取り組む。 

オ 職員の防災意識の向上を図るとともに、必要な設備の設置、管理を行う。また、災害等緊急時の

対応体制を整備する。 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定の根拠＞ 

理事長の強力なリーダーシップの

下、役員会等による迅速な意思決定が

できる内部統制の仕組みが構築されて

確実に機能している。全ての職員等に

対するコンプライアンス一斉研修を実

施した。全職員を対象とした所内セキ

ュリティセミナーの開催により重大な

インシデントは発生しなかった。化学

薬品、無人航空機（UAV）、遺伝子組換え

実験等に関する安全対策、省エネ等環

境負荷の軽減等を重点的に推進した。

特に令和元年度は、マネジメント監査

及び遺伝子組換え実験緊急時対応訓練

を実施し、情報セキュリティと組換え

実験に関する安全管理を強化した。例

年に比べ労働災害が増加したことを重

く受け止め再発防止策の徹底を図っ

た。海外出張職員に対する継続的な安

全対策に加え、緊急時対策委員会によ

る急速な治安情勢の悪化への対応を行

った結果、海外における重大な事故等

は発生していない。こうした取組を通

じ、中長期計画における所期の目標を

達成していると認められることから、
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【評価の視点】 

・理事長のリーダ

ーシップの下、

役員による迅速

な意思決定がで

きる内部統制の

仕組みがどのよ

うに構築され、

運用されている

か。それにより

業務がどれだけ

円滑に行われて

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）内部統制システムの構築 

ア 理事長のリーダーシップの下、役職員の担当

業務、権限及び責任を明確にする。また、役員会

及び運営会議等において、迅速かつ的確な意思決

定を行うとともに、役職員間の円滑な意思伝達を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 指揮命令系統を明確化し、JIRCAS の方針や

決定事項について速やかに所内に周知・実施す

る。 

 

 

 

ウ 研究活動における不適正行為を防止するた

め、海外での研究活動に起因する事象を含め、

JIRCAS の業務遂行の障害となる要因（リスク）

を識別、分析、評価し、適切な対応を実施する。

これまでに整備したリスク管理体制のもと、リス

クの発生防止及び発生したリスクへ適切に対応

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）内部統制システムの構築 

ア．「国立研究開発法人国際農林水産業研究センターの組織に関する規程」等により役職員

の担当業務、権限及び責任を明確化している。役員会を原則毎週開催し迅速に意思決定す

るとともに、月 2 回運営会議を開催し、役員会における決定事項の周知と要検討事項の

協議を行った。内部統制委員会（委員長は理事長）を 5 回開催して内部統制の推進に関す

る事項への対応等の指示を行った。また、内部統制システムの一環としての内部統制に関

する報告会（各部門の長である内部統制推進責任者から内部統制担当役員である理事に

対して、あらかじめ職員等の意見を聴取した上で、組織及び所掌する業務における内部統

制の整備・運用状況、内部統制の不備等に関して講じた措置及び日常的なモニタリングに

よって明らかになった事項を報告。平成 28 年度より開始。）を 10 月に開催した。同報告

会で報告され、内部統制委員会が引き続き検討と対応を必要とした案件については、担当

部署を決定し、所要の対応を着実に行った。 

内部統制等の諸課題について、原則毎月 1回理事長、理事と監事の面談が実施された。 

 

イ．業務運営に関する指揮命令系統（役員－組織の長－職員）、研究業務に関する指揮命令

系統（プログラムディレクター－プロジェクトリーダー－研究職員）をそれぞれ確立し、

国際農研の方針や決定事項について速やかな所内通知を図っている。また、運営会議資

料や各種調査、届出書類の提出依頼等は重要性、緊急性の程度に応じ、担当部署から職

員への一斉電子メールやグループウェアの掲示板での連絡を行っている。 

 

ウ．内部統制とリスク管理強化のため平成 28 年 4 月に設置したリスク管理室を事務局とし

て、リスク管理委員会（5 回開催）での検討により、業務遂行の障害となる要因（リス

ク）を識別、分析、評価し、適切な対応を実施した。リスク管理責任者（各組織の長及

びプログラムディレクター）によるリスク因子の洗い出しを行った後、洗い出されたリ

スク因子のうち、優先的に検討すべき因子をリスク管理委員会で選定し、リスク低減措

置案の検討を行った。リスク低減措置案については、担当部署でさらに検討を進めつつ

対策を実施して、その進捗状況を定期的にリスク管理委員会でモニタリングしてきた。 

学術研究の健全な発展に配慮しつつ安全保障の観点に立った貿易管理を適切に実施す

るため、外国為替及び外国貿易法等の上位法令に基づき、国際農研内の体制・役割、手続

きの明確化等を定めた安全保障輸出管理規程を策定した。 

研究活動における不適正行為を防止するため、国立研究開発法人や大学法人で近年多く

利用されている論文剽窃チェックツール（iThenticate）について、国際農研でも論文剽

窃チェックツールの使用を試行した。 

特に新型コロナウイルス感染症については、令和 2 年 1 月からリスク管理室を事務局

とする新型コロナウイルス対策会議を 10 回開催し、業務継続計画の検討、外国出張への

対応、在宅勤務（みなし勤務）及び特別休暇の検討、新着情報の所内通知等を行った。 

監査室においては、法人文書の管理状況、不適正な経理処理事案に係る再発防止策等の

実施状況、物品管理、公的研究費、内部統制のうち事業活動に係る遵守状況、情報セキュ

評定をＢとした。 

 

 

・役員会（毎週開催）による迅速な意思

決定、運営会議（月２回開催）による役

員会決定事項の周知、検討事項の協議

を行う仕組みを構築し確実に運用して

いる。 

内部統制に関する所内報告会を開催

し、報告された案件へ対処を進めてい

る。 

平成 28年度に整備したリスクの管理

体制により、リスク因子の選定と低減

措置案の検討と対応を行った。 
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〈その他の指標〉 

・内部統制システ

ムの構築と取組

状況 

 

【評価の視点】 

・法人におけるコ

ンプライアンス

徹底のための取

組、研究上の不

適正行為を防止

するための事前

の取組がどのよ

うに行われてい

るか。コンプラ

イアンス上の問

題が生じていな

いか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈その他の指標〉 

・法令遵守や倫理

保持に向けた取

組実績（職員研

修等の開催件数

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）コンプライアンスの推進 

ア JIRCAS に対する国民の信頼を確保する観点

から、コンプライアンス一斉研修やコンプライア

ンスルールブックを活用し、法令遵守や倫理保持

に対する役職員の意識向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 政府が示したガイドライン等を踏まえ、研究

活動における不適正行為を防止するために必要

な体制を整備するとともに、コンプライアンス一

斉研修や eラーニング等による職員教育を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リティの取り組み状況、ミャンマー、タイ、マダガスカルにおける現金等の保管状況及び

資産・物品の管理状況等の内部監査を行い、適切に処理されていることを確認した。また、

監事と会計監査人による内部統制システムの監査が行われ、内部統制が有効に機能してい

ることの評価が行われた。 

 

〈その他の指標〉 

・内部統制システムの構築と取組状況 

 上記（１）を参照。 

 

 

（２）コンプライアンスの推進 

ア．法令遵守や倫理保持に対する役職員の意識向上を図るため、内部講師によるコンプライ

アンス一斉研修を平成 31 年 4 月に実施し 341 名が受講した。コンプライアンス一斉研修

では、国際農研に所属する全ての職員等に対して「就業規則、コンプライアンスの基本

等、労働安全衛生、健康管理」、「遺伝子組換え生物などの使用等に係る安全規則」、「研究

費の使用」等に加えて、「物品の適正管理」を、さらに研究職員等に対して、「化学薬品等

の管理」等研究業務に関連した内容について研修を実施した。また、英語による研修も実

施した。なお、年度途中の採用者・異動者等 20 名には、上記研修を録画したビデオでの

研修を実施した。平成 29 年 2 月に作成した「コンプライアンスルールブック」を見直し、

内容を更新した。 

また、国立研究開発法人協議会コンプライアンス専門部会が提唱したコンプライアンス

推進週間（12 月 2～6 日）には統一ポスターを掲示し、国際農研独自の取組として、コン

プライアンス推進ツール（JIRCAS 概要、コンプライアンスルールブック等）の電子デー

タ保管場所を周知し、活用を促した。 

 

イ．リスク管理委員会において、研究費の不正防止計画に基づきコンプライアンス推進責任

者による不正防止への取組、取引業者への経理適正化の取り組みへ協力を要請した。コン

プライアンス一斉研修において、「研究費の不正使用、研究における不正行為の防止及び

研究成果の管理」の講義を研究者等向けに行うとともに、ｅラーニングプログラムによる

研究倫理教育（研究不正行為防止、研究費不正使用防止）（日本語、英語）を、研究職員

等 145 名を対象に実施した。農林水産省の研究不正ガイドラインに基づいて平成 29 年 3

月に策定した「研究データの保存と開示に関するガイドライン」を適正に運用している。 

 

〈その他の指標〉 

・法令遵守や倫理保持に向けた取組実績（職員研修等の開催件数等） 

上記（２）を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コンプライアンス一斉研修を実施す

るとともに、平成 28年度に作成した「コ

ンプライアンスルールブック」の内容

を更新した。研究倫理教育を、研究職員

等を対象に実施した。こうした取組の

結果、研究上の不適正行為は発生しな

かった。 
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【評価の視点】 

・法人運営につい

ての情報公開の

充実に向けた取

組や情報開示請

求へどのような

対応が行われて

いるか。 

 

〈その他の指標〉 

・情報公開対応状

況 

 

【評価の視点】 

・政府機関の情報

セキュリティ対

策のための統一

的な基準群を踏

まえた事前の情

報セキュリティ

対策がどのよう

になされている

か。情報セキュ

リティ・インシ

デントは生じて

いないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報公開の推進等 

公正な法人運営を実現し、法人に対する国民の

信頼を確保する観点から、 法定情報の速やかな

公開に努める。さらに、独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 141

号）等に基づき、情報公開を推進するとともに、

情報開示請求に対しては適切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

（４）情報セキュリティ対策の強化 

ア 政府機関等の情報セキュリティ対策のため

の統一基準群（平成 30 年度版）を踏まえ、情報セ

キュリティポリシーを見直すとともに、これに基

づき情報セキュリティ対策を講じる。また、サイ

バーセキュリティ基本法に基づき、３年に１度

（平成 29 年度～）監査対象となる内閣サイバー

セキュリティセンター（NISC）主導の独立行政法

人を対象としたセキュリティマネジメント監査

を実施し、セキュリティ対策の効果的な強化を推

進する。さらに、全役職員の情報セキュリティに

関する意識の向上を図るため、所内セキュリティ

セミナーの内容の充実を図る。 

 

イ 情報セキュリティ監査を定期的に実施し、改

善等の指摘があった場合には速やかに改善策を

講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 保有する個人情報や技術情報を適切に管理

する。 

（３）情報公開の推進等 

財務情報をはじめとする法定情報についてはウェブサイト上で公開を行うなど情報の

積極的な公開に努めるとともに、総務省主催の「独法等情報公開・個人情報保護連絡会議」

に担当者を参加させ、情報公開の円滑な対応等に関する情報を入手し、法人文書の適切な

管理、情報公開窓口における資料の整備等を行い、情報開示請求に対する適正かつ迅速な

対応に努めている。なお、令和元年度においては、情報開示請求はなかった。 

また、情報公開法の適切かつ円滑な運用に不可欠である法人文書の管理状況の点検を実

施し、法人文書ファイル管理簿の更新を行った。 

 

〈その他の指標〉 

・情報公開対応状況 

 上記（３）を参照。 

 

（４）情報セキュリティ対策の強化 

ア．国際農研情報セキュリティポリシー関連規程の周知と、インシデント発生（認知）時の

連絡方法等所内手続きの徹底、想定される身近なリスクを周知し、管理者やユーザの認識

不足・人的ミスを減らし、ネットワークをより安全かつ効率的に利用するため、全職員を

対象とした所内セキュリティセミナーを 11 回開催し、364 名が受講した。 

また、海外拠点等における設置端末の状況調査を平成 30 年度より開始し、今年度も実

施した。 

このほか、不審なサイトへの誘導や巧妙化を続ける標的型メールなどによるウイルス対

策ソフトの検知等の事案はあったが、その都度適切な対応と注意喚起を重ね、令和元年度

も情報セキュリティ・インシデントは生じていない。 

 

 

 

 

イ．所内セキュリティセミナーにおいて自己点検を促すとともに、点検内容に改善が必要と

判断した者については指導・指示した。また、インシデントにつながる可能性がある事案

を発見（認知）した場合には、ユーザや責任者等により経緯や再発防止策をまとめること

で、所内ルールの一層の徹底を図った。 

また、令和元年 9月には、内閣官房内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）からの

要請によるマネジメント監査があり、グッドポイント、指摘事項等の助言を受けた。指摘

事項については法人としての優先度を判断の上、可能なものから実施していく予定であ

る。 

なお、政府統一基準群の平成 30 年度改訂を受け、情報セキュリティポリシー関連規程

の改定を行った。 

 

ウ．保有する個人情報については、適切な管理のために点検を行うほか、「独立行政法人等

の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針」を遵守し、個人情報（マイ

 

・財務情報をはじめとする法定情報を

ウェブサイト上で公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・全職員を対象とした所内セキュリテ

ィセミナーの開催等、情報セキュリテ

ィ対策に取り組んだ結果、情報セキュ

リティ・インシデントは生じていな

い。NISC からの要請により、マネジメ

ント監査を受け、指摘事項等について

は改善が可能なものから実施する予

定としている。また、規程に基づき個

人情報や技術情報の適切な管理を行

っている。 
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〈その他の指標〉 

・情報セキュリテ

ィ取組状況 

 

【評価の視点】 

・化学物質、生物

材料等を適正に

管理するシステ

ムが構築・運用

されているか。

化学物質等の管

理に関する問題

が生じていない

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）環境対策・安全管理の推進 

ア 薬品等の管理に関する安全教育、職場巡視及

び定期的な点検を行い、化学物質等を適正に管理

する。化学薬品管理システムを更新する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 生物材料等の入手と管理に関する教育訓練

を行うとともに、法規制のある生物材料について

適正に管理する。 

 

 

 

 

ナンバー）の取扱いも含めた保有個人情報の適切な管理と漏えいの防止に努めた。また、

「独法等情報公開・個人情報保護連絡会議」に担当者を参加させ、個人情報保護に関する

情報を入手するとともに、資質の向上を図った。  

保有する技術情報については、研究成果等管理規程で研究成果を他に提供する場合の手

続きや秘密の保持について定めており、技術情報の適切な管理を行っている。 

 

〈その他の指標〉 

・情報セキュリティ取組状況 

 上記（４）を参照。 

 

（５）環境対策・安全管理の推進 

ア．薬品の管理に関する安全教育、職場巡視及び定期的な点検を行い、化学物質等を適正に

管理した。 

化学薬品等を取扱う職員 163 名に対して薬品の管理に関する研修をコンプライアンス

一斉研修の一環として開催し、化学薬品等管理規程等の遵守及び薬品管理システムの適切

な運用等、所内の管理体制や取扱いの留意事項等を周知し、適正管理に関する意識向上に

努めた。 

月一度の安全衛生委員会による職場巡視により実験室等の作業安全性を確認し、年末か

ら年度末にかけて化学薬品等管理責任者による毒物及び劇物の年一度の定期点検を行い、

適正に管理されていることを確認した。 

平成 28 年 6 月から義務づけられた化学物質のリスクアセスメントを令和元年度も継続

して実施した。薬品管理システムを利用して、試薬等の受入、使用、移動、廃棄等を管理

した。有害液状廃棄物等は、民間業者に委託し適正に処理した。 

平成 25 年度から運用していた化学薬品管理システムについて、ソフトとハードのサポ

ート期間の終了に伴い、平成 30 年度に検討した結果に基づき、令和元年度にサーバ等の

機器やソフトを更新した化学薬品管理システムを構築した。 

無人航空機等（UAV 等）の適正な管理及び安全確保のため平成 28 年度に制定した管理

運航規程に定める安全飛行管理委員会で 14 件の飛行計画書を審議し、安全教育訓練の講

習会を 2回開催し 3名が受講した。 

平成 30 年 9 月に実施された、つくば市役所担当部署による水質汚濁防止法に基づく立

入検査の結果、屋上設置型スクラバーの改善指示に関して、令和元年度予算により別形式

の処理装置へ変更した。 

 

イ．遺伝子組換え生物等及び輸入禁止品等の生物材料等の入手と管理に関する教育訓練を

行うとともに、これらの規制のある生物材料について適正に管理した。 

遺伝子組換え生物等の管理については、遺伝子組換え実験安全委員会に外部委員を 1 

名委嘱し、研究者から提出された実験計画書の審査を行っている。令和元年度は、11 件の

機関届出実験（継続 11 件）、11 件の機関承認実験（継続 11 件）を実施している。遺伝子

組換え生物等の受入れ及び譲渡について、手続きを適正に行った。 

遺伝子組換え生物等の使用等に係る安全規則に基づき、遺伝子組換え実験講習会を計 6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・化学薬品等を取扱う職員に対して安

全講習会を開催し、有害液状廃棄物等

は、民間業者に委託し適正に処理し

た。サーバ等の機器やソフトを更新し

た化学薬品管理システムを構築した。

化学物質等の管理に関する問題は生

じていない。 

無人航空機等（UAV 等）の適正な利

用と管理のための規程に基づいて、飛

行計画の審査や教育訓練を実施した。 

 

・水質汚濁防止法に基づく立入検査に

おけるつくば市役所による改善の指

示に対応し、装置の変更を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・遺伝子組換え実験安全委員会で、実験

計画書の審査を行うとともに、遺伝子

組換え実験講習会を開催した。遺伝子

組換え実験緊急時対応訓練を実施し、

演習後、明らかとなった問題点に対応

するため、マニュアルの改善を行っ

た。 
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〈その他の指標〉 

・研究資材等の適

正な管理のため

の取組状況（不

用となった化学

物質の生物材料

等の処分の実績

を含む。） 

 

【評価の視点】 

・資源・エネルギ

ー利用の節約、

リサイクルの徹

底など環境負荷

軽減のための取

組等の内容を明

確化し実施して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 法人内で使用するエネルギーの削減を図る。

また、廃棄物等の適正な取扱を職員に確実に周知

し、リサイクルの促進に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回開催し、72 名の実験従事者に対して、関係法令等の説明、遺伝子組換え生物等の適正な

使用等に係る知識及び技術、事故発生時の措置等について教育した。また、実験従事者以

外に対しても講習会を 10 回開催し、遺伝子組換え実験以外の実験に従事する者 2 名、保

守作業や工事実施のために実験室に立ち入る外部者 21 名に法令等の説明と留意事項を教

育した。また、実験責任者の退職や異動による研究材料の適切な処分（廃棄、委譲保存）

を実施した。 

遺伝子組換え生物等の拡散防止措置と実験施設に係る定期点検を各実験責任者が実施

し、安全主任者による確認を経て農林水産技術会議事務局へ報告した。 

「遺伝子組換え生物の使用等における緊急時対応マニュアル」に基づき、関係部署の役

割分担や情報共有、連携等における問題点を洗い出すことを目的とする緊急時対応訓練を

令和元年 11 月 22 日に実施し、明らかとなった問題点に対応するためマニュアルの改善

を行った。 

輸入禁止品について、植物防疫所及び動物検疫所と適切に連絡調整を図りつつ輸入許可

申請及び輸入手続きを実施した。許可条件を遵守して輸入禁止品を取扱い、管理責任者に

よる使用・廃棄記録簿の作成、農林水産省植物防疫担当官による定期的な立入調査等によ

り適正な管理を行った。 

 

〈その他の指標〉 

・研究資材等の適正な管理のための取組状況（不用となった化学物質の生物材料等の処分

の実績を含む。） 

 上記（５）ア、イを参照。 

 

 

 

 

 

ウ．光熱水料について、使用量などを建物毎に過去と現在で比較した表を所内電子掲示板等

に掲載し随時職員へ節約の周知徹底を図った。また、「夏季の省エネルギーの取組につい

て（令和元年 6月 11 日省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議決定）」及び「冬

季の省エネルギーの取組について（令和元年 10 月 9 日省エネルギー・省資源対策推進会

議省庁連絡会議決定）」に基づき、夏季及び冬季における節電対策をそれぞれ策定し、所

内会議及び電子掲示板等により職員への周知を行うとともに、施設等整備運営委員会等に

おいては、フリーザー等消費電力量が大きい機器について、省エネ機種へ更新及び集約化、

照明設備の LED 化を計画的に検討・実施して一層の節電対策に努めた。以上により節電対

策に努めたところであるが、令和元年度の電力使用量は、昨年度（平成 30 年度）比でつ

くば本所は 100.9％となり 0.9％僅かに増加、熱帯・島嶼研究拠点は 104.3％と 4.3％増加

した。国際農研全体では 2.1％の増加となった。増加要因の主なものは、①実験計画の増

加に伴う設備の稼働増加（つくば：海外実験棟、海外生物工学実験棟）、②水田圃場の土

壌入替による圃場水量増に伴うポンプアップ電力の増加（拠点）、その他複数の要因が重

なったことによるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・夏季及び冬季における節電対策を策

定し、職員に周知した。節電対策に努

めたところであるが、令和元年度の電

力使用量は、昨年度（平成 30 年度）

比でつくば本所は 100.9％となり

0.9％僅かに増加、熱帯・島嶼研究拠点

は 104.3％と 4.3％増加し、国際農研

全体では 2.1％の増加となった。増加

要因を分析し、より一層の節電対策に

取り組むこととした。 
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〈その他の指標〉 

・環境負荷低減の

ための取組状況 

 

【評価の視点】 

・職場安全対策及

び安全衛生に関

する管理体制が

適切に構築・運

用さ れて い る

か。災害等にお

ける緊急時の対

策が整備されて

いるか。重大な

事故が生じてい

ないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 職員の安全衛生意識の向上に向けた教育・訓

練、職場巡視などモニタリング活動を実施し、作

業環境管理の徹底を図る。また、ヒヤリハット事

例等を活用した事故等の未然防止活動に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス排出抑制実施計画推進本部において、温室効果ガス排出抑制実施計画を平

成 28 年度に改正し、排出される温室効果ガス排出量を平成 16 年度比で令和 2年度までの

期間に 10％以上削減することが決定された。計画に添った使用エネルギーの節減に努め

特に夏季・冬季の空調開始時には、職員が出来る具体的な取組を示して周知することで光

熱水料の節約に努めた。また、古紙やペットボトル等の分別回収の徹底を図った。 

 

〈その他の指標〉 

・環境負荷低減のための取組状況 

 上記（５）ウを参照。 

 

エ．作業環境管理と事故等の未然防止については安全衛生委員会を中心に取り組んでいる。

令和元年度の労働災害は 7件(圃場関連作業 2件、実験室内作業 2 件、移動中転倒 3件)発

生した。例年に比べ件数が著しく増加したことから、重大事象と受け止め同委員会におい

て発生事案を基に発生原因の分析や再発防止策の検討を行い、手順書の確認や過去の災害

発生原因分析の活用を呼びかけるなど、再発防止に向けた対策の徹底を図るとともに、運

営会議において継続的に、職員への注意喚起を行った。ヒヤリハット活動や遠心機等の自

主検査を継続実施するとともに、本所においては、産業医・安全衛生委員会委員による職

場巡視及び安全衛生管理補助者による職場巡視を毎月、理事長による職場巡視を年 1 回

（本所 10 月）実施、拠点においては、四半期毎に職場使用者による職場点検、拠点所長

による週１回の職場巡会を行い、職場環境の点検や安全確保上必要な改善事項等について

指導を行い、その対応状況を検証した。また、国際農研の過去の職場巡視指摘事項を含め

た「職場の点検表」や他機関の労働災害に関する災害事例をグループウェアへ掲示して職

員に周知したほか、年度途中の新規採用者に対する雇入れ時安全衛生教育について従来の

コンプライアンス一斉研修の DVD 視聴による教育に加え、安全衛生委員会委員長から対面

による教育を実施して職員の災害防止に関する安全意識向上の強化を図った。 

全国安全週間（7 月）、全国労働衛生週間（10 月）の取組として、労働安全衛生セミナ

ー（7月及び 10 月）、救命講習会（7月）、交通安全講習会（12 月）を開催し、健康保持増

進、事故防止等の意識向上に努めた。 

また、「心の健康づくり計画」に基づき健康増進に努めるとともに、ストレスチェック

を実施し、ストレス程度の把握、ストレスへの気付きの促しを通じ、職場環境の改善につ

なげるなど、働きやすい職場づくりを進めている。 

主たる研究の場が開発途上地域である国際農研は、令和元年度は延べ 448 名の職員を海

外へ出張させており、海外における安全対策に特に注力している。 

 

①継続的な安全対策 

出張者の安全確保に係る緊急時対策を円滑に行うため、緊急時対策委員会を所内にお

き、海外における政情不安等に対応した判断を行っている。令和元年度はブルキナファソ、

エチオピア、ボリビア、インド及びケニアにおける治安悪化に対処するため本委員会を 6

回開催し、渡航措置を決定した。 

また、暴動、テロ、自然災害等リスク発生時の被害を最小限にするため、外務省発表情

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事故防止活動、ストレスチェックを含

めた安全衛生活動を行った。また、「防

災業務計画」と「非常時における業務

継続計画」が策定されている。労働災

害が 7件発生し、例年に比べ労働災害

が増加したことを重く受け止め、運営

会議で報告し情報共有を図るととも

に、手順書の確認や過去の災害発生原

因分析の活用を呼びかけるなど、再発

防止に向けた対策の徹底を図った。 

海外出張職員に対する安全情報提

供等の継続的な安全対策に加え、緊急

時対策委員会による急速な治安情勢

の悪化への対応を行った結果、海外に

おける重大な事故等は発生していな

い。また、緊急移送サービス等の契約

により、職員が安心して海外の業務に

取り組む体制を構築している。 

  緊急時における役職員の安否確認

について、民間企業が提供するサービ

スを活用した安否確認システムを導

入した。 
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〈その他の指標〉 

・事故・災害を未

然に防止するた

めの安全確保体

制の整備状況及

び安全対策の状

況 

・環境対策や安全

管理の職員の研

修の開催実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 「非常時における業務継続計画に基づく業務

継続力向上のためのマニュアル」を活用し、必要

な対策を施すとともに、職員の防災意識の向上を

図る。また、外部委託による安否確認システムを

導入し、JIRCAS 役職員等の安全確保等に関して万

全な体制を整える。 

 

報その他多方面からの情報を日常的に収集し、出張者に対して随時「注意喚起」を発信し

ている。 

 

②外部専門家を活用した安全対策 

出張者に対して、罹患や紛争等の緊急事態に直面した場合に備え、適切な医療サービス

及び緊急避難移送が可能となるサービスを活用している。さらに、出張者の健康管理及び

危機管理の一環として、外部専門家によるセミナー「改めて考える 海外出張時の注意点」

を開催した。 

 

③新型コロナウイルスに関する対応 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、2月には、中国への渡航の延期又は中止を、中

国国内を経由する航空機利用の自粛を決定した。また、出張国その他の国の入国制限措置、

行動制限措置、航空機の運行情報等を所内イントラネットに掲載し、内容を日々更新した。

新たな出張については、出張予定者の健康状態、出張先での研究業務遂行の可能性及び医

療状況を確認した上で、出張の必要性、妥当性の検討を指示した。 

3 月に入り、世界各地で感染が拡大してきたことから、出張先で行動制限を受ける可能

性及び帰国が困難となる事態を防ぐため、業務に支障がない範囲で早期の帰国を指示する

とともに、帰国者には 14 日間の健康観察を指示した。その後、状況が急速に悪化してき

たことに伴い、新たなすべての出張の中止を決定した。さらに、東京都から通勤する職員

の在宅勤務を行うなど感染拡大防止の方針に沿った対応を行った。 

 

オ．平成 28 年度に作成した「非常時における業務継続計画に基づく業務継続力向上のため

のマニュアル」を見直した。地震等発生時に国際農研役職員等の安否確認のため、民間企

業が提供するサービスを活用した安否確認システムを導入し、防災訓練として、安否確認

メールを試験送信し、システムの稼働を確認した。 

 

 

 

〈その他の指標〉 

・事故・災害を未然に防止するための安全確保体制の整備状況及び安全対策の状況 

 上記（５）エ、オを参照。 

 

 

 

 

・環境対策や安全管理の職員の研修の開催実績 

 上記（５）エを参照。労働安全衛生セミナーや海外安全対策セミナーを開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

労働災害の発生防止及び海外での安

全対策に引き続き努める。特に今年度

労働災害が増加したことを重く受け止

め、手順書の確認や過去の災害発生原

因分析の活用など、再発防止に向けた

対策を徹底する。 

新型コロナウィルスの感染拡大への

対応は引き続き大きな課題であり、職

員の安全確保を図るとともに研究成果

が確保できるよう対策を講じる。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―２ 研究を支える人材の確保・育成 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

女性研究者の新規採用率 ３０％ ２５％ １４％ ２０％ １７％  

30%：「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律に基づく行動計画」

に示す目標 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

（１）人材育成プログラムの実施 

優れた研究者を確保・育成するとともに、研究の企画や評価、研究業務の支援や技術移転、組織

運営など様々な分野の人材を育成するため、JIRCAS の人材育成プログラムを改定し、それに基づ

く取組を実施する。 

その際、優れた研究管理者を養成する観点を重視する。また、計画的な養成が期待される、研究

業務の支援、技術移転活動等を行う人材を育成するためのキャリアパスを構築する。 

また、行政部局等との多様な形での人的交流の促進、研究支援の高度化を図る研修等により、職

員の資質向上を図る。  

 

（２）人事に関する計画  

第４期中長期目標期間中の人事に関する計画を定め、業務に支障を来すことなく、その実現を図

る。 

その際、職種にとらわれず適材適所の人員配置を行うとともに、任期制やクロスアポイントメン

ト制度等の多様な雇用形態や公募方式の活用を図る。また、男女共同参画社会基本法（平成 11 年

法律第 78 号）等を踏まえ、優秀な女性・若手職員を積極的に採用するとともに、女性の幹部登

用、ワークライフバランス推進等の男女共同参画の取組を強化する。 

  

（３）人事評価制度の改善 

職員の業績及び能力に対する公正かつ透明性の高い評価システムを運用する。その際、研究職員

の評価は、研究開発成果の行政施策・措置の検討・判断への貢献、研究開発成果が社会に及ぼす影

響、技術移転活動への貢献等を十分勘案したものとする。 

人事評価結果については、組織の活性化と実績の向上を図る観点から、適切に処遇等に反映す

る。 

中長期計画 

（１）人材育成プログラムの実施 

ア 研究管理者や研究業務の支援、技術移転活動等を行う人材を育成するため、人材育成プログラム

を見直し、それに基づく取組を実施する。 

イ 研究業務の支援、技術移転活動等を行う人材を計画的に育成するためのキャリアパスを構築す

る。 

ウ 行政部局等との人的交流、知識の習得や技能の向上を図るための各種研修の開催、外部機関等が

行う研修の活用等により、職員の資質向上を図る。 

 

（２）人事に関する計画 

ア 業務の着実な推進のため、必要に応じて職員を重点的に配置するなど、柔軟で適切な人事配置を

行う。 

イ クロスアポイントメント制度、テニュア・トラックを付した任期付制度や再雇用制度、公募によ

る採用等、多様な制度を活用し、JIRCAS の業務推進に必要な人材の確保に努める。 

ウ 優秀な女性・若手職員を積極的に採用するとともに、女性の幹部登用、ワークライフバランス推

進等の男女共同参画の取組を強化する。 

 

（３）人事評価制度の改善 

ア 関係規程や業績評価マニュアル等を整備し、公正かつ透明性の高い業績及び能力評価システムを

運用するとともに、人事評価結果を適切に処遇等に反映する。 

イ 研究職員については、研究業績、研究成果の社会実装、運営業務への貢献等、多角的な観点に基

づく業績評価を実施する。 

 

（４）報酬・給与制度の改善 
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（４）報酬・給与制度の改善 

役職員の給与については、職務の特性や国家公務員・民間企業の給与等を勘案した支給水準とす

る。 

また、クロスアポイントメント制度や年俸制など研究業務の特性に応じたより柔軟な報酬・給与

制度の導入に取り組むとともに、透明性の向上や説明責任の一層の確保のため、給与水準を公表す

る。 

ア 役職員の報酬・給与については、国家公務員や民間企業の給与水準等を勘案した支給水準とす

る。 

イ クロスアポイントメント制度など多様な雇用体系に柔軟に対応できる報酬・給与制度の導入に取

り組む。 

ウ 透明性の向上や説明責任の一層の確保のため、給与水準に係る検証結果や取組状況を公表する。 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人材育成プロ

グラムの内容は

適切か。それに

基づく取組は適

切に実施されて

いるか。研究管

理者や研究支援

人材の計画的な

養成に向けたキ

ャリアパス構築

の取組は進展し

ているか。 

＜評価指標＞ 

・人材育成プログ

ラム に基 づ い

て、どのように

人材育成の取組

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人材育成プログラムの実施 

ア 改訂した JIRCAS の人材育成プログラムに基

づき、人材育成の取組を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人材育成プログラムの実施 

ア．平成 28 年度に改訂した、「国際農林水産業研究センターにおける人材育成プログラム」

に基づく人材育成の取り組みを実施した。 

研究人材育成のための取組として、企画連携経費を確保し、新規採用された任期付研究

員 5名に、用途を限定しないスタートアップ経費として研究費（1 名あたり 80 万円）を配

分した。配分を受けた者から提出された実施報告書では、任期付研究員が成果を早期に最

大化する上で有効だった等の意見が得られ、本経費が効率的に使用され、人材育成、成果

の最大化に大きく貢献したことが示された。 

また、平成 29 年度から新規採用者が国際農研採用後、所属プログラム・プロジェクト

において期待される役割も理解した上で、各自の研究計画や成果の見通し及び途中経過に

ついて発表することを目的とする「新規採用者（任期付研究員）による研究計画発表会及

び経過報告会」を実施することとしており、令和元年度も新期採用者 4名および出産・育

児休暇後復職した平成 29 年度採用者 1名の計画発表会、平成 29 年度採用者 6名の経過報

告会を開催した（令和元年度新規採用者のうち 1 名は、令和 2年 1月採用のため 4月に実

施予定）。 

平成 28 年度から開催している「JIRCAS セミナー」を令和元年度も継続し、20 回開催し

た。昨年度までは、研究課題の担当研究員が研究成果・進捗状況等を情報共有・意見交換

評定 Ｂ 

＜評定の根拠＞ 

人材育成プログラムに基づく人材育

成、多様な人材を確保するための任期

付制度、再雇用制度等の活用、研究業績

評価制度ワーキンググループにおける

適切な人事評価システムの提案、各種

研修等を行った。このような取組を通

じ、「研究開発成果の最大化」に向けて

成果の創出が期待できるように研究を

支える人材の確保・育成を着実にすす

めていることから、評定をＢとした。 

 

○研究部門の人材育成に加え、研究管

理部門や研究支援部門（知的財産管

理、情報管理等）の人材育成について

も必要な取組を定めた人材育成プロ

グラムに基づく人材育成の取り組み

を実施した。任期付研究員として採用

された新採用者のスタートアップ経

費として研究費を配分した。新規採用

者による研究計画発表会及び経過報

告会を実施した。 

こうした取組により、人材育成が

図られた結果、任期が満了する任期付

研究員を対象に実施したテニュア・ト

ラック審査で、応募者全員について、

研究成果が評価され、任期を定めない

研究員として採用することができた。 
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が行われている

か。その結果と

して、どういっ

た優れた人材が

育成されたか。 

・優れた研究管理

者の養成や研究

支援、技術移転

等を行う人材育

成のキャリアパ

スの整備、運用

が図られている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 進路希望ヒアリング、キャリアデザインシー

ト作成等を行い、職員の能力向上を積極的に支援

する。 

 

 

 

 

ウ 行政部局等との人的交流、知識の習得や技能

の向上を図るための各種研修の開催、外部機関等

が行う研修の活用等により、職員の資質向上を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する場として実施したが、今年度は、令和 3年度からの次期中長期計画策定に向けた研究

戦略の検討のための勉強会を中心に位置づけた。各プログラムの研究員による、現中長期

の研究成果と今後取組むべき研究テーマの紹介に加え、各領域・島嶼拠点の領域長・所長

または研究員が、各分野の研究展望について報告した。国際学会でポスター発表を行った

研究員によるポスターセッションも継続して実施した。 

工程表による研究課題の進捗管理と研究職員個々の業務管理の連携、および研究職員の

研究進捗管理、人材育成等のために、令和 30 年度に試行的に導入した「研究職員の年間

研究・業務計画書」を、令和元年から本格導入した。同計画書は、各研究課題・業務ごと

のエフォートも記載しており、期首・期末の所属長と研究職員の面談により、研究・業務

計画とエフォートを関連づけて指導することが可能になった。 

国際農研が行う海外における研究活動を補強し、我が国の今後の国際研究の発展を担う

人材の育成を図るため、大学院生やポスドク研究者を海外の共同研究機関に派遣する特別

派遣研究員について、より優秀な人材に門戸を開くため、平成 31 年 4 月に規定を改定し、

引き続き公募を行った。 

 

イ．領域長等からの推薦により 40 代の研究職員 5 名を選定し、平成 28 年度に改定したキ

ャリアデザイン構築ガイドラインに基づいて、幹部職員から理事が選定したキャリアドバ

イザーとキャリアパスに関する面接を行うと共に、キャリアデザインシートを作成し、

各々のキャリアパスについて検討した。一般職員については、一般職員等人事評価実施規

程に基づき実施される人事評価において、期末において面談を行い、その中で指導・助言

を行いキャリアパスについて考える機会を設けている。 

 

ウ．①研究職員 

研究職員の資質向上のため、国際農研による階層別研修として、新規採用職員研修を実

施した。また、農林水産技術会議事務局が実施したリーダー研修等に職員を参加させた。 

業務上必要な知識・技術の習得を目的として、農林交流センターワークショップ「植物

科学・作物育種におけるフェノーム解析」等に参加させた。 

また、遺伝子組換え実験従事者に対し、遺伝子組換え生物等の使用等に係る安全規則の

規定に基づく教育訓練等を実施した。無人航空機等（UAV 等）の安全教育訓練の講習会を

2回開催し 3名が受講した。その他外部の機関が実施する各種研修への参加を奨励した。 

 

②一般職員及び技術専門職員 

一般職員及び技術専門職員の人材の育成や階層･資質に応じた多様な能力開発のため、

研修計画に基づき、国際農研による研修のほか、外部機関又は他の独立行政法人が実施す

る研修等を活用し、職員の研修を実施した。 

一般職員については、階層別研修として新規採用職員研修を実施した。また、農研機構

が実施した管理者研修等に職員を参加させた。その他外部の機関が実施する各種研修への

参加を奨励し、職員を参加させた。 

技術専門職員については、技術の高度化及び安全管理や業務指導能力の向上を図るた

め、技術専門研修マネジメント能力向上研修を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



70 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○職種にとらわ

れない適材適所

の人員配置や、

多様な雇用形態

や公募方式の活

用が行われてい

るか。女性の幹

部登用等の男女

共同参画の取組

等が積極的に推

進さ れて い る

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事に関する計画 

ア 業務の着実な推進のため、必要に応じて職員

を重点的に配置するなど、柔軟で適切な人事配置

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③その他 

全ての職員を対象として、国際農研職員としてのコンプライアンス、ガバナンスに関す

る認識の啓発に努め、適正な会計処理及び責任ある研究活動の意識向上を図るため、コン

プライアンス一斉研修を実施した。 

全国安全週間の取り組みとして、重大疾病発症の原因と深く関わっていると考えられる

生活習慣病の温床となるメタボリックシンドロームについて、知識を深めながら、運動に

よる筋肉の維持、柔軟な体にするストレッチング等の具体的対策等を内容とする労働安全

セミナーを開催するとともに、ストレスチェックの活用により、心の健康の維持向上を図

ることを目的とした心の健康増進セミナーを開催した。 

また、12 月 2 日から 6 日を国際農研ハラスメント防止週間と設定して防止対策を推進

し、ハラスメント防止研修を開催した。 

情報セキュリティ対策として、セキュリティセミナーを 11 回開催し、364 名が受講し

た。この他、本所において救命講習会、交通安全講習会を、熱帯・島嶼研究拠点において

安全運転講習会を開催した。 

役職員が外国出張する地域は、厳しい自然環境であるとともに、事件や事故に遭遇する

可能性が高いことから、外国出張時の健康管理及び危機管理の一環として、海外安全対策

セミナー「改めて考える 海外出張時の注意点」を実施した。 

また、人事評価の実施にあたり、評価者に対して、制度の意義と重要性を理解し、適正

な目標管理・評価を行うためのスキルの向上を図るための人事評価者研修を実施した。 

国際農研の女性研究者がその能力を最大限発揮できるよう、研究と出産・子育てとの両

立や女性研究者の研究力向上を通じたリーダーの育成のため、ワークライフバランス研修

（令和元年 12 月 16 日）、管理職向けのイクボス研修、女性研究者である非常勤監事（九

州大学名誉教授）と女性研究職員のキャリアアップ意見交換会（令和元年 12 月 17 日）な

どの所内研修も開催した。 

平成 30 年度に試行導入した研究職員の年間研究・業務計画書を令和元年度から本格導

入し、人材育成等に必要な年間の研究・業務の目標・計画を作成・管理するシステムを構

築した。 

 

（２）人事に関する計画 

ア．研究分野の重点化や研究課題の着実な推進のための組織体制を整備し、職員を重点的に

配置した。 

なお、令和元年度は、１名の任期の定めのない研究員を採用し、生物資源・利用領域に

配置、5名の任期付研究員を採用し、生物資源・利用領域に 1名、生産環境・畜産領域に

3名、熱帯・島嶼研究拠点に 1名配置した。 

女性研究員の採用促進に向けた取組としては、任期付研究員の募集要領に「当センター

は、『男女共同参画社会基本法』の趣旨に則り、男女共同参画を推進しており、女性研究

者の積極的な応募を歓迎します」と明記し、女性研究者の応募を促すとともに、国際農研

ウェブサイトに、「研究者を志望する女性の皆様へ」のコーナーを開設し、女性職員から

女子学生に向けたメッセージを平成 30 年度に引き続き発信し、女性研究員採用促進を図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○任期の定めのない研究職員、任期付

研究員、テニュア・トラック制度審査、

再雇用等多様な人材を確保するための

雇用形態の拡充に取組んだ。 

「ダイバーシティ研究環境実現イニ

シアティブ（牽引型）」に参画する等男

女共同参画の取組を積極的に推進し

た。 

こうした取組の結果、昨年度に続き

女性研究者 1名を新規採用した。 

 



71 
 

か。 

＜評価指標＞ 

・多様な人材を確

保するための雇

用形態の拡充に

取組 んで い る

か。 

・優秀な女性・若

手職員の採用の

取組や男女共同

参画の取組の強

化が図られてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研究開発成果

の社会実装への

貢献を重視した

研究職員評価な

どの適切な人事

評価システムが

構築・運用され

ているか。 

＜評価指標＞ 

 

 

 

 

イ クロスアポイントメント制度、テニュア・ト

ラックを付した任期付制度や再雇用制度、公募に

よる採用等、多様な制度を活用し、JIRCAS の業務

推進に必要な人材の確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 優秀な女性・若手職員を積極的に採用すると

ともに、女性の幹部登用、ワークライフバランス

推進等の男女共同参画の取組を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人事評価制度の改善 

ア 関係規程や業績評価マニュアル等を整備し、

公正かつ透明性の高い業績及び能力評価システ

ムを運用するとともに、人事評価結果を適切に処

遇等に反映する。 

 

イ 研究職員については、研究業績、研究成果の

社会実装、運営業務への貢献等、多角的な観点に

基づく業績評価を実施する。また、制度の改善方

った。 

令和元年度に、1 名の任期の定めのない研究員、5 名の任期付研究員(うち女性 1 名)を

採用し、女性研究者の新規採用率は 17%であった。 

 

イ．任期付研究員の公募にあたっては、国際農研のウェブサイトに掲載するほか、JST が運

営する研究者人材データベース「ｊREC-IN」に掲載するなど周知に努め、令和元年度は任

期の定めのない研究員 1名、任期付研究員 5名を採用した。 

また、任期が満了した任期付研究員 3 名をテニュア・トラック制度審査により任期の定

めのない研究員として採用した。 

更に、令和 2年 3 月に任期が満了する任期付研究員に対してテニュア・トラック審査を

実施し、任期を定めない研究員として 3名を採用することとした。 

定年退職者の再雇用制度で、3名を採用し、熱帯・島嶼研究拠点において広報担当業務

にあたらせるなど、これまでの職務経験を活用できるよう適切に配置した。 

若手研究者が安定かつ自立した研究環境を得て研究に専念できるよう、研究者及び研究

機関に対する支援を行う卓越研究員事業（文科省）を利用し、研究職員の公募を行った。 

 

ウ．新たに女性管理職 1名を登用した。女性が職業生活において、その希望に応じて十分に

能力を発揮し、活躍できる環境を整備するため「女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律」（平成 27 年 9 月 4 日法律第６４号）が制定されたことを受け、女性活躍推進法

に基づき作成した一般事業主行動計画及び科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ

研究環境実現イニシアティブ（牽引型）」（平成 28～30 年度）に東京農工大学、東京外国

語大学、首都圏産業活性化協会と共同で参画し、管理者の意識改革を目的としたイクボス

研修、仕事と生活の調和が取れた働きやすい職場環境の実現を図るためワークライフバラ

ンス研修等の開催、女性リーダー候補者が取り組んでいる海外共同研究成果の取りまとめ

を支援するための契約職員の雇用等を実施した。本事業による助成は平成 30 年度で終了

したが、女性の人材活用の重要性を鑑み、令和元年度も国際農研独自の予算を確保し、同

様の取組を継続した。また、任期付研究員が産前産後の特別休暇及び育児休業を取得した

場合並びに介護休業を取得した場合、当該育児休業等の期間を限度に特例として任期を付

すことを可能とし、そのことを公募要領に明記するなど、研究と出産・子育てとの両立や

女性研究者の研究力向上を通じたリーダーの育成を一体的に推進している。 

 

（３）人事評価制度の改善 

ア．一般職員及び技術専門職員の人事評価については、一般職員等人事評価実施規程及び関

係規程に基づき、令和元年度においても引き続き実施した。また、評価結果は、令和元年

度の勤勉手当・昇給等に反映させた。 

 

 

イ．研究職員の業績評価については、業績評価マニュアルに基づき、研究成果の実績、所運

営上の貢献、専門分野を生かした社会貢献等について評価を実施した。平成 30 年度業績

の評価結果は、令和元年度の勤勉手当等に反映させた。また、研究管理職員の業績評価結

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○職員の人事評価を実施し、評価結果

を処遇に反映させた。 

研究業績評価制度ワーキンググルー

プを昨年度に引き続き設置し、研究開

発成果の社会実装への貢献を重視した

研究職員評価を含む適切な人事評価シ

ステムを提案する報告書をとりまとめ

た。 
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・職員の業績や能

力を適確に評価

できる人事評価

シス テム の 整

備、運用が図ら

れているか。 

 

 

○職務の特性や

国家公務員・民

間企業の給与等

を勘案した支給

水準となってい

るか。クロスア

ポイントメント

制度などの柔軟

な報酬・給与体

系の導入に向け

た取組は適切に

行わ れて い る

か。給与水準は

公表されている

か。 

 

＜モニタリング

指標＞ 

・各種研修の実施

状況 

・女性研究者の新

規採用率 

・雇用形態別の新

規採用者数 

 

 

向を引き続き検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）報酬・給与制度の改善 

ア 役職員の報酬・給与については、国家公務員

や民間企業の給与水準等を勘案した支給水準と

する。 

 

 

イ クロスアポイントメント制度など多様な雇

用体系に柔軟に対応できる報酬・給与制度の導入

に取り組む。 

 

 

 

ウ 透明性の向上や説明責任の一層の確保のた

め、給与水準に係る検証結果や取組状況を公表す

る。 

 

果についても勤勉手当に反映させた。 

研究職員に対する研究業績評価の仕組みについて、所内の幅広い意見を聴取し、現行制

度の問題点と今後の制度の改善方向について検討する研究業績評価制度ワーキンググル

ープを平成 30 年度に設置し、平成 30 年度に 6回、令和元年度に 2 回開催し、改善点・改

善策を示した。今後、研究職員業績評価委員会において関連規定の見直し、評価マニュア

ルの改訂に反映させることとした。また、新たな評価マニュアルに基づく試行的な評価を

実施した。 

 

（４）報酬・給与制度の改善 

ア．国際農研は平成 13 年 4 月に農林水産省試験研究機関から特定独立行政法人に移行した

独立行政法人（平成 18 年 4 月非特定独立行政法人化）であり、職員給与規程は、国家公

務員の職員給与を規定している「一般職の職員の給与に関する法律」等に準拠するととも

に、退職手当についても、国家公務員の退職手当に準拠している。 

 

イ．国際農研と外部機関との間で優秀な研究者等がそれぞれの機関における役割に応じて

業務に従事させることや、人材の流動性を高めることなどを目的にクロスアポイントメン

ト制度の実施に必要な規程を整備している。また、令和 2年 4月 1日からいわゆる同一労

働同一賃金に関する法令が施行されることへの対応を検討し、非常勤職員の賃金単価を改

定し、期末勤勉手当相当額を含めて支給することとした。 

 

ウ．総務省において策定された「独立行政法人役員の報酬等及び職員の給与水準の公表方法

等について（ガイドライン）」により、給与水準については、検証結果や取組状況を国際

農研ウェブサイト上で公表している。 

 

＜モニタリング指標＞ 

 

・各種研修の実施状況 

新規採用職員研修、無人航空機等（UAV 等）の安全教育訓練の講習会、遺伝子組換え実験

安全講習会（実験従事者）、遺伝子組換え実験に関する講習会（実験従事者以外）、コンプラ

イアンス一斉研修、労働安全セミナー、心の健康増進セミナー、人事評価者研修、ワークラ

イフバランス研修、イクボス研修、キャリアアップ研修、情報セキュリティセミナー、救命

講習会、交通安全講習会、安全運転講習会、海外安全対策セミナー等を実施したほか、農林

水産技術会議事務局等の外部機関が実施した研修等を活用し、職員の研修を実施した。 

・女性研究者の新規採用率 

主要な経年データを参照。 

・雇用形態別の新規採用者数 

 上記（２）ア、イを参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○クロスアポイトメント制度の実施に

必要な規定を整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究職員、一般職員、技術専門職員の

それぞれに対応して研修の受講機会を

設け、資質向上を図った。 

 

 

＜課題と対応＞ 

昨年度と同数の女性研究者を新規採

用したが、女性研究者の新規採用率が

低下した。採用率向上へ向けて、多様な

人材を確保するための取り組みを一層

強化する必要がある。また、研究職員の

業績評価について、新たな評価マニュ

アルに基づく評価への移行に向けた準

備と調整を行う。 

  



73 
 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―３ 主務省令で定める業務運営に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 
２．主要な経年データ 

 
主な参考指標 基準値等 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

該当なし        

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

積立金の処分に関する事項については、中長期計画に定める。 

また、施設及び設備に関する計画については第４の２（２）、職員の人事に関する計画について

は第６の２（２）に即して定める。 

 

中長期計画 

前中長期目標期間繰越積立金は、第３期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第４期中長期目

標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 

また、施設及び設備に関する計画については、第２の２（２）、職員の人事に関する計画について

は、第８の２（２）のとおり。 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

【評価の視点】 

・積立金の処分に

関する事項が適

切に定められ、

運用されている

か。 

〈主な定量的指

標〉 

・前期中期目標期

間の繰越積立金

の処分状況 

 

 

前中長期目標期間繰越積立金は、第３期中期目

標期間中に自己収入財源で取得し、第４期中長期

目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却

に要する費用に充当する。 

また、施設及び設備に関する計画について

は、中長期計画第２の２（２）、職員の人事に関

する計画については、同第８の２（２）のとお

り行う。 

 

前中長期目標期間繰越積立金は、第３期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第４期

中長期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当した。 

施設及び設備に関する計画については、中長期計画第２の２（２）、職員の人事に関する

計画については、同第８の２（２）のとおり行った。 

評定 Ｂ 

＜評定の根拠＞ 

以下のとおり評価指標による前中長

期目標期間繰越積立金の処分を適切に

行ったことから、評定をＢとした。 

 

 

 

・前中長期目標期間繰越積立金は、第３

期中期目標期間中に自己収入財源で

取得し、第４期中長期目標期間へ繰り

越した有形固定資産の減価償却に要

する費用等に充当した。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし 

 

  



74 
 

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評価調書（研究業務の推進）様式  

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－６－（１） 研究の重点化及び推進方向 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第十一条 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報   ②主要なインプット情報 

 参考指標 単位 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度   単位 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

該当なし        該当なし       

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

「農林水産研究基本計画」に即し、開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発、熱

帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発及び開発途上地域の地域資源等の活用と高付加

価値化技術の開発を重点的に実施し、世界の食料安全保障の確保や気候変動問題等、地球規模の課題

への対応等に貢献する。併せて、国際共同研究を通じて、グローバル・フードバリューチェーン戦略

等に即した施策、我が国の農林水産研究の高度化等に貢献する。 

研究の推進に当たっては、研究開発成果の政府開発援助（ODA）等での活用も念頭に置き、開発途

上地域における農林水産業に関する研究を包括的に行い得る我が国唯一の研究機関として、開発途上

地域、先進諸国、国際研究機関、NGO 等民間団体と連携し、国際共同研究等に取り組む。 

また、農研機構（国際連携担当部署を含む。）など他の農林水産関係国立研究開発法人との連携を

一層強化し、各法人の有する研究資源を活用した共同研究等を効率的に推進する。 

これらのことを実現するため、別添に示した研究を進める。 

中長期計画 

ア 開発途上地域の農林水産業の技術の向上や国際情勢の観点に加え、我が国の政策への貢献、我が

国の農林水産研究の高度化や技術の向上への波及効果等の観点に留意しつつ、別添に示した研究を重

点的に推進する。 

イ 国内外の関係機関との情報交換や相互連携体制の整備に努め、開発途上地域、先進諸国、CGIAR

等の国際研究機関、NGO 等民間団体、国際的な研究ネットワーク等と連携して効果的な国際共同研究

を推進する。 

ウ 他の農林水産関係国立研究開発法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究資源を活用した

共同研究等を効率的に推進する。 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 ア 「別添」に示した研究を重点的に推進する。 

 

イ 国内外の関係機関との情報交換や相互連携体制の整備に努め、開発

途上地域、先進諸国、CGIAR 等の国際研究機関、NGO 等民間団体、国際的

な研究ネットワーク等と連携して効果的な国際共同研究を実施する。 

 

ウ JIRCAS 及び農林水産関係国立研究開発法人が開催する研究成果検討

会議等に相互に出席し、各法人の研究動向について相互理解を深めると

共に、連携を強化する。さらに、研究を効率的に推進するため、共同研究

や委託研究、依頼出張等、他法人との多様な研究交流を行う。 

ア.Ⅰ－６－（１）－１～３を参照。 

 

イ. Ⅰ－２アを参照。 

 

 

 

ウ. Ｉ－２ウを参照。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評価調書（研究業務の推進）様式  

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－６－（１）－１ 開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第十一条 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】地球温暖化の要因である農業分野からの温室効果ガ

スの排出を抑制するとともに、気候変動に対する強靱性や復元力を

高めるための技術を開発する。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 参考指標 単位 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度  28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

シンポジウム・セ

ミナー等開催数 
件 4 3 13 6  予算額（千円） 687,067    687,500 692,137 668,966  

技術指導件数 件 6 9 3 16  決算額（千円） 650,060 642,662 638,950 593,317  

査読論文数 件 14 22 23 23  経常費用（千円） 713,061 708,851 775,986 674,147  

学会発表数 件 29 28 37 34  経常利益（千円） △124 2,139 △3,285 769  

研究成果情報数 件 3 4 7 6  
行政サービス実施コスト（千円） 670,434 690,925 689,058 － － 

行政コスト（千円） － － － 727,054  

主要普及成果数 件 0 1 0 0  エフォート（人） 29.94 35.76 32.23 32.23  

特許登録出願数 件 0 0 0 0   うち運営費交付金 25.08 29.58 25.47 25.91  

品種登録出願数 件 0 0 0 0   うち外部資金 4.86 6.18 6.76 6.32  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。30 年度以降のエフォート調査では、特定のセグメントに属さないエフォートを「運営管理」に係るものとして別に集計した。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

我が国も大きな影響を受ける気候変動や環境劣化等の地球規模課題に対処するには、経済活動で農

業分野が大きな割合を占める開発途上地域における対策が不可欠である。 

このため、地球温暖化の要因である農業分野からの温室効果ガスの排出を抑制するとともに、気候

変動に対する強靱性や復元力を高めるための技術を開発する。【重要度：高】また、アジア及びアフ

リカ地域を中心とする開発途上地域の環境劣化を抑制し、農業生産の安定化を図るため、水や土壌

等、資源の保全管理技術等を開発する。 

さらに、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証試験を行い、持続的な農業資源管理のための技

術マニュアル等を作成して行政部局や農民への速やかな普及を図る。 

中長期計画 

 我が国も大きな影響を受ける気候変動や環境劣化等、深刻化する地球規模的課題に対処するため、

アジア及びアフリカ地域を中心とする開発途上地域において、現地研究機関等と共同で技術開発を進

めるとともに、農家ほ場での実証試験や現地普及組織等との連携を通じて技術の普及定着を図る。具

体的には以下の研究を重点的に実施する。 

 農業分野からの温室効果ガスの排出抑制のために、節水灌漑や耕畜複合によるメタン発生抑制シス

テムの開発と炭素収支の評価を行い、さらに、洪水等の極端現象や温暖化等の気候変動に対処し、被

害を軽減するための技術を開発する。【重要度：高】 

降水量が不安定で植生の劣化が進む河川流域及び問題土壌や土壌劣化が深刻化する地域において育

種、栽培、土壌、水管理の観点から作物の収量を持続安定させるための対策技術を開発し、普及モデ

ルとともに示す。 

窒素肥料の有効利用及び耕地からの亜酸化窒素の排出抑制のため、生物的硝化抑制作用を活用した

育種素材を開発する。 
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主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気候変動や環境劣化等、深刻化する地球規模的

課題に対処するため、アジア及びアフリカ地域を中心

とする開発途上地域において、持続的な資源・環境

管理技術の開発を進める。具体的には以下の研究を

重点的に実施する。 

 

 

 

 

 

メ コ ン デ ル タ 地 域 か ら の 温 室 効 果 ガ ス （ 以 下

「GHG」）排出削減を目指し、地域の農産廃液を肥料

として水田利用する際の施用量等を農家圃場で検証

する。またこれまでに得られた GHG 削減の諸技術を

組み合わせて地域に適応する際の影響について、農

家経済、環境への負荷等を踏まえた評価に着手す

る。畜産分野では、飼料添加物等による GHG 排出量

の削減が可能な飼養技術を実証する。加えて、極端

現象に対する農作物天候インデックス保険を試作し

表明選好分析により現地実証する。さらに、干ばつ等

の水リスクに対する灌漑システムの利用向上手法パッ

ケージのプロトタイプを作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ブルキナファソにおいて、農家圃場での最適な肥

培管理法の検証、流域スケールでの資源利用評価モ

デルの実証を行う。エチオピアにおいては、保全農業

の資源の持続的活用に係る有効性を評価する。また

【令和元年度の実績概要】 

プログラムＡ「開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発」（資源・環境

管理研究業務セグメント）では、気候変動や環境劣化等、深刻化する地球規模的課題に対

処し、持続的開発目標 SDGs の目標 13「気候変動対応」や目標 15「陸域生態系保全」等に

貢献するため、アジア及びアフリカ地域を中心とする開発途上地域において、持続的な資

源・環境管理技術の開発を進めている。令和元年度は、旗艦プロジェクトにおいては、こ

れまで研究開発を進めてきた緩和策技術間の連携により効率的な資源循環の実現と生産

コスト減による農家による技術導入のインセンティブ向上、またすべてのプロジェクト

で、ステークホルダーや成果の裨益者を巻き込んだ活動、また技術の広域インパクト評価

など、研究成果の最大化と社会実装につながる活動を進めた。 

 

ベトナムのメコンデルタでは、バイオガスダイジェスター（BD）、水田、家畜生産のそれ

ぞれの GHG 削減技術を連携し、資源の循環と有効利用により、農家の気候変動緩和策に対

するインセンティブをさらに高めることが肝要である。その一つとして、BD 消化液を窒素

肥料として水田で利用し、環境への負荷軽減と化成肥料削減を実現するため、消化液施用

の量とタイミングを最適化し、農家が使える簡便な葉色指数をポット試験で見出し、AWD

技術と合わせ、農家圃場での水稲の生産性と GHG の削減量についての検証を進めている。

また AWD 技術を地域に適用した際の影響を、農家経済、環境への負荷、行政コスト等の観

点から予測し評価する課題を今年度から開始し、ライフサイクルアセスメント（LCA）手法

を使った調査、分析を開始した。畜産分野では、ベトナムで実施しているカシューナッツ

殻液（CNSL）の給与試験において、ライシン牛の反芻胃からのメタン排出を 20％程度削減

可能であることを再現した。試作した天候インデックス保険についての表明選好質問を対

象農家に対し行った結果、サイクロン、干ばつ、洪水に起因する災害に対する保険に対し

て一定の需要があることが明らかになり、また保険の対象災害と地域を考慮する必要性も

示された。保険会社のマージンを 20％とし 5 年に 1 回の洪水被害を想定して最適保険契

約を設計すると、年間の保険料は 21,600 チャット（約 1,650 円）程度となった。洪水リ

スク対応策については、防災面と利水面の両方の効果を評価するモデルを作成し、ミャン

マーのイエジン灌漑地区に適用した結果、洪水防止機能と都市用水供給機能とは大きく利

益が相反するが、灌漑用水供給機能との競合は比較的少なかった。また、水利用向上方策

のプロトタイプとして、蒸発散量を含めた用水需要の推定、支線水路間の配分調整の改善、

ならびに都市用水需要と競合する乾季灌漑用水について検討し、合理的用水配分ルールを

策定した。 

 

ブルキナファソ中央台地においては、スーダンサバンナで優占する２つの土壌型（リキ

シソルとプリンソソル）のそれぞれについて、ソルガムの収量と農家収入の観点から提案

した最適肥培管理法の有効性をオンファーム試験で実証した。土壌侵食防止効果を指標と

した ArcSWAT モデルによって技術評価を行ったところ、流域スケールでの土壌侵食量は複

評定 Ａ 

＜評定の根拠＞ 

研究マネジメントについては、プログラ

ムディレクター（PD）が年度の初頭にプロ

グラム下の 4 つのプロジェクトそれぞれの

計画検討会に参加し、重点化すべき課題と

達成目標、そのための道筋ならびに研究資

源の配分について確認を行った。社会情勢

の変化や各課題の重要度ならびに進捗を点

検し、PD 裁量費として必要な予算を追加配

分し、研究資源の効果的かつ効率的な投入

を行った。海外のカウンターパート機関と

の良好な関係維持に努め、厚い信頼関係の

もとで共同研究が実施できた。 

研究開発成果については、世界初となる

高 BNI コムギ品種の開発が一年前倒しで実

現し圃場での評価が開始されたのをはじ

め、ブルキナファソにおいて開発された土

壌侵食防止技術群が、砂漠化の進行を食い

止め作物生産性を向上させる技術として極

めて有望であることが示されるなど、計画

以上の成果が創出された。 

研究成果の最大化に向けた社会実装の取

り組みについては、今年度の活動が要であ

るとの認識のもと、これまで以上に力を注

いだ。たとえば BNI 技術に関してその環境、

社会ならびに経済に与えるインパクトの事

前評価の課題を開始した。また、開発技術

の適用範囲を広域化するためのモデルアプ

ローチを行った。さらに複数のプロジェク

トサイトで、農家が参加する開発技術の実

証試験や、技術普及員を対象としたトレー

ニングやセミナーを開催するなどアウトカ

ムの創出につながる活動を進めた。 

結果、多くの課題で社会実装に結びつく

成果の創出が順調に進捗した。よって自己

評価を A とする。なお、以下はそれらの主
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社会経済的・文化人類学的側面から共有地管理制

度のあり方を評価し、結果を主要ステークホルダーに

提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 パラオの対象流域における水、土砂、栄養塩の

流出のシナリオ分析に着手するともに地域資源を活

用した環境保全型栽培技術を提示する。フィリピンで

は作物土壌シミュレーションモデルを使い、窒素の肥

培管理シナリオを提示する。インドでは浅層暗渠によ

る除塩効果のデータ収集と解析を行う。インドとベトナ

ムで耐塩性遺伝子を導入したダイズ後代系統の現地

適応性試験と現地選抜を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施肥窒素の削減・利用率向上や農地由来の一酸

化二窒素排出等の環境問題解決に BNI 能を活用す

るため、コムギやトウモロコシの遺伝資源の BNI 活性

を評価するとともに、ブラキアリア牧草やソルガムを栽

培した圃場における土壌中の窒素動態への影響等を

評価する。 

 

 

 

 

 

数技術の集約により許容範囲以下まで下げられることが明らかになった。 

斜面が急峻なエチオピア高原地帯の農地において、複数年にわたる栽培試験の結果か

ら、コムギ低刈りを土壌保全効果の高い有効技術として評価した。小流域の流末に位置す

る典型的なため池の堆砂量の調査を行い、堆砂を浚渫し近隣に農地を造成して野菜栽培の

実証を行った。また対象地域の農民へのアンケート調査と経済実験の結果から、共有地の

保全意識を高める活動として農民研修が有効であることが示された。さらに、対象地域の

農家の食料摂取量調査の結果、乳ならびに乳製品へのアクセスが困難となり、栄養摂取不

足に陥っていることがわかったが、人口増加に加え森林保全・放牧禁止施策推進もその要

因であることが示唆された。ステークホルダーにはこの結果を、科学的データや統計を基

に環境と生計が両立できる代案を検討した上で提示したい。 

 

パラオ共和国のバベルダオブ島の調査対象地域であるガリキル川流域において流域環

境評価に用いる SWAT モデル適用のためのデータをほぼすべて取得し、シナリオ分析の準

備を整えた。農地においては、保全農業技術であるオーガー耕やトレンチ耕と有機物マル

チの組み合わせが有効であり、これら技術の農家への普及を進めるため農民参加型の

Mother-Baby 法による試験を開始した。 

サトウキビ窒素肥培管理の課題では、土壌－作物モデル（APSIM）をネグロス島の条件に

合わせてチューニングし、栽培試験結果を適用したところ、収量の予測が十分可能であっ

た。 

インド国立中央塩類土壌研究所（CSSRI）のライシメーターを使った試験において、有資

材型補助暗渠機（カットソイラー）の施工を行うと、乾季における土壌塩濃度が非施工区

に比べて低かったことから、雨季の間に塩分が圃場外に排出されたものと推察された。さ

らにカットソイラーによって排水改善された圃場での灌漑法として、畝間への事前通水に

よって浸透ロスを削減する方法が有効であるとことが示唆された。インドにおいては国立

農業研究所（IARI）との共同研究によって、耐塩性遺伝子 Ncl をインドのダイズ品種に導

入した雑種後代 F3 を順調に得、またベトナムのカントー大学との共同研究においては、

ベトナムのダイズ品種に Ncｌを導入した BC3F1 世代の個体について DNA マーカー選抜を

開始した。 

 

コムギのエリート品種に BNI 能の高いコムギの近縁種オオハマニンニク（Leymus 

racemosus）の染色体断片（Lr-N）を置換した系統の中から、収量や形態がエリート品種と

同様でかつ BNI 活性の高い数系統が確認された。これらの系統を日本、インドならびにメ

キシコでの圃場試験栽培を開始し、施肥窒素の利用効率や畑からの一酸化二窒素ガス（N2O）

の発生量のモニタリングを行う準備を整えた。ソルガムの系統のうち、高ソルゴレオン分

泌系統を栽培した土壌の硝化活性が低く抑えられ、また土壌中のアンモニア酸化古細菌

（AOA）が減少したがアンモニア酸化細菌（AOB）の数に変化がなかったことから、ソルゴ

レオンは AOA を抑制することを明らかにした。ブラキアリアについては LC-MS によるブラ

キアラクトンの分析手法を確立するとともに、アンモニア酸化酵素であるヒドロキシルア

ミンオキシダーゼとブラキアラクトンのドッキングシミュレーションを行った結果、酸性

条件で優勢となるケト形のみが活性中心と結合できることが示され、ブラキアラクトンに

なものである。 

 

① 気候変動緩和策課題では、ベトナムメコ

ンデルタにおける複数の農業由来 GHG

の削減技術統合に向けた試験研究を実

施し、農家が使えるバイオガスダイジェ

スター（BD）消化液の水田への最適施用

のための簡易手法を開発した。GHG削減、

環境への負荷軽減、化成肥料の削減を両

立する画期的な技術体系を社会実装す

るための基礎的かつ重要な成果である。 

② ブルキナファソ中央台地の流域におい

て有効性の検証された「耕地内休閑」等

の土壌侵食防止技術は、複数集約するこ

とで侵食の許容範囲以下まで下げられ

ることがわかった。これはこの地域を含

むスーダンサバンナにおいて、砂漠化を

食い止め作物生産性を向上させる技術

として極めて有望であることを示して

いる。 

③ ブルキナファソの CNRST（国立科学・技

術振興センター）に提案すべく、昨年度

の研究成果である「スーダンサバンナの

土壌タイプ診断のための地中レーダー」

に関する技術ペーパーを作成した。受

付、審査後に採択され、国の施策として

普及する可能性が高い。 

④ サトウキビの肥培管理に関して、施肥の

量とタイミングを変えた時の収量は、実

測値と APSIM モデルによってシミュレ

ーションした結果とよく一致し、対象地

域の土壌と環境に合わせてチューニン

グを行うことにより、最適施肥技術の提

案が可能である。APSIM モデルの適用に

ついてフィリピンの砂糖統制庁の研究

員の研修を実施しており、技術移転は順

調に進むことが期待される。 

⑤ ソルガムの BNI 物質であるソルゴレオ

ンが、土壌中のアンモニア酸化古細菌

（AOA）の菌数を抑制することを公知化
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○中長期計画の

達成に向け、ニ

ーズに即した研

究課題の立案が

行わ れて い る

か。 

＜評価指標＞ 

・課題設定にお

いて、中長期計

画への寄与や、

ユーザーのニー

ズが考慮されて

いるか。 

・どのような体

 

 

 

よる BNI 効果は酸性土壌で大きく発揮されることが裏付けられた。 

 

カウンターパート機関 INERA の支所に肥料製造のパイロットプラントが落成し、運用が

開始された。ブルキナファソ産リン鉱石に炭酸カリウムを適量加えて焼成することによ

り、水稲ならびにソルガムへの肥効が高く、アルカリ害が少ない実用的な肥料を製造する

ことに成功した。試作肥料を使った多地点栽培試験の結果から、複合肥料の基本となる NPK

の配分と、それぞれの地域に最適な肥料設計を開始した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中長期計画達成に向けた研究開発及び課題の見直し状況】 

「気候変動対応」プロジェクトでは、メコンデルタにおける個別の緩和策技術である水

田と反芻家畜からのメタン発生の抑制技術ならびに畜産廃棄物からのバイオガス利用技

術を複合－連携することにより、GHG 排出抑制とともに農家の便益にも貢献する統合シス

テムとしての普及を目指し研究開発に取り組んでいる。これら開発された諸技術を地域に

適用した際の影響を、農家経済、環境への負荷、行政コスト等の観点から予測し評価する

課題を今年度から開始し、LCA 手法を使った調査、分析を開始した。また、水田からのメ

タン発生を抑える技術としての節水灌漑技術（AWD）をより多くの農家が導入し簡易かつ

効果の高い水管理を行うためのツールとして、昨年度より新たにセンシングと通信を組み

合わせた ICT 技術による、水田水位の「見える化」に取り組んでいる。一方、メコンデル

タの水田稲作は、これまでの三期作から二期作への転換という政府の方針が近年出された

が、三期作から二期作に転換した際に水田にイネのない休閑時期（ファロー）が多少なり

とも生じるので、この間に稲わら等の土壌有機物を水中で分解すれば、その先の水稲作か

らのメタンは減少することが期待され、プロジェクトではその仮説の検証を始めている。

した。アンモニアの酸化には細菌よりも

古細菌がより大きく関与していること

を示す重要な一知見である。 

⑥ 世界初の高 BNI 能のコムギ系統を開発

し、コムギの穀倉地帯であるインド北部

を含む国内外 3カ所で、評価のための圃

場試験を開始した。 

⑦ 乾燥地塩害土壌の除塩のため、日本の技

術であるカットソイラーを用いた浅層

暗渠技術の検証を実施し、圃場試験なら

びにライシメーター試験で除塩効果を

実証しつつある。この技術に対する地元

の関心は非常に高く、カウンターパート

機関（CSSRI）が中心となってカットソ

イラーの施工を農家の塩害圃場でも行

った。インドのハリアナ州のローカル紙

の Web 版に、農家圃場でのカットソイラ

ー施工の動画とともに掲載された。 

⑧ ブルキナファソ産リン鉱石を原料に肥

料を製作するパイロットプラントが、ワ

ガドゥグ市内に完成し稼働を開始した。

大型プラントによる商業化につながる

大きな成果である。 

 

 

 

○研究課題の立案の考え方として、中長期

計画において【重要度：高】とされる課題を

旗艦プロジェクトに位置づけ、研究資源を

集中的に配分した。中長期計画の達成に向

け、国際的ニーズとして気候変動に対する

GHG 排出削減等緩和策技術の開発（気候変

動対応プロジェクト、BNI 活用プロジェク

ト）、地域的なニーズとして極端現象に脆弱

な地域や土壌劣化の深刻な地域等での資源

動態の把握、それに基づく資源管理技術の

開発（気候変動対応プロジェクト、アジア・

島嶼資源管理プロジェクト、アフリカ流域

管理プロジェクト）等の研究課題を策定し

た。 
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制で、どのよう

な検討を行った

か。 

・設定した具体

的研究課題 

 

 

 

 

○社会実装に至

る道 筋は 明 確

か。 

＜評価指標＞ 

・投入する研究

資源に対して、

どのような研究

成果と効果が期

待できるか。 

・期待される研

究成 果と 効 果

は、ニーズをど

のように反映し

ているか。 

・期待される研

究成果と効果に

応じた社会実装

の道筋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

またベトナムでは、今年度に入りアフリカ豚コレラ（ASF）の流行により多くの豚が殺処分

され、豚飼育を中断する農家が急増した。メコンデルタにおいて実施しているバイオガス

ダイジェスターの消化液利用に係る研究に一時的に影響があったものの、BD の資材を豚糞

から牛糞に変えることによって順調に進捗している。牛飼育は、まだ農家農村のレベルで

は実施が少ないが、メコンデルタでも大規模経営のもとで増え続けており、稲わらの飼料

利用等の資源循環の観点からも、今後の推移を見守る必要があると考えている。 

「気候変動対応」プロジェクトの適応策課題のうち、洪水リスク対応策の検討について

は、当初からバングラデシュを対象とし、治安の関係で現地調査ができないためカウンタ

ーパート研究者を招へいして研究を進め、最終的には仮想モデルを用いて対応策の検証を

行う予定としていたが、実際の現場での検証が欠かせないことから、すでに水文水利関係

の調査が十分進んでいるミャンマーのイエジン灌漑地区を対象に替えることとした。 

アフリカでのプロジェクト実施には様々なリスクがともなうため、現地への出張には健

康（感染症を含む）、治安、移動、通信等に細心の注意を払っているところである。元々現

地情勢が安定しているところは少なく、「アフリカ流域管理」プロジェクトの対象国の一

つであるブルキナファソは、カウンターパート機関（INERA）との良好な関係もさることな

がら、同様の環境条件をもつ周辺国に対して比較的治安のよい国であることから選んだも

のである。しかしながら、最近同国でもテロや紛争が急激に頻発しはじめていることから、

ブルキナファソへの出張者に対する安全対策の強化が求められている。内外機関を含む周

囲の対応も参考にしながら、国際農研のプロジェクトは、８月以降首都ワガドゥグ市のみ

での活動を認めることとし、実質プロジェクトサイトのある近隣のクドゥグ市への渡航を

禁止したところである。これにともない、圃場や実験施設への直接のアクセスができなく

なり、研究調査活動に大きな支障が生じた。プロジェクトでは、これへの対応として工程

表の修正等も検討したが、INERA の管理部門と研究者の理解と協力を取り付け、国際農研

の職員は同行しないがINERAのカウンターパートが現場での試験の設定や調査とデータ収

集を行うことで、課題を遂行することとなった。一部課題の成果物の質が低下することは

やむを得ないものの、逆に INERA 側のプロジェクトに対するオーナーシップ、自主性の喚

起、さらにはキャパシティーの向上にも期待している。また、プロジェクトで開発した技

術の効果の実証については、ブルキナファソでの実施とともに、同じ農業環境を有するセ

ネガル内陸部で実施できるかどうか検討することとした。 

「アジア・島嶼資源管理」プロジェクトでは、今年度から島嶼環境課題と塩害土壌修復

課題の主要参画研究員がそれぞれ異動した。前者については、外部への研究委託も視野に

入れて検討を進めるが、プロジェクトの中心課題であることから、手法の変更や新任の研

究員を加えての実施体制の立て直しを行うこととした。後者については、プロジェクト内

部の専門の研究員が課題を兼任することで、順調に進捗している。 

 

【成果の実用化・社会実装に向けた取り組み】 

いずれのプロジェクトにおいても、最終年度に向けて成果の実用化・社会実装に向けた

取り組みを強化した。 

「気候変動対応」プロジェクトの緩和策課題では、技術の統合に係る成果のうちバイオ

ガスダイジェスター（BD）の消化液の水田利用に関して、AWD を含む水管理による温室効

 平成 31 年度 4 月に各プロジェクトの計

画検討会を実施し、それぞれの課題の重要

性に加え、社会情勢の変化やプロジェクト

の実施体制を勘案しながら、課題の位置づ

けや研究リソース（予算、研究員のエフォ

ート）の配分を見直した。 

 

 

 

○社会実装に至るロードマップを再確認し

た。これらはプロジェクトや課題によっ

て直接のユーザーや受益者が異なった

り、課題の開始時期がまちまちだったり

するため、工程表の総括表の更新や年次

計画も含め、それぞれについて検討を行

い、参画研究者間の意識共有を進めた。社

会実装の方向性は、国際的ニーズに対応

するもの（気候変動緩和策や島嶼課題な

ど）と地域のニーズに対応するもの（ミャ

ンマーの気候変動適応策やエチオピアの

流域管理課題など）に大別し、アウトカム

につなげる活動等必要な取り組みを検討

した。 

○開発されつつある技術とその導入による

効果は、把握されたニーズに反映するこ

とが肝要である。気候変動対応や島嶼環

境保全のような国際的なニーズに対して

は、技術導入のインパクトを事前に評価

することが重要であるという認識から、

たとえば平成30年度よりBNI活用プロジ

ェクトで研究課題として位置づけ、今年

度から専門家を配置し実施している。 

○一方、地域の技術ニーズについては、農

家の家計や地域の市場や経済へのインパ

クトを評価する必要がある。またメコン

デルタのように、気候変動緩和策技術を

統合する効果は、統合前と統合後の差を

評価することによってインパクトを把握

することが重要であり、今年度から実施

している。 
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○評価結果等を

踏まえた研究課

題の改善、見直

しが行われてい

るか。 

＜評価指標＞ 

・どのような体

制で検討を行っ

たか。 

・評価において

受けた指摘事項

や、社会的情勢

や技術開発動向

等に即したニー

ズの変化等、課

題の進行管理に

おいて把握した

問題点に対する

改善や見直し措

置 

・改善、見直し

措置に伴う、資

源の再配分状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

果ガス（GHG）の削減と水稲安定生産の両立の観点から実証試験を進めており、次年度には

メコンデルタ現地の行政官の参加するワークショップの開催を目指している。同地域の水

稲収量が雨季作に低下するメカニズムが明らかにされたことから、現地でカウンターパー

トとともにセミナーを開催し成果を報告するとともに、得られた知見と対応策について農

業普及員向けのパンフレット等にまとめる準備を開始した。畜産課題については、研究担

当者がハノイにあるベトナムの農業農村開発省（MARD）の本部を訪問し、カントー大学や

南ベトナム畜産研究所と共同で進めている、反芻胃メタン発生抑制技術の開発と糞尿処理

過程からの GHG 発生の現状調査についての成果を担当官に報告するとともに、この分野で

の施策の方向性についての情報を得た。さらに GRA-LRG（畜産研究グループ）の全体会合

ならびに東南アジア会合では、国際農研がベトナムとタイで実施している研究の国際的な

価値と成果の活用について議論を行った。 

適応策課題では、天候インデックス保険の課題について、日本の民間損保会社との情報

交換を進めるとともに、ミャンマーの対象地域で農業保険の販売を企画している JICA プ

ロジェクトとの交流も行っている。水リスクへの対応策検討課題は、ミャンマー農業畜産

灌漑省（MoALI）の現地灌漑水利局の洪水対策の行政担当官をカウンターパートとして、常

に意見交換をしながら研究を進めており、また農業研究局に対しては圃場消費水量等の計

測や解析技術の研修を行っており、成果の受け渡しと実施可能性は高いと考えられる。

WeRise については、その迅速・確実な社会実装を進めるための実証試験をフィリピン稲研

究所（PhilRice）と共同で進めるとともに、インドネシアでは ToT（指導員のための研修）

を実施し農業普及員の WeRise 利用能力向上を行った。また両国で、普及員用と研究開発

用の２種類の WeRise マニュアル（仮称）の原稿を作成した。再生稲栽培（SALIBU 農法）

技術に関しては、カウンターパート機関である MoALI の農業研究局とともに、技術マニュ

アルを含む政策提言案をとりまとめた。 

「アフリカ流域管理」プロジェクトのブルキナファソ課題においては、昨年度ステーク

ホルダーとの会議を開催したことで、カウンターパート機関である環境農業研究所

（INERA）にプロジェクトとその成果物に対する高いオーナーシップが醸成されたことは

特筆に値する。この会議の中で確認されたとおり、開発技術の受け渡し先である政府機関

CNRST（国立科学・技術振興センター）に、プロジェクトの開発技術２件（昨年度の主要成

果である「土壌タイプ診断のための地中レーダー」と前中期から継続して研究を進めた「土

壌保全技術」）を提出した。ブルキナファソに倣い、エチオピアにおいてもステークホルダ

ー会議を今年度開催し、研究者に加え州や郡の行政官や農民組織の代表が参加した。特に

研究対象としているティグライ州の農業局は、もともと共同研究の JRA の傘の中には入っ

ているが、研究成果のユーザーとして最も重要であることから、局長を日本に招へいし国

際農研でセミナーを開催するなど、今年度より本格的な交流を開始した。 

「アジア・島嶼資源管理」プロジェクトの島嶼環境課題では、前述のようにパラオにて

農民参加型の Mother-Baby 法による土壌保全栽培技術の実証試験を開始した。また台湾技

術ミッションや現地婦人会の協力も得ながら、タロイモ栽培農家を対象とした説明会や技

術講習会を計３回実施した。サトウキビ肥培管理の課題では、プロジェクトサイトである

フィリピンのネグロス島でカウンターパート機関である砂糖統制庁（SRA）が主導して本

プロジェクトの成果を含む商業規模の栽培試験が開始され、大きく社会実装が進展した。

 

 

 

○評価において受けた指摘事項、現地の治

安状況や、農業や環境をめぐる国際的な情

勢の移り変わり、さらに国際農研の研究陣

容の変化等に対応するため、プロジェクト

リーダーとプログラムディレクターで課題

の見直しを行い、企画連携部とも相談しな

がら、リソースの再配分を行った。 

 

①ブルキナファソやエチオピアでの治安情

勢の変化に的確に対応し、出張の時期、

用務地、移動手段等を検討し、研究者の

安全に努めた。とりわけブルキナファソ

では、プロジェクトの実証サイトに渡航

できなくなったため、研究員とカウンタ

ーパートがしっかり話し合い、INERAの研

究員が圃場での調査を行う等の体制作り

を行った。また開発技術の実証サイトと

して、セネガルで実施する可能性につい

て検討をしている。 

②メコンデルタの AWD をはじめとする水田

関連課題において、技術開発は水稲三期

作を前提に進めてきたが、ベトナム国の

施策として三期作⇒二期作が進められつ

つある。二期作の場合、休閑が入り全体

のコメ生産量が下がるため、市場価格の

高い水稲品種あるいは有機栽培米等の検

討も課題の中で実施している。 

③昨年度外部評価委員から指摘いただいた

点であるが、主要成果である地中レーダ

ーの技術普及の道筋として、ブルキナフ

ァソ政府の技術審査委員会での採用を目

指す活動を実施している。 

④新規課題については、その準備のための

経費を PD 裁量費からも支出した。また任

期付き研究職員が参画する課題には、同

様に PD 裁量経費を多く配分し、原著論文

による成果公表につながる良質な調査研
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○成果の社会実

装に向けた検討

と取組が行われ

ているか。 

＜評価指標＞ 

・どのような体

制で検討を行っ

たか。 

・成果の社会実

装に向けて行っ

た具体的取組 

〈モニタリング

指標〉 

・シ ンポ ジ ウ

ム・セミナー等

開催数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

またこれに合わせて、農家向けのセミナーも３回開催された。また広域的な地下水の水質

長期モニタリングを SRA の主導で継続し、減肥栽培技術導入による環境へのインパクトを

評価する体制を整えた。塩害対策課題については、ウズベキスタンにおける農業技術協力

の案件形成に向け、農林水産省国際部に対し低コスト浅層暗渠排水（カットドレーン）に

よる塩害軽減技術を紹介した。 

「BNI 活用」プロジェクトでは、CIMMYT との共同研究で開発した野生近縁種の染色体を

一部取り込んだ高 BNI コムギ系統について、各地の圃場での実証試験を開始した。特にコ

ムギの世界的穀倉であるインド北部にある南アジアボーローグ研究所（BISA）の圃場での

展開は、BNI 研究の成果を社会実装につなげるための重要なステップである。また今年度

から、BNI 技術導入による環境、農業、ならびに関連産業等へ及ぼす社会的効果を評価す

るための事前インパクトアセスメント（ex-ante impact assessment）を開始した。BNI 技

術の効果についてはまだ定量的なエビデンスが少ないため、いくつかのシナリオを用意し

将来予測を行う。また BNI 技術が導入された将来像から、逆にどのような BNI 技術が求め

られるのか、開発技術の目標を定めることも意義があると考える。また社会実装への取り

組みとして、ブラキアリア牧草の BNI 能を活用した環境調和型の農林牧システムを構築す

るため、コロンビアの研究機関と組んで SATREPS に課題提案、応募した。 

プログラムに共通する視点として、雑誌や書籍に発表された公表論文に対し、特に途上国

の研究者によるアクセスの自由が成果の社会実装に繋がるとの考えから、研究成果のオー

プンアクセス化について検討し、状況や予算の許す範囲で実施した。 

究が実施できるような研究環境を整え

た。任期付き研究員のエフォートについ

ては担当領域長と話し合うことにしてい

る。 

 

 

 

○課題の担当者とプロジェクトリーダー、

ならびにプログラムディレクターが、成果

の最大化と社会実装に向けた取り組みにつ

いて検討を行い、検討結果にしたがって以

下の取り組みを行った。なお、この取り組

みのモニタリング指標であるシンポジウム

とセミナーの回数は、イベントの多かった

昨年度に比べ減少したが、今年度はプロジ

ェクト成果の社会実装について検討するワ

ークショップやセミナーが計 6 回開催され

た。 

 

①ベトナムではカントー大学とよく連携

し、定期的に共催しているプロジェクト

のワークショップで今年度、議題の中に

重点化項目として技術普及と社会実装に

関する意見交換の時間を設けた。特に水

田稲作や畜産を巡る現地の変化を見据え

ながら、臨機応変に対応することが肝要

であるとの結論に至った。 

②「BNI 活用」プロジェクトでは、進捗が飛

躍的に進んだ高 BNI コムギの育成課題を

重点化し、系統の圃場でパフォーマンス

と環境への効果を調査するため、インド

の BISA 他で圃場試験を展開した。 

③「アフリカ流域管理」プロジェクトでは、

ブルキナファソにおいてカウンターパー

ト機関の INERA と共催で、農家が試験圃

場での技術展示を見学し、農家による技

術の評価を行う試みがされた。 
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○中長期計画達

成に向け、ニー

ズに即した成果

が創出され、社

会実装に至った

か。 

＜評価指標＞ 

・具体的な研究

開発成果と社会

実装状況（見込

含む） 

〈モニタリング

指標〉 

・技術指導件数

（現場等の要請

に応じて実施し

たもの） 

○現地のニーズに即して創出され、社会実

相に至った成果としては、以下が上げられ

る。 

 

①エチオピア高原の小流域のため池堆砂量

の推定と堆砂利用技術について、浚渫し

た堆砂による農地造成が成功し、移転先

である州の農業局から、裨益者である農

家の収入増を通じ現地の経済発展に貢献

する技術として評価された。 

②パラオの傾斜農地で実証した保全農業技

術はユーザーである現地農家の関心が高

く。数回の技術指導を含む実地研修を経

て普及する可能性が高い。 

③フィリピンではサトウキビの環境調和型

の肥培管理技術の普及により数億円規模

の経済効果を見込んでおり、砂糖統制庁

（SRA）が栽培指針として農家に普及する

とともに、プロジェクトはモデル適用に

より研究成果を面的に拡大する方針であ

る。 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

成果公表（査読付き原著論文）の数が改

善している。さらに計画的かつ積極的に成

果公表を行うよう指導し促進を図る。今年

度、論文公表のタイミングが合わずにプレ

スリリースすべき研究成果が出せなかった

が、投稿済みや投稿間近の研究成果が公表

されるので、来年度にはプレスリリースを

複数行う予定である。 

ブルキナファソの INERA との関係におい

ては、研究リソースをお互いに出し合うな

ど共同研究に対する理解と信頼が醸成され

たが、プロジェクトの実証サイトに渡航で

きないことが、研究成果の質を下げる要因

として懸念される。 

BNI 活用プロジェクトで長年 BNI 活性の
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アッセイのために使用してきた組換え体

Nitrosomonasを培養するインキュベーター

を今年度 PD 裁量費で更新した。 

年度末からにわかに流行が始まった新型

肺炎ウィルスへの対応として、2 月半ばか

ら 3 月の外国出張については、中止あるい

は早期帰国とした。実施できなかった現地

での業務についてプロジェクト内で取りま

とめを行い、必要に応じて予算とともに次

年度の計画に反映させることとした。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評価調書（研究業務の推進）様式  

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－６－（１）－２ 熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第十一条 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】アフリカの食料問題解決のため市場での流通や消費

拡大を目指したイネ、畑作物の安定生産技術の開発 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 参考指標 単位 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度  28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

シンポジウム・セ

ミナー等開催数 
件 4 4 4 3  予算額（千円） 792,079 798,371 812,267 801,827  

技術指導件数 件 8 9 7 7  決算額（千円） 747,858 752,248 747,388 710,241  

査読論文数 件 29 36 48 43  経常費用（千円） 906,992 988,100 994,820 974,873  

学会発表数 件 51 56 35 30  経常利益（千円） △68 8,789  7,118 4,110  

研究成果情報数 件 6 13 7 6  
行政サービス実施コスト（千円） 765,120 838,011 838,715 － － 

行政コスト（千円） － － － 1,039,154  

主要普及成果数 件 0 0 1 1  エフォート（人） 36.46 41.89 38.30 38.81  

特許登録出願数 件 0 0 0 0   うち運営費交付金 23.58 28.47 25.85 25.19  

品種登録出願数 件 1 0 0 1   うち外部資金 12.87 13.42 12.45 13.62  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。30 年度以降のエフォート調査では、特定のセグメントに属さないエフォートを「運営管理」に係るものとして別に集計した。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

世界人口の増加や新興国における経済成長及び所得水準の向上により、中長期的には世界の食料需

給がひっ迫することが懸念されている。低肥沃度や乾燥等の不良環境のため農業生産の潜在能力が十

分に発揮できていない熱帯等の開発途上地域を対象として、アフリカをはじめとする世界の栄養改善

に向けて、食料増産を推進することが重要である。 

このため、アフリカの食料問題解決のため市場での流通や消費拡大を目指したイネ、畑作物の安定

生産技術の開発【重要度：高】、低肥沃度や乾燥等の不良環境に適応可能な作物開発と利用技術の開

発を行う。さらに、各国とのネットワーク研究等を活用し、我が国への侵入・拡大が懸念される越境

性の作物病害虫に関する防除及び侵入・拡大抑制技術等を開発する。 

さらに、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証試験を行うとともに、マニュアルや解説資料等

を作成し、品種開発関係者や行政部局、農民に対して開発技術の速やかな普及を図る。 

中長期計画 

 食料増産の推進とアフリカをはじめとする世界の栄養改善に向けて、低肥沃度や乾燥等の不良環境

のため農業生産の潜在能力が十分に発揮できていない熱帯等の開発途上地域を対象として、現地の研

究機関等と共同で技術開発や実証試験を行うとともに、マニュアルや解説資料等を作成し、品種開発

関係者や行政部局、農民に対する開発技術の速やかな普及を図る。具体的には以下の研究を重点的に

実施する。 

アフリカにおいて、食用作物遺伝資源の多様性の利用技術及び栽培環境に適応した高い生産性や地域

の嗜好性に適応した作物育種素材を開発するとともに、有機物や水等の地域資源を有効に活用した作

物生産・家畜飼養技術等を開発する。【重要度：高】 

低肥沃度、干ばつ、塩害等の不良環境に適応可能な高生産性作物を作出するための基盤技術を開発す

るとともに、先導的な育種素材の開発及び開発途上地域のほ場での評価、利用技術の開発に取り組

む。 

我が国への侵入・拡大が懸念される越境性の作物病害虫防除に向け、移動性害虫や媒介虫の発生生

態解明に基づく防除及び侵入・拡大抑制技術を開発する。また、JIRCAS がこれまでに構築した研究
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ネットワークを活用して病害抵抗性品種を育成する。 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食料増産の推進とアフリカをはじめとす

る世界の栄養改善に向けて、低肥沃度や

乾燥等の不良環境のため農業生産の潜

在能力が十分に発揮できていない熱帯等

の開発途上地域を対象として、農産物の

安定生産技術の開発を進める。具体的に

は以下の研究を重点的に実施する。 

 

 

 

アフリカにおける食料と栄養の安全保障

促進への貢献をめざし、イネ増産につい

ては、生産性等に優れた育種素材や栽培

技術の現地評価と、開発された技術の普

及に必要な条件の検証をさらに進める。

地域作物については、ヤム・ササゲの有

用形質評価手法の実証・利用を進めると

ともに、パートナー機関への提供を開始

する。耕畜連携については、サイレージを

利用した酪農技術の検証を進めるととも

に、飼料と食料の多目的作物について収

量性・耐乾性、栽培手法の比較評価を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度の実績概要】 

プログラムＢ「熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発」（農産物安定生産研

究業務セグメント）では、食料増産の推進とアフリカをはじめとする世界の栄養改善に向けて、低肥

沃度や乾燥等の不良環境のため農業生産の潜在能力が十分に発揮できていない熱帯等の開発

途上地域を対象として、農産物の安定生産技術の開発に取り組んでいる。 

令和元年度は、社会実装を意識して研究を推進し、研究成果を着実に論文として発表するとと

もに、合理的な根拠（エビデンスとしての論文）に基づく育種素材開発・技術開発を推進した。加え

て、栄養強化等の課題の立案、選択と集中による課題の見直し、重要度と研究段階に応じた予算

配分、PD 裁量経費の再配分による研究の活性化、農研機構、民間企業を含む国内外の関係機

関との連携強化、社会への情報発信等を通じて研究成果の最大化に努め、以下の進捗を得た。 

 

アフリカにおける食料と栄養の安全保障促進に資するため、アフリカの食料問題解決のための

イネ、畑作物等の安定生産技術の開発に係る課題については中長期計画において【重要度：高】

と位置づけ、研究資源を重点的に投入した。「イネ増産」では、マダガスカルにおいて、陸稲

NERICA4 とリン欠乏条件で優れた生育を示すアウスイネの DJ123 の交配系統を畑圃場で栽培

し、在来品種に比して 40%増の収量を示す系統を選抜した他、リン酸欠乏耐性遺伝子座 Pup1 を

有して収量性が高く、生育期間が短いイネ 7 系統について、品種登録のための適応性試験を同

国種子管理委員会（SOC）と共同で開始した。また、同国の中央高地土壌においてイネへのリン供

給力指標となる土壌中酸性シュウ酸塩抽出リン含量が、室内分光計測で得られた分光反射スペク

トルから迅速に推定できることを明らかにした。さらにリンの利用効率化についても、リンと土を混合

したスラリーに移植苗の根を浸すリン浸漬処理が、表層施肥に比べて減肥・収量改善効果がある

ばかりでなく、生育日数も 1 週間以上短縮することから、同国の低温など生育後半のストレスが生

じ易い圃場でより効果的であることを明らかにした。社経分野では、ガーナ北部の小規模ため池を

用いた灌漑農家の経営条件、水利条件、社会条件を反映した営農計画モデルを作成し、灌漑稲・

野菜作の技術導入に伴う所得向上、安定化効果を解明するとともに、技術導入にあたってのリスク

許容度に応じた最適作付・水利用オプションも解明・提示した。「地域作物の活用」については、

日・時間が異なる条件でも蒸散速度の比較を可能とする、熱画像を利用した新しい葉面気孔伝導

度を提案するとともに、その指標を用いてササゲ遺伝資源における蒸散速度の遺伝的多様性を明

らかにした。また、ホワイトギニアヤムの品種識別を簡易・迅速化する、SSR マーカーを利用した品

種識別技術パッケージを構築して国際農研ホームページ上で公表した。「耕畜連携」については、

モザンビークで調製したサトウキビの葉を原料とするケイントップサイレージとトウモロコシの茎を原

料とするコーンストーバーサイレージが、良質で栄養成分も保持することを明らかにした。また、家

畜給与試験では、コーンストーバーサイレージの採食性が最も優れており、ケイントップサイレージ

もネピアグラスサイレージと同様の、良好な嗜好性を示すことを明らかにした。さらに牛糞堆肥施用

はササゲの子実収量を増加させるものの、ササゲの茎葉収量に対しては品種により、サツマイモの

茎葉収量に対しては品種および灌漑の有無により、効果が異なることを明らかにした。加えて、モ

ザンビーク南部の小規模農家が酪農を通じて効率的な耕畜連携を実現するための複合経営計画

評定 A 

＜評定の根拠＞ 

研究マネージメントについては、全参画メ

ンバーに、社会実装を意識して研究を推進

し、研究成果を着実に論文として発表すると

ともに、エビデンスに基づく育種素材開発・

技術開発を推進するよう指導した。さらに世

界蔬菜センターとの野菜遺伝資源に関する

共同研究を開始し、新たに採択されたキヌア

に関する SATREP 課題を通じた栄養強化の

ための研究課題の立案、旗艦プロジェクトで

あるアフリカ食料や栄養関係の新規課題を

中心にした予算配分、3 回に分けた PD 裁量

経費の再配分による研究の活性化、農研機

構、民間企業を含む国内外の関係機関との

連携強化、TICAD7・G20 MACS・JIRCAS 国

際シンポジウム等による積極的な社会への

情報発信等を通じて、研究成果の最大化に

尽力した。 

 

研究開発成果については、以下のように、

当初の計画以上と見なせる顕著な研究成果

の創出や顕著な社会実装の進展が認められ

た。 

 西アフリカの重要な主食作物であるホワ

イトギニアヤムの品種識別技術パッケー

ジの開発：これまで外観からの品種識別

が非常に困難であり育種や苗生産の現

場において長年の問題であったが、平

成 29 年度の研究成果（ゲノム情報の解

読とマーカー開発）を発展させることで、

品種識別を可能にした。育種や苗生産

の効率化や質的向上のブレークスルー

となり、西アフリカの食料安定生産に貢

献するものである。 

 マダガスカルの低いリン供給能土壌にお

けるイネ生産向上技術の開発：(1)リン吸
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不良環境に適応可能な作物開発技術

の開発については、根長および窒素利用

の効率化に関わる遺伝子を導入するため

の戻し交配を継続するとともに、遺伝子固

定系統の中から優良系統を選抜する。

IR64 の遺伝的背景を持つリン酸利用効率

関連遺伝子導入系統の適応試験を開始

する。耐塩性遺伝子を途上国のダイズ普

及品種へ導入するための戻し交配・選抜

を継続する。キヌアにおいては、有用分子

素材や変異体を同定する。 

 

 

 

サトウキビとエリアンサスの属間雑種

BC1 から株出し性が優れる育種素材を選

定する。SSR マーカーによる解析等により

エリアンサスの高密度連鎖地図を作製す

る。さらに、多用途型サトウキビの機械収

穫特性を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

ベトナム国内のイネウンカ類に対する抵

抗性遺伝資源の保有状況を調査する。サ

バクトビバッタの交尾および産卵特性を明

らかにする。サトウキビ白葉病に関する健

全種茎生産技術を現地実証試験で評価

する。イネいもち病抵抗性遺伝子集積個

体の選抜と抵抗性固定系統を確保する。

ダイズさび病抵抗性遺伝子の集積品種育

成の戻し交配を継続する。ダイズ紫斑病

に対する抵抗性育種素材を探索する。 

モデル（意思決定支援モデル）を作成し、農家の食料自給、リスク分散、農外所得の確保、乳牛の

飼料自給、淘汰更新などを可能とする酪農経営の所得増大効果と成立条件を明らかにした。 

 

不良環境に適応可能な作物開発技術の開発については、フィリピン、インドネシア、バングラデ

シュのイネ品種群への根長および窒素利用の効率化に関わる qRL6.1 導入に関する戻し交配を継

続した。フィリピンの良食味イネ品種 NSIC Rc 160 および多収イネ品種 NSIC Rc 240 に qRL6.1 を

導入した BC4F4 系統について、異なる窒素条件で qRL6.1 の導入効果を確認し、優良系統を選抜

した。ネパールの 4 村で 30 の IR 64-Pup1+系統を評価した結果、IR 64 および現地品種よりも高い

収量を示す系統が認められた。イネの一穂籾数を増加させる量的遺伝子座 SPIKE は、インド型品

種 IR64 背景では収量水準が 5 t ha-1 を超えると穂数を減少させ増収効果が低下するが、収量水

準が 5 t ha-1 以下では穂数を減少させず増収に寄与するため、開発途上地域の多くの低肥沃度

環境や少量施肥栽培でその効果を発揮することを明らかにした。中国の現地ダイズ品種と耐塩性

系統 4 つの組合せの F4、F5 および BC1F3 世代種子を獲得した。また、現地選抜した耐塩・多収系

統は中国の国新品種審査試験に参加した。ボリビア北部高地、南部高地および低地型のキヌア

系統について、細胞生物学的活性およびカリウムイオン含量を解析し、南部高地群の塩耐性が高

いことを明らかにした。 

 

不良環境でのバイオマス生産性が優れる新規資源作物とその利用技術の開発については、タ

イのサトウキビとエリアンサスの属間雑種 BC1 有望系統から根の貫入力が強くバイオマス生産量が

大きい育種素材を選定した。GRAS-Di 法を用いて約 3000 の多型マーカーから構成されるエリアン

サスの高密度連鎖地図を作成するとともに、本連鎖地図上に約 50 の SSRマーカーを位置付けた。

多用途型サトウキビの安定栽培技術を開発するために、多用途型サトウキビ品種 TPJ04-768 の機

械収穫特性を明らかにした。TPJ04-768 は機械収穫が可能で、製糖用品種 KK3 と比べると、トラッ

シュの割合は約 2 倍になるが、破損していない収穫茎の割合が多く、収穫に要する時間が短いこ

とを示した。サトウキビとススキ属植物との属間雑種 F1 には、サトウキビより低温条件下での光合成

特性や高緯度地域でのバイオマス生産性が優れる系統があることを明らかにした。さらに、サトウキ

ビとサトウキビ野生種との種間交配を利用してサトウキビ新品種「はるのおうぎ」を育成した。本品種

は、株出し萌芽性に極めて優れ、茎数が多く、鹿児島県熊毛地域において春植え、株出しの両作

型で原料茎重と可製糖量が普及品種より多い。 

 

国境を越えて発生する病害虫に対する防除技術の開発については、ベトナム国内のイネウンカ

抵抗性遺伝資源の保有状況について調査し、ベトナム北部では 3 つの研究機関がウンカ抵抗性

品種の作出を行っていることを把握した。関連の文献調査により、バイオタイプの異なるウンカ系統

を保有している機関はないと推測された。ベトナム北部の稲作農家が使用する殺虫成分は多様で

あり、成分使用回数が農家水田内のウンカ密度低下に寄与する程度は低いことを解明した。殺虫

剤使用時の薬液の付着程度がウンカの生息部位で低いことが、低効果の一つの要因と考えられ

る。モーリタニア国立サバクトビバッタ防除センターと共同で、サバクトビバッタの孤独相成虫は、孤

独相に典型的な繁殖特性（小卵多産）であることを示すデータ及び交尾時の卵巣の発達程度に関

するデータを収集した。サトウキビ白葉病の健全種茎生産のために開発してきた個別技術を組み

合わせると、白葉病の罹病率が低い種茎の生産が可能になることを示唆する実証試験結果が得ら

収能が高いイネの開発、(2)土壌のリン供

給能の把握技術、(3)効率的な肥培管理

技術の開発に成功した。これらの成果は

関係者の強い関心を呼び、地元新聞で

大きく報道された。これらの品種、技術

は、アフリカにおけるイネ生産の向上に

大きく貢献することが期待される。 

その他、フィリピンにおける SPIKE によるイ

ネ増収効果の実証や、国内向けサトウキビ品

種「はるのおうぎ」の登録出願・パラグアイで

のダイズさび病抵抗性品種登録といった社

会実装の成果も得ることができた。 

 

研究成果の最大化に向けた社会実装の

取組については、以下のように、プログラム

内の課題の連携、プログラム外の課題との連

携、農研機構を含む多くの国内外研究機関

等との連携を強化し、現地のニーズに即した

品種開発、技術開発・指導を推進した。 

 アフリカの小規模農家支援のため、平成

30 年度の主要普及成果である「アフリカ

小農支援のための農業経営計画モデ

ル」をベースに、小規模ため池を用いた

灌漑農家の営農計画モデル、耕畜連携

を実現するための複合経営計画モデル

を開発し、多様なアフリカ小農の支援に

結びつけた。 

 プログラム D と連携し、南米におけるさ

び病抵抗性品種の導入による殺菌剤散

布費用の節約効果は大きいことを試算

し、抵抗性品種開発の根拠を明確にし

た。 

 SATREPS をはじめとする外部資金も最

大限に活用し、社会実装の早期実現に

向けて、品種・技術開発に関する実証試

験を加速化させた。 

 農研機構と協力し、野生種を利用して開

発したサトウキビ種間雑種を品種登録申

請して、我が国のサトウキビ産業にも貢

献した。 
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○中長期計画の達成に向

け、ニーズに即した研究課

題の立案が行われている

か。 

＜評価指標＞ 

・課題設定において、中長

期計画への寄与や、ユーザ

ーのニーズが考慮されて

いるか。 

・どのような体制で、どの

ような検討を行ったか。 

・設定した具体的研究課題 

 

 

 

 

○社会実装に至る道筋は

明確か。 

＜評価指標＞ 

・投入する研究資源に対し

て、どのような研究成果と

効果が期待できるか。 

 れた。イネいもち病圃場抵抗性遺伝子 pi21 および PB1 を導入した雑種集団（BCnF4）を、フィリピ

ン、インドネシア、バングラデシュ、ベトナム品種を中心に育成した。ベトナムでは、pi21 と PB1 を導

入した系統の選抜が行われ、かつ遺伝子集積系統も選抜された。パラグアイ、アルゼンチン等の

品種を用いたダイズさび病抵抗性遺伝子の集積品種育成の戻し交配を継続した。パラグアイ

Nikkei-Cetapar との共同研究で育成された 2 品種 JFNC1、JFNC2 は保護登録、商用登録、およ

び育成者名への国際農研併記全てが完了し、ウェブサイトで公表した。アルゼンチン国立農牧技

術院（INTA）と共同で育成している品種については 2 年目の多地点試験を実施した。ダイズ葉片

へ紫斑病菌を噴霧し、1 週間程度で病徴を確認できる接種法を開発した。従来の手法よりも小規

模・短期間で紫斑病抵抗性を評価できるため、本手法を利用し、ダイズ遺伝資源から紫斑病抵抗

性系統の選抜を実施している。 

 

これらの研究によって得られた成果については、国際農研の「知的財産マネジメントに関する基

本方針」に則り、「地球公共財」の観点から、研究成果情報、学術雑誌等への論文掲載、学会での

発表等により積極的に公知化（公表）することを基本とした。なお公表にあたっては、事前に権利

化の可能性、秘匿化に必要性等を十分検討した。この結果、6 件の研究成果情報、1 件の主要普

及成果、43 件の査読論文、30 件の学会発表により公表した。 

 

【中長期計画達成に向けた研究開発及び課題の見直し状況】 

社会実装に向けた研究を強化するため、研究課題の立案に関して次の取組を実施した。 

栄養価の高い作物に関する研究課題：中間点検での検討に基づき、開発途上地域における栄

養強化のため、不良環境耐性作物開発プロジェクトに、課題「栄養価の高い不良環境耐性作物の

開発に向けた研究」を設けた。成果物は、不良環境耐性が優れたキヌア、トマト等の育種素材等で

ある。キヌアについては、地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）課題「高栄

養価作物キヌアのレジリエンス強化生産技術の開発と普及」を申請していたが、今年度、条件付き

で採択された（今年度中の契約が条件）。本研究は、近年の気候変動などにより、唯一の栽培可

能作物であるキヌアの持続的生産が危惧されているボリビアの南部アルティプラノ高原において、

持続可能な農業生態系の保全・管理技術をベースにしたレジリエンス（強靱性）強化キヌアの生産

技術を開発し、普及させることを目的とする。プログラムディレクター （PD）は研究担当者らとボリビ

アの共同研究機関を訪問し、来年度からの本格開始に向けた研究課題の立案・調整や品種登録

への道筋の確認を行った。トマト・アマランサスについては、世界蔬菜センター（WorldVeg）との共

同研究課題について立案し、共同研究契約を締結することができた。プロジェクトリーダー（PL）が

WorldVeg へ出張し、具体的な課題を調整した。昨年度採用した任期付研究員が WorldVeg に長

期間出張し、トマト・アマランサス遺伝資源の評価に関する研究を推進した。 

 

次のように、現地に適した品種の開発・普及、技術の開発・普及に至る道筋を明確化した。 

イネ品種の開発・普及に至る道筋の明確化：アフリカにおけるイネ品種の開発・普及に至る道筋

としては、アフリカ稲センター（AfricaRice）が主催するイネ育種タスクフォース（BTF）等を通じて、対

象地域の試験研究機関に、開発したイネ育種素材を配布し、栽培試験を実施してもらうのが有効

であるが、BTF が予算不足により 2019 年の活動を停止したため、系統推薦ができなくなった。次

年度以降の活動再開時に向けた対応ならびに停止中の代案としてセネガル農業研究所（ISRA）に

 パラグアイの研究機関と共同開発したさ

び病抵抗性ダイズの品種登録を完了す

るとともに、他のネットワーク研究機関に

も抵抗性品種の開発・登録への協力を

依頼した。イネ育種に関するネットワーク

研究機関にも抵抗性品種の開発・登録

への協力を依頼した。 

 

以上のように、研究資源を効果的かつ効

率的に投入し、共同研究機関の協力を得る

ことで、多くの課題が順調に進捗したうえ、更

にいくつかの課題では画期的な成果が得ら

れたことから、自己評価を A とする。 

 

 

 

 

 

○重要政策であるアフリカ開発支援と中長期

計画において【重要度：高】と位置づけた課

題に対応するため、研究資源を集中的に投

入する旗艦プロジェクトとして取り組んでい

る。今中長期計画では、栄養改善のための

研究を強化するため、アフリカをはじめとする

開発途上地域の栄養改善のためには欠か

すことができない野菜・雑穀（トマト、アマラン

サス、キヌア）の遺伝資源の評価に関する研

究課題を本格開始した。キヌアについては

SATREPS 課題が採択された。 

 

 

 

 

 

○主要研究対象国であるマダガスカル、セネ

ガル等において普及品種決定審査と農家へ

の普及のプロセスに関して現地調査や共同

研究者からの聞き取りを行い、品種登録に向

けた道筋をアップデートした。昨年度パラグ

アイにおいてダイズ品種の登録出願上の問
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・期待される研究成果と効

果は、ニーズをどのように

反映しているか。 

・期待される研究成果と効

果に応じた社会実装の道

筋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○評価結果等を踏まえた

研究課題の改善、見直しが

行われているか。 

＜評価指標＞ 

・どのような体制で検討を

行ったか。 

・評価において受けた指摘

事項や、社会的情勢や技術

開発動向等に即したニー

ズの変化等、課題の進行管

理において把握した問題

点に対する改善や見直し

措置 

・改善、見直し措置に伴う、

資源の再配分状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おける現地試験の実施を検討している。マダガスカルにおいてもイネ品種を開発中であるが、普及

については同国種子管理委員会（SOC）が品種登録を担っていることを確認した。選抜された高収

量系統のマダガスカルにおける品種登録に向けた第一歩として、SOC に評価を依頼した。評価は

2 年間行われ、1 年目は種子の均一性と発芽の安定性が調査される。PD もマダガスカルに出張

し、共同研究機関であるマダガスカル国立農村開発応用研究センター（FOFIFA）の所長に、SOC

を通じた品種登録に向けた試験への協力を依頼した。 

ダイズ品種の開発・普及に至る道筋の明確化：昨年度、パラグアイ Nikkei-Cetapar と共同育成し

た 2 品種の登録（保護登録・商用登録）にあたり、共同育成者として国際農研を併記し申請したに

もかかわらず登録証に国際農研が記載されない事態が起こった。Cetapar とともに育成者として登

録されるよう、必要となる文書（品種登録におけるパラグアイでの代表権の付託）の作成を行い、再

登録ができた。また同様の事態が起こらぬよう他国・他機関で共同育成者として国際農研が登録さ

れるための必要条件を現地の共同研究者に確認してもらっていたが、メキシコ以外についてはパ

ラグアイと同様の手続きが必要であることが明らかになった。PD もブラジルで開催した年次検討会

に出席し、各国の共同研究者に、必要な手続きへの協力をお願いした。 

 

次のように、国際社会の情勢や、世界の技術開発動向等に即したニーズの変化、および研究課

題の進行管理において把握した問題点に対する改善や見直し措置を行なった。 

研究課題の改善、見直しに関する検討：昨年度の評価結果等を踏まえて策定された研究課題

に取り組むため、年度始めにプロジェクト毎の研究計画検討会を開催した。PD は、(1) アウトプッ

ト、アウトカムを意識し、社会実装に向けた研究推進、(2) アフリカ開発支援への貢献（第７回アフリ

カ開発会議：TICAD7、アフリカ稲作振興のための共同体フェーズ 2：CARD2、食と栄養のアフリカ・

イニシアチブ：IFNA 等）、(3) 越境性病害虫対応（JIRCAS 国際シンポジウム、G20 首席農業研究

者会議：G20 MACS、国際植物防疫年 2020：IYPH2020）、(4) 研究成果情報・主要普及成果案の

検討、(5) 研究成果の最大化に向けた取組をお願いした。11 月に各プロジェクトの中間点検、12

月〜1 月に年度末内部検討会を実施し、進捗状況の確認と今後の計画を検討した。1 月の所内プ

ロジェクト検討会では、研究課題の改善、見直しに関して検討した。一方、プロジェクト内、実施課

題レベル、外部資金課題（特に SATREPS 課題、農水省補助金課題）でも適宜、所内の参画メンバ

ーに加え、国内外の共同研究者や関連分野の研究員と、積極的に内部検討会、ワークショップ等

（36 件）を開催して協議し、自らの力により問題点に対する改善や見直し措置を行なうことで PDCA

サイクルを強化した。また、昨年度に引き続き、国際稲研究所（IRRI）の研究体制変更等に伴うイネ

育種に係る共同研究体制、共同開発した育種素材に係る契約の見直し等も実施した。PDは、アフ

リカ食料プロジェクトにおいて重点的に研究を推進しているマダガスカルに出張し、研究推進状況

の把握、ワークショップでの研究成果の発信、共同研究機関との連携強化に努めた。また、ネットワ

ーク研究を実施している、イネいもち・イネ育種、ダイズ病害関係の年次検討会に参加するため、

フィリピンとブラジルへ出張し、研究推進状況を把握するとともに、ネットワーク参加国との連携強化

に努めた。 

PD 裁量経費等の活用：旗艦プロジェクトであるアフリカ食料プロジェクトを中心に資源配分する

とともに、次の方針に従って PD 裁量経費を配分し、効果的な研究実施に取り組んだ（5 月、8 月、

10 月）：(1)中長期計画（工程表）の研究内容を確実に達成し、研究成果を最大化。(2) 現地の状

況の変化に適切に対応。(3) プログラム構成メンバーの変化に対応（年度途中の人事異動や若手

題点も明らかになったが、他の国も含め対応

策を講じた。今後、他の研究課題において

も、アウトカムに向けてアウトプットを成果の渡

し手に渡す際にも、社会実装へ向けて適切

な道のりを辿っていることをフォローする必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○昨年度の評価結果を踏まえて改善、見直

しされた研究課題に取り組むため、意思統一

を行った。さらに PD 裁量経費等を用いて効

果的な研究実施に取り組み、アフリカ食料プ

ロジェクトを中心に、重点的に研究強化を推

進することができた。 
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○成果の社会実装に向け

た検討と取組が行われて

いるか。 

＜評価指標＞ 

・どのような体制で検討を

行ったか。 

・成果の社会実装に向けて

行った具体的取組 

〈モニタリング指標〉 

・シンポジウム・セミナー

等開催数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育成型任期付研究員の研究開始の支援）。(4) 研究推進の障害になっている事項に対して、経費

を上乗せすることで解決。さらに、今年度から開始したトマト、アマランサス等の課題についても重

点的に資源配分した。 

 

【成果の実用化・社会実装に向けた取り組み】 

所内のプロジェクト参画者だけでなく、共同研究機関の研究者、現地政府関係者、JICA 関係

者らと、成果の社会実装に向けた検討と取組を行った。さらに成果の社会実装に向けて、社会実

装への道筋を明確にするとともに、品種開発に向けて現地の育種家等と形質について協議して

明確化し、現地品種への有用遺伝子導入を進めた。加えて、以下の取組を実施した。 

公開シンポジウム・ワークショップ等の開催：旗艦プロジェクトであるアフリカ食料プロジェクト関

係のワークショップを 2 件開催した。「イネ増産」関係では、マダガスカルにおいて、SATREPS プロ

ジェクト「肥沃度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフリカ稲作における養分

利用効率の飛躍的向上」の中間評価を兼ねたワークショップを開催し、これまでに達成した成果、

今後の計画、ならびに成果を社会実装に繋げていくためのプロジェクト内外の更なる連携方針に

ついて広く共有した。プロジェクト関係者の他、民間企業、ドナー、他の農業開発プロジェクトなど

計 75 名が参加した。また、現地メディアからも取材を受け、テレビ（2 件）、新聞（2 件）、ラジオ（1

件）および農業畜産水産省の Facebook といったマスメディアを通じて、プロジェクトの成果とワー

クショップの様子がマダガスカル国内に広く発信された。「耕畜連携」関係では、モザンビークにお

いて国立農業研究所（IIAM）、農業食料安全保障省、大学、郡普及サービス、家族経営畜産農

家、企業経営畜産農家を対象とした畜産ワークショップを開催し、モザンビーク南部の畜産におけ

る疾病対策や生産性向上の取り組みについて発表・議論した。約 70 名が参加した。さらに、

JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力」を開催し、地

球規模課題を解決する SDGs への貢献という視点から、植物越境性病害虫に関連する分野の最

前線で活躍する専門家・研究者の講演、討議を通じて、今後の有効な国際研究協力のあり方を

探った。PD、PL が中心になって企画し、PD、PL、病害虫防除プロジェクトのメンバーが座長や講

演者として参加し、研究成果の発表、社会実装に向けた取組について議論した。植物越境性病

害虫の問題に立ち向かうためには、情報の共有、開発途上地域も含んだ国際研究協力、国連食

糧農業機関（FAO）、国際植物防疫条約（IPPC）、国際農業研究協議グループ （CGIAR）などの

国際機関との連携を強めることが確認された。参加者は 189 名。 

共同研究機関等の研究員の人材育成：現地において研究成果を社会実装するためには共同

研究機関等の研究員等の必要な能力を有する人材が不可欠であることから、、人材育成に努め

た（教育 2 名、研究 17 名）。例えば、リン酸欠乏耐性遺伝子等を用いたイネ育種に関する研究に

関連して、日本学術振興会（JSPS）フェローを 3 名受け入れている。サトウキビ白葉病に対する総

合防除体系の確立に向けて「タイにおける健全種茎生産のための種苗増殖管理技術の向上」の

ために、タイから共同研究員を 3 名招へいした。管理者招へい、外国間依頼出張等の交流活動

を 23 件実施した。 

国内外研究機関、企業等との連携の強化：研究開発成果の最大化に向け、国内外研究機関、

企業等との連携を強化した。国内機関との連携（共同研究、委託研究等）は 58 件（昨年度より 13

件増；農研機構との連携は 9 件、企業との連携は 8 件）、海外機関との連携（CRA、JRA、WP 等）

は 53 件（昨年度より 10 件増；MTA は多数のため省略）である。例えば、高バイオマス資源作物関

 

 

○ユーザーの意見を反映した育種研究、技

術開発等に取り組んだ。研究開発成果の最

大化、研究成果の実用化・社会実装の加速

化に向けて、現地政府機関、JICA、企業等と

の連携を強化した。国民に広く国際農研の

研究活動の重要性を知ってもらえるよう、広

報活動にも積極的に取り組んだ。特に今年

度は、旗艦プロジェクトであるアフリカ食料プ

ロジェクト関係のワークショップを 2 件開催す

るとともに、病害虫防除プロジェクトが中心に

なって、越境性病害虫に関する JIRCAS 国

際シンポジウムを開催した。さらに、アフリカ

食料プロジェクトには TICAD7 に、病害虫防

除プロジェクトには G20 MACS（越境性病害

虫セッション、ワークショップ）に協力してもら

い、積極的に研究成果を発信するとともに、

成果の社会実装に向けた関係機関との更

なる連携強化などを確認した。 
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○中長期計画達成に向け、

ニーズに即した成果が創

出され、社会実装に至った

か。 

＜評価指標＞ 

・具体的な研究開発成果と

社会実装状況（見込含む） 

〈モニタリング指標〉 

・技術指導件数（現場等の

要請に応じて実施したも

の） 

係では、研究開発成果の最大化に向け、現地の公的研究機関（タイ農業局及びタイ畜産振興局

の研究機関）との共同研究だけでなく、現地の製糖工場、国内の公的研究機関（農研機構、沖縄

県農業研究センター等）、大学（東海大学、東京農業大学等）、民間（三井製糖、ヤンマー、トヨタ

自動車）等との連携協力を図っている。病害虫防除関係（サトウキビ白葉病）でも、媒介虫に対す

る殺虫剤施用技術および白葉病の簡易検出技術開発に当たっては、研究計画設計の段階から、

想定される利用者である現地の製糖工場や、民間（三井化学アグロ、カネカ等）の協力を得て研

究を進めている。また、イネウンカ類に関する研究では、農研機構（九州沖縄農業研究センター

等）及びベトナムの共同研究機関であるベトナム植物保護研究所と連携した研究を推進している

が、今年度、新たな殺虫剤に対する抵抗性が生じないよう、ダウ・アグロケミカルの協力も得た研

究も進めている。産学官連携活動も 4 件実施した（全て高バイオマス資源作物関係）。国際機関・

行政部局への協力は 9 件。特に、アフリカ食料プロジェクトと PD は、 TICAD7 サイドイベント「ア

フリカを動かす力」に協力し、プロジェクトメンバー3 名が講演者、パネラーとして登壇した。また、

病害虫防除プロジェクトと PD は、G20 MACS に協力した。G20 MACS 越境性病害虫セッションで

は PD が研究事例を紹介した。また、G20 MACS の越境性病害虫の研究連携に関するワークショ

ップにおいて、病害虫防除プロジェクトの 4 名がディスカッショングループのメンバー（うち 2 名は

日本側取りまとめ役）として情報収集に協力し、G20の連携だけでなく開発途上地域との連携の必

要性も強調した。 

科学技術情報の提供：積極的に取り組み、アウトリーチ活動を 22 件行った。ヤム、家畜飼料（サ

イレージ、TMR）、意志決定支援システムに関する研究成果等について、グローバルフェスタ

2019、アグリビジネス創出フェア 2019、中国やマレーシアで開催されたワークショップ等を通じて、

アウトリーチ活動を実施した。PD もブラジルで開催されたバイオテクノロジーに関するワークショッ

プに招待され、農産物安定生産プログラムにおける取組に関して発表した。6 件の学会賞、感謝状

等の表彰を受けた（6 年連続トムソン・ロイター社高被引用論文著者 2 件、日本作物学会奨励賞、

日本農業経営学会論文賞、日本 LCA 学会論文賞等）。 

 

次のように、ニーズに即した品種や技術の開発や技術指導に取り組んだ。 

品種開発：ダイズについては、南米でニーズが大きいダイズさび病高度抵抗性品種を開発して

おり、パラグアイにおいて 2 品種（JFNC1 と JFNC2）の登録が完了した。アルゼンチン、ウルグアイ、

メキシコでもさび病抵抗性育種を推進した。中国で選抜した耐塩・多収ダイズ系統は新品種審査

試験に参加した。イネについては、アフリカ、フィリピン等でも、不良環境耐性や病害虫抵抗性とい

ったニーズに即した品種の開発に向け、現地品種への有用遺伝子導入を進めている。マダガスカ

ルで選抜された高収量系統について、SOC による評価が開始された。有望系統が選抜された成

果を現地で開催したワークショップで発表したところ、現地の新聞で紹介された。フィリピンの 2 種

類のイネ品種に根長・窒素利用の効率化に関わる qRL6.1 を導入し、優良系統を選抜した。インド

ネシア、バングラデッシュのイネ品種群への qRL6.1 導入に関する戻し交配を継続した。アフリカ、

東南アジアの主要イネ品種に、いもち病抵抗性遺伝子を導入した系統の作出に取り組んでいる。

サトウキビについては、タイにおいて食料とエネルギーの増産が求められており、それが可能な多

用途型サトウキビ品種 TPJ04-768 を奨励品種にするための現地適応性検定試験を進めている。

国内では、サトウキビ品種とサトウキビ野生種との種間雑種を交配に利用してサトウキビ新品種「は

るのおうぎ」を育成した。本品種は、種間交配を利用した初めての製糖用品種であり、鹿児島県熊

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○不良環境耐性や病害虫抵抗性といったニ

ーズに即した品種開発、技術開発・指導を推

進している。現地での実証試験で良好な結

果が得られている。さび病抵抗性ダイズの品

種登録が完了した。サトウキビ野生種を利用

して農研機構と開発したサトウキビ種間雑種

を品種登録申請し、我が国のサトウキビ産業

にも貢献した。 

 

＜課題と対応＞ 

遺伝資源の輸入手続きに時間がかかって

おり、ウンカについては 1 年以上の交渉を経

て輸入することができた。しかしバッタについ

ては輸入できていない。開発した育種素材

の形質評価をアフリカ等の環境下で実施す

る必要があるが、イネ等の育種素材の持出・

持込に係る手続きにも時間がかかっている。
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毛地域（種子島）向けの奨励品種としての採用、1,000 ha 以上の普及を見込んでいる。 

技術開発：アフリカにおけるイネ増産のための肥培管理技術の開発が重要であるが、社会実装

に結びつくような重要な知見が得られている。リン浸漬処理は、リン利用効率と収量を改善し、生育

後半のストレスが生じやすい圃場で効果がより高いことを明らかにした。この成果を現地で開催し

たワークショップで発表したところ、現地の新聞で紹介された。さらに、西アフリカにおいて重要な

作物であるホワイトギニアヤムの品種識別を簡易迅速にできる SSR マーカーを利用した品種識別

パッケージを構築して公表した。また、東南アジアで問題になっているサトウキビ白葉病について

は、これまでの研究で、サトウキビ白葉病課題において来年度に公表予定の「サトウキビ白葉病対

策としての健全種茎生産マニュアル」の根拠となるデータが揃った。 

技術指導：タイ及び国内で 7 件の技術指導を実施した。例えばタイのサトウキビ製糖工場に多用

途サトウキビの利用について指導した。また、農家や石垣島製糖等に対し、エリアンサスペレット

や、フィルターケーキ利用等について指導した。 

適切な手続きを取りつつ、速やかに遺伝資

源・育種素材の輸出入を図りたい。 

アフリカにおけるイネ品種の開発・普及の

ためには、AfricaRice が主催する BTF を通

じて、対象地域の試験研究機関に開発した

イネ育種素材を配布し、栽培試験を実施して

もらうことが有効であるが、BTF が予算不足

により 2019 年の活動を停止した。次年度以

降の活動再開、代案としてセネガル等にお

ける現地試験の実施について検討する。 

治安上のリスクが存在する国については、

現地の最新の安全情報を入手するとともに、

無理のない活動・出張計画を設定し、事故

等が起きないよう対処しつつ現地での試験

研究を実施することにより、着実に研究成果

を創出する。 

今年度末に始まった新型コロナウイル

スの世界的な感染拡大によって、国内外

の研究推進に大きな影響が出ており、今

後の予定を立てることが困難な状況にな

っているが、感染の拡大防止や職場の安

全確保に留意し、パートナー機関との連

携を強化しつつ、できるだけ研究業務の

継続に努める。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－６－（１）－３ 開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第十一条 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】フードバリューチェーン構築を推進し、アジアにお

ける地域資源の高付加価値化技術を開発する 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 参考指標 単位 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度  28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

シンポジウム・セ

ミナー等開催数 
件 ４ 32 ４ ３  予算額（千円） 672,626 679,272 676,723 666,260  

技術指導件数 件 ２ ４ ０ ６  決算額（千円） 616,891 626,348 617,549 607,558  

査読論文数 件 36 26 16 28  経常費用（千円） 657,602 663,415 650,258 677,440  

学会発表数 件 27 37 52 29  経常利益（千円） △34 881 △1,555 21,425  

研究成果情報数 件 ６ ４ ４ ７  
行政サービス実施コスト（千円） 617,157 668,635 659,140 － － 

行政コスト（千円） － － － 725,745  

主要普及成果数 件 ０ ０ ０ １  エフォート（人） 25.62 30.05 27.75 29.07  

特許登録出願数 件 ３ ３ １ ２   うち運営費交付金 23.71 27.57 24.57 25.05  

品種登録出願数 件 ０ ０ ０ ０   うち外部資金 1.91 2.48 3.18 4.02  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。30 年度以降のエフォート調査では、特定のセグメントに属さないエフォートを「運営管理」に係るものとして別に集計した。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

開発途上地域の開発ニーズは、単なる貧困撲滅から経済成長に変化しており、農林水産分野におい

ても、地域における多様な資源を活用した高付加価値化技術の開発が求められている。特に食料資源

に関しては、生産から加工、流通、販売に至る付加価値の高いフードバリューチェーンの構築への貢

献が求められ、我が国の民間企業等の参画も期待される。 

このため、アジア等の開発途上地域における農山漁村開発を支援し、農民の所得向上に貢献するた

め、農林漁村における多様な資源や未利用バイオマス等の地域資源の活用を図ると共に、フードバリ

ューチェーン構築を推進し、資源の高付加価値化技術を開発する【重要度：高】※３。また、農産廃

棄物等のバイオマスの高度利用技術の開発･実用化を推進すると共に、農村における多様な資源の活

用、森林資源の育成･保全と高付加価値化、水産資源の持続的利用と効率的な養殖等、生態系と調和

した資源の活用を図る。 

さらに、これらの研究課題を我が国及び現地の民間企業や研究機関等と連携して推進し、実用レベ

ルでの技術として体系化するとともに、技術マニュアルの作成や技術展示を行い、農民や地域の加工

流通関係者等への速やかな普及を図る。 

中長期計画 

 経済成長に対応した開発ニーズの高まっているアジア地域において、環境と調和した持続性の高い

農林水産業の実現による農山漁村開発を支援し、開発途上地域の農民の所得向上と、我が国が進める

グローバル・フードバリューチェーン戦略に貢献するため、多様な地域資源の活用と、新たな高付加

価値化技術を開発する。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 

高品質な生産物の確保とフードバリューチェーン構築を目指し、高付加価値化が見込まれる農林水産

物の評価手法を開発し、高付加価値化に必要な加工・流通技術を開発するとともに、消費者ニーズの

解明、流通システムの改善による付加価値の向上を図る。【重要度：高】 

資源循環型で持続性の高い農林水産業を確立するため、農産廃棄物等の未利用バイオマスからの糖

質生産と高度利用技術を開発し、実用化するとともに、中山間農村における高付加価値化を目指した

持続的な生産技術と多様な資源の活用技術を開発する。また、森林資源の育成･保全と生産木材の高

付加価値化のための技術及び生態系と調和した人工林の生産性向上のための技術を開発する。水産資

源の持続的利用を目指し、効率的な養殖技術を開発し、生態系と調和した資源の活用を図る。 

これらの取組は国際研究ネットワークを積極的に活用して推進し、我が国及び現地の民間企業等と

連携し技術の体系化と技術移転を加速化する。また、農民等への普及を目指した技術マニュアルの作

成や技術の展示、地域の加工流通業者への技術移転のための情報提供を進める。 
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主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アジア地域における農山漁村開発を支援

し、開発途上地域の農民の所得向上と、我

が国が進めるグローバル・フードバリューチェ

ーン戦略に貢献するため、多様な地域資源

の活用と、新たな高付加価値化技術を開発

する。具体的には以下の研究を重点的に実

施する。  

 

 

 

アジア地域伝統食品の高品質化・高付加

価値化のため、地域特性を考慮した品質評

価法・製造加工技術の適用性の検証・改良

を進め、ネットワーク参画機関等との協力に

より社会実装に向けた取り組みを行う。また、

地域食料の生産から消費までのバリューチェ

ーン形成過程を、市場調査や各種指標をも

とに解明する。 

 

 

 

 

低コストで高効率分解を達成できる生物学

的同時酵素生産糖化法(BSES 法）の高度化

を図るため、微生物集団による連続的な糖

化プロセスを構築するとともに、微生物糖化

技術と藻類による液体燃料生産技術の開発

に着手する。未利用バイオマスからのポリヒド

ロキシ酪酸（PHB）生産技術のプロセス設計

を開始するとともに、作物に対する PHB の施

用効果を明らかにする。 

 

インドシナ中山間農村の生産性向上と生

活・栄養の改善を図るため、低地では ICT 技

術を用いて水稲生産性と品種特性を把握

し、栽培適地図のプロトタイプを作成するとと

もに、水田やため池を利用した農民参加型

【令和元年度の実績概要】 

プログラムＣ「開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発」（高付加価

値化研究業務セグメント）では、アジア地域における農山漁村開発を支援し、開発途上地域

の農民の所得向上と、我が国が進めるグローバル・フードバリューチェーン戦略に貢献する

ため、多様な地域資源の活用と、新たな高付加価値化技術の開発に取り組んでいる。 

平成 30 年度実績に対して、主務省ならびに外部評価委員から、着実な研究の進捗と成果

の作出が評価され、創出された成果の技術移転の加速化が求められたことから、令和元年度

も地域在来資源等を活用するための技術開発に取り組むとともに、研究対象国のステーク

ホルダーへの積極的な情報提供や教材類の作成・配布を行うなど、成果の普及や社会実装に

繋がる活動を強化した。 

 

中長期計画において【重要度：高】と位置づけた課題を旗艦プロジェクトとし、研究資源

を重点的に投入した。本研究では、アジア地域伝統食品の高品質化・高付加価値化のため、

pH 制御によるタイの発酵型米麺カノムチンの液状化抑制技術を提示するとともに、経営調

査によって本技術の製造現場での適用性を検証した。また、ダッタンソバの簡易膨化処理に

よって苦味成分となるケルセチンの生成を抑制しルチン含量を維持する加工技術の開発

や、食品の生理機能性評価に活用できる新規微生物酵素の結晶構造の解明等を行った。開発

技術の社会実装を目指し、アジア食品ネットワークに参画する共同研究機関（カセサート大

学）とともに、発酵型米麺に関する知見をまとめたタイ語の小冊子を作成した。さらに、ラ

オスの淡水魚発酵調味料パデークに関して、品質向上技術の開発に取り組むとともに、流通

経路調査による生産から消費までのバリューチェーン形成過程の解明ならびに産業連関デ

ータを用いたモデル構築を行い、誘発される付加価値を明らかにした。 

 

生物学的同時酵素生産糖化法(BSES 法）で用いる好熱嫌気性セルロース分解細菌との共培

養が可能なβ-グルコシダーゼ生産菌を発見し、特徴解明を進めた。本菌を加えることで従

来の BSES 法で必要としていたβ-グルコシターゼ酵素の添加が不要となり、微生物集団に

よる連続的な糖化プロセスが構築された。また、微生物糖化技術と藻類による液体燃料生産

技術の開発に着手し、セロビオースや酢酸など培養糖化液中に含まれる有機物を直接、液体

燃料へ変換できる藻類を見出した。さらに、バイオマス中に含まれる未利用デンプンから直

接、ポリヒドロキシ酪酸（PHB）を生産する技術を開発するとともに、水稲に PHB を施用す

ることで窒素肥料の低減が可能であることを示した。 

 

 

ラオスにおいてドローンを用いて取得した地形情報ならびに地上調査で取得した水資源

及び土壌情報を用いて一筆毎の水稲収量を予測するモデルを作成し、対象村の水稲生産ポ

テンシャルマップを作成した。また、農民参加型養魚技術の開発にあたり、溜め池養魚の生

産性及び経済性評価を行い、高密度多給型の集約的な養魚が高い収益性を示すことを明ら

かにした。丘陵地農業に関しては、農民参加型試験による陸稲高収量品種の選抜に加え、栽

評定 Ａ 

＜評定の根拠＞ 

研究マネジメントについて、フィリピン

で行っている多栄養段階複合養殖技術の

実証試験から明らかになった課題や、オイ

ルパーム産業及びラオスのコメに関する

動向調査等から把握したニーズに対応す

る研究を開始するなど、PDCA に基づきセ

グメントに配分された研究資源の効果的、

効率的な投入を図った結果、研究開発成果

としてダッタンソバの簡易膨化処理や

BSES 法における共培養が可能なβ-グル

コシダーゼ生産菌等の科学的成果に加え、

調査対象村の水稲生産ポテンシャルマッ

プ、ミルクフィッシュ用魚粉削減飼料等の

実用的成果を多数、獲得した。また、研究

開発成果の最大化に向けた社会実装の取

り組みについては、我が国民間企業と共同

で特許登録出願（インディカ米用籾すりロ

ール）を行ったほか、受益者への確実な成

果の受け渡しに向けた取組を強化し、現地

事業者を対象とした小冊子（カノムチン）

やマニュアル等の作成（ウシエビ混合養

殖）、住民説明会（パデーク）及び現地ワ

ークショップ（ラオス）の開催等を実施し

た。カノムチンの液状化抑制技術について

は令和元年度主要普及成果に採択され、前

述の小冊子を活用した事業者向け講習会

の開催を予定している。また、パデークに

ついては住民説明会によって適切な調製

技術が伝達され、適正な塩分濃度とヒスタ

ミン含量が維持されていることを確認す

るなど、着実な技術の普及が見込まれる段

階に至った。成果の公表や知財化について

も１件の主要普及成果を含む７件の研究

成果情報の公表、２件のプレスリリース、

２件の特許登録出願を行うとともに、これ

までに出願したものの中から４件が特許
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○中長期計画の達成に

向け、ニーズに即した研

究課題の立案が行われ

ているか。 

＜評価指標＞ 

・課題設定において、中

長期計画への寄与や、ユ

ーザーのニーズが考慮

されているか。 

養魚技術を確立する。丘陵地では、農民参

加型による陸稲推奨品種の選抜と高付加価

値化に係る成分評価を行うとともに、高付加

価値 NTFP ポテンシャルマップを作成する。

さらに山間部農村での不足栄養素を補うた

めの指針及び改善技術を提示する。 

 

東南アジア地域森林資源の高付加価値

化技術を開発するため、チーク人工林の成

長や樹形に影響を及ぼす要因を明らかにす

るとともに、林況の土壌浸食への影響を評価

する。さらに、有用樹種の幹材積を推計する

手法を構築する。フタバガキ科林業樹種に

ついて、環境に応じて発現変動する遺伝子

群の検出と展葉を誘導する環境条件の解明

を行うとともに、種内変異と成長特性の連関

を明らかにする。 

 

東南アジア沿岸域において生態系に調和

した水産資源利用技術の開発及び普及に資

するため、二枚貝類の養殖適地選定及び環

境資源の適正利用、地域在来資源の活用や

複合的養殖の普及拡大等を目指した技術開

発ならびに指針のとりまとめを進める。 

 

培環境とルチン等機能性成分の蓄積との関連分析ならびに有用 NTFP（サトウヤシ）ポテン

シャルマップの作成等を行った。さらに、農村部での栄養改善に資する成果として、米食依

存に由来する必須アミノ酸の不足を補う魚貝類の摂取に関する指針を策定した。 

 

 

 

 

チーク人工林について、初期の個体サイズや競争指数（対象木を中心とする円内の胸高断

面積合計）が直径成長に、初期の植栽密度が樹形に影響することを明らかにした。さらに、

林床被覆率や傾斜及び土壌硬度等がチーク人工林における土壌浸食量に与える影響を評価

したほか、ドローンを用いた林分材積推定手法やチークと薪炭林木マイテューの幹材積を

胸高直径等から推計する手法を構築した。フタバガキ科林業樹種について、温度環境に応じ

て発現変動する遺伝子群を検出し、展葉を誘導する環境条件として積算温度が重要である

ことを明らかにした。さらに、成長特性に関する遺伝子連関解析によって、幹の肥大成長を

支配する多数の遺伝子群を検出するとともに、これらを活用したゲノム推定モデルを開発

した。 

 

 

二枚貝類の養殖適地選定及び資源の適正利用に関して、ミャンマーではカキ養殖適地選

定のための河川数値シミュレーションモデルを構築するとともに、カキ稚貝採苗基質とし

てマドガイ殻が有効であることを明らかにした。マレーシアではハイガイ漁場評価のため、

漁場ごとの簡易的指標（肥満度・丸型指数）を比較検討した。地域在来資源を活用する一環

として、ラオスにおける在来淡水エビ種苗生産のための孵化幼生飼育条件を検討し、幼生の

淡水馴致の適正時期を明らかにした。また、複合養殖については、食肉加工後の残渣（チキ

ンミール）を代替タンパク質源として用いるミルクフィッシュ用の魚粉削減飼料を開発し、

有効性を検証した。タイのウシエビ混合養殖では稚エビの選択放流やジュズモ保育区画の

設置等の技術開発により養殖業者が期待する生産量の確保が可能になった。本養殖技術に

ついては養殖業者向けのアプリやマニュアル及びプロモーションビデオの作成を進めるな

ど、普及に向けた取り組みを強化している。 

 

 

【中長期計画達成に向けた研究開発及び課題の見直し状況】 

平成 30年度に実施した中間点検で研究環境の変化や進捗状況を踏まえた抜本的な見直し

を行ったことから、令和元年度の実施課題に大きな変更はないが、フィリピンで開発中の多

栄養段階複合養殖技術について、共同研究者や実証試験に参画した地元漁業者らとともに

行った収益等の検証結果において、養殖対象の一種であるナマコの成長改善が収益化の鍵

となる点が明らかになったことから、ナマコの収容方法の改良試験を開始した。 

また、未利用バイオマスの変換技術の開発に際し、オイルパーム古木（OPT）を利用し

た糖質生産やバイオ燃料・バイオマテリアル製造のための基盤技術の開発が進展している

が、成果を社会実装するには、原材料となる伐採OPTの搬出を促す仕組みが必要であるこ

登録（国内３件、国外１件）されるなど、

十分な成果を示した。以上のように、地域

資源の活用と高付加価値化に資する有用

な技術開発や社会実装に向けた取り組み

において顕著な進展が認められることか

ら評定はＡとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○【重要度：高】とされる課題を旗艦プロジェ

クトに位置づけ、研究資源を集中的に配分

するとともに、重要施策である GFVC 戦略

に貢献するため、我が国民間企業との共同

研究を推進した。また、開発技術の社会実

装を目指し、複合養殖技術の実証試験結

果から明らかになった収益改善を図るため

の試験や、現地の実態調査等から必要性

を見出した OPT の迅速な搬出・利用がもた
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・どのような体制で、ど

のような検討を行った

か。 

・設定した具体的研究課

題 

 

 

 

 

○社会実装に至る道筋

は明確か。 

＜評価指標＞ 

・投入する研究資源に対

して、どのような研究成

果と効果が期待できる

か。 

・期待される研究成果と

効果は、ニーズをどのよ

うに反映しているか。 

・期待される研究成果と

効果に応じた社会実装

の道筋 

 

 

 

 

 

 

 

○評価結果等を踏まえ

た研究課題の改善、見直

しが行われているか。 

＜評価指標＞ 

・どのような体制で検討

を行ったか。 

・評価において受けた指

摘事項や、社会的情勢や

技術開発動向等に即し

たニーズの変化等、課題

の進行管理において把

とが、現地のオイルパーム産業やオイルパーム農園の実態調査から判明している。そこ

で、研究職員及び特別研究員を増員配置し、OPTの迅速な搬出・利用が温室効果ガス削減

や農園環境の健全化に及ぼす効果を明らかにする研究を開始した。 

さらに、これまでに得られた成果を精査し、今後の展望等に基づいて新たな研究計画を検

討・立案するための活動を開始した。ラオスではコメの生産動向に関する経年分析や共同研

究者や農家との意見交換等から、自給作物から商品作物への転換を図る高付加価値化のニ

ーズの高まりを把握している。これまでに 760 系統の陸稲遺伝資源を収集し、栽培試験や

メタボローム分析等の特性評価によって有用な機能性二次代謝産物を見出すなど、現地の

ニーズに即した新たな用途開発や市場指向型陸稲栽培への転換等が期待されることから、

農研機構や公設農試の協力を得て、栽培・育種・加工に関する事前調査を実施した。 

新たな試験の追加や事前調査に対してプログラムディレクター（PD）裁量経費から予算を

補填したほか、理事長インセンティブ経費の提案に協力するなど、研究の拡充や新規立案に

向けた取組を支援した結果、中長期目標期間終了時に期待できる成果の高度化や新たな研

究のニーズ・シーズ分析等が進展した。 

 

 

【成果の実用化・社会実装に向けた取り組み】 

研究成果については、知的財産マネジメントの観点からもっとも効果的な活用方法を検

討し、論文化や学会発表等による公知化を図る一方で、成果の権利化・秘匿化を進めた。こ

の結果、28 報の査読付き論文、１件の主要普及成果を含む７件の研究成果情報を公表する

とともに、２件の特許登録出願を行った。また、これまでに登録出願を行ったものの中から

４件が特許登録（国内３件、国外１件）された。さらに、卓越した学術的価値と実利用の可

能性を有する２件のプレスリリースに加え、３件のセミナー・シンポジウム開催、６件の技

術指導を行った。 

国内外の民間企業との連携によって産業化・製品化を目指す取り組みでは、我が国の民間

企業（バンドー化学）と進めているインディカ米用籾すりロールの開発において、使用する

弾性部材や硬度等の基本設計を確立したことから、令和元年８月に当該企業と共同で特許

登録出願を行い、令和２年２月に特許登録に至った。本共同研究は我が国の食品関連産業の

海外展開に資するものであり、農水省が進める GFVC 戦略への貢献のひとつに位置づけられ

るとともに、特許登録を経て商品化を目指すことで、知的財産マネジメントによる研究開発

成果の社会実装を図る取組としている。また、未利用バイオマスの変換・利用に関しては

OPT からエネルギーやマテリアルを生産するための基盤技術が概ね完成したが、開発技術の

社会実装を進めるには、伐採後、農園内に放置される OPT を積極的に搬出・利用するための

インセンティブ形成が必要となる。このため、地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ム（SATREPS）の「オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指したオイルパーム古木

への高付加価値化技術の開発」において、（株）IHI がマレーシアに設置した実証プラント

を利用し、同社をはじめ日本及びマレーシアの大学や政府機関等との産学連携によって、

OPT 由来の高付加価値製品の製造技術を開発し、OPT の資源価値を高めることで新たな産業

の創出を図る活動を開始した。本取組により、伐採した OPT の搬出・利用を促す仕組みを構

築することで、国際農研が開発した基盤技術の社会実装に向けた進展が期待でき、伐採木の

らすインパクト評価の研究等を新たに開始

した。さらに、ラオスの陸稲に関するこれま

での成果を活用し、コメの高付加価値化へ

のニーズに対応するため、農研機構や公

設農試の協力を得て、育種や加工等、新

たな展開を図るための事前調査を行うな

ど、研究のニーズ・シーズに基づく課題立

案を進めた。 

 

○社会実装の方向性を、ア）産業化・製品化

を目指すもの、イ）現地での開発技術の普

及を図るもの、に大別し、それぞれに即し

た取り組みを実施した。前者の一例である

我が国民間企業との共同研究によるインデ

ィカ米用籾すりロールの開発では、知的財

産マネジメントによる研究開発成果の社会

実装を図るため、令和元年 8 月の特許登

録出願、令和 2 年 2 月の特許登録を経て

商品化を目指している。後者についてはタ

イの製造現場で問題となっているカノムチ

ンの液状化を抑制する技術を開発し、業者

を対象とした講習会や一般市民の食育に

利用する現地語の小冊子を作成したほか、

ラオスにおいてパデークの調製方法に関

する住民説明会を開催した。住民が調製し

たパデークの成分分析を行うなど、説明会

の効果についても検証しており、成果の確

実な普及が見込める段階に至っている。 

 

○平成 30 年度実績に対する評価において、

創出された成果の技術移転の加速化が求

められたことから、フィリピンで行っている多

栄養段階複合養殖技術による一層の収益

化を図るため、養殖対象の一種であるナマ

コの成長改善試験を開始した。また、未利

用バイオマスである OPT を変換・利用する

ための基盤技術が概ね完成したことから、

新たな研究人員を配置し、OPT の積極的

な搬出・利用を促すインセンティブ形成の

ための課題を開始した。 
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握した問題点に対する

改善や見直し措置 

・改善、見直し措置に伴

う、資源の再配分状況 

 

○成果の社会実装に向

けた検討と取組が行わ

れているか。 

＜評価指標＞ 

・どのような体制で検討

を行ったか。 

・成果の社会実装に向け

て行った具体的取組 

〈モニタリング指標〉 

・シンポジウム・セミナ

ー等開催数 

 

○中長期計画達成に向

け、ニーズに即した成果

が創出され、社会実装に

至ったか。 

＜評価指標＞ 

・具体的な研究開発成果

と社会実装状況（見込含

む） 

〈モニタリング指標〉 

・技術指導件数（現場

等の要請に応じて実施

したもの） 

放置による更新阻害や病害虫の発生等のオイルパーム農園が抱える問題解決が図られる。 

一方、現地での技術普及を目指す取り組みでは、主務省等から成果の技術移転の加速化が

求められたことを受け、カノムチンのテクスチャ形成や液状化に関する研究成果をとりま

とめた小冊子の作成、パデーク調製に関する住民説明会の実施、フィリピンで実施している

多栄養段階複合養殖についてのセミナー開催、成果の実利用者となる県農林事務所職員・政府

機関職員等を対象としたプロジェクト横断的なラオスでのワークショップ開催等、研究成果の

発信や技術普及の取組を積極的に進めた。カノムチンの小冊子は、製造業者を対象として実

施する講習会のテキストとして用いる予定であるが、装丁や内容を工夫し、食育にも用いら

れるものとしたことで、事業者のみならず一般市民や若年層を対象とした成果の広報にも

活用できる資料となっている。また、共同研究機関であるラオス大学の協力を得て実施した

パデーク調製に関する住民説明会は、第１回（平成 31 年２月開催）の反応を踏まえ、配合

早見表のラオス語重量表記への改訂や調理手順の説明の追加など、資料や実施方法を改善

した上で、令和元年８月に第２回説明会を開催した。説明会前後に住民から収集したパデー

クを分析した結果、説明会後の検体では有意に塩分濃度が増加し、ヒスタミン濃度が低下す

るなど、説明会で伝えた配合比や調製方法の普及が品質向上に繋がる証左を得ており、住民

説明会に関しても適切なPDCAを実践したことで技術の確実な普及が見込める状況に至って

いる。 

また、タイで開発中のウシエビ混合養殖技術は普及に向けた実証試験段階にあることか

ら、これまでにも重点的にPD裁量経費を配分し、加速化を図ってきたところである。こう

した運営の結果、立地条件が異なる複数の養殖業者との実証試験が進展し、本技術の有用

性評価や普及に向けた課題整理等が進んだ。併せて混合養殖アプリやビデオ等、技術普及

のツールについてもPD裁量経費を用いて作成を進めており、中長期目標期間終了時には提

供可能となる見込みである。 

 

 

 

 

 

○ラオスにおいて開発技術の普及を検討す

る段階に至ったことから、成果の実利用者

となる県農林事務所職員や政府機関職員

等を対象とするプロジェクト横断的なワーク

ショップを開催し、残された課題や効果的

な普及方策等について議論した。また、タ

イのウシエビ混合養殖技術については、養

殖業者との実証試験を重ね、業者が期待

する生産性に到達したことから、マニュアル

やビデオ等、普及ツールの作成を進めた。 

 

 

○伝統食品のフードバリューチェーン向上の

一環として、タイの発酵型米麺カノムチンの

液状化抑制技術を開発し、令和元年度主

要普及成果に選定された。本成果につい

ては技術や知見をまとめた現地語の小冊

子を作成しており、講習会等で利用するこ

とで、製麺業者や発酵米粉業者への速や

かな成果の普及が期待できる。また、加工

や商品化の妨げとなっているダッタンソバ

の苦味を抑制する簡易膨化処理技術の開

発や、BSES 法の高度化・低コスト化が期待

できるβ-グルコシダーゼ生産菌の発見な

ど、地域在来資源の高付加価値化に寄与

する有用な成果を獲得した。 

 

＜課題と対応＞ 

 新型コロナウイルス感染拡大に伴い、出張

計画や共同研究機関での活動内容の変更

を余儀なくされる懸念がある。これまでに得ら

れたデータを用いて論文化やマニュアル作

成等、日本国内で実施可能なとりまとめを進

め、最終年度における成果の確実な作出を

図る。 
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国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター 年度評価 項目別評価調書（研究業務の推進）様式  

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－６－（２） 国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター法第十一条 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0170 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 参考指標 単位 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度  28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

シンポジウム・セ

ミナー等開催数 
件 5 5 1 0  予算額（千円） 239,832 252,996 268,089 269,911  

技術指導件数 件 2 2 0 0  決算額（千円） 225,813 251,035 249,505 237,105  

査読論文数 件 4 3 10 8  経常費用（千円） 247,645 271,973 260,030 260,506  

学会発表数 件 10 8 8 3  経常利益（千円） 2,399 △1,247  △761 2,265  

研究成果情報数 件 2 0 0 2  
行政サービス実施コスト（千円） 221,977 268,941 267,222 － － 

行政コスト（千円） － － － 280,531  

主要普及成果数 件 1 0 0 0  エフォート（人） 8.96 13.13 11.78 11.91  

特許登録出願数 件 1 1 0 0   うち運営費交付金 7.23 11.67 10.63 11.12  

品種登録出願数 件 1 0 0 0   うち外部資金 1.73 1.46  1.15 0.79  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。30 年度以降のエフォート調査では、特定のセグメントに属さないエフォートを「運営管理」に係るものとして別に集計した。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における農林水産業の生産構造及び食料需給・

栄養改善等に関する現状分析、将来予測及び研究開発成果の波及効果分析を行う。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や我が国が進めるグローバル・フードバリューチェ

ーン構築等の施策に資するため、国際的な食料事情、農林水産業及び農山漁村に関する資料を、継続

的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行政組織、企業等に提供する。 

加えて、「農林水産研究基本計画」に定めた基本的な方向に即し、将来の技術シーズの創出を目指

すために重要な出口を見据えた基礎研究（目的基礎研究）を、適切なマネジメントの下、着実に推進

する。 

中長期計画 

ア 国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給、栄養改善及びフードシス

テムに関する現状分析、将来予測及び研究成果の波及効果分析を実施する。 

イ 開発途上地域での農林水産関連の研究開発や、我が国が進めるグローバル・フードバリューチェ

ーン構築等の施策に貢献するため、国内外関係機関との連携や重点地域への職員派遣により、国際的

な食料・農林水産業及び農山漁村に関する情報や資料を継続的、組織的、体系的に収集、整理すると

ともに、国内外の研究者や行政機関、企業等に広く提供する。 

ウ 国内の関係機関間の組織的な情報交流を強化するため、「持続的開発のための農林水産国際研究

フォーラム」（J-FARD）を運営する。 

エ 理事長インセンティブ経費等を活用し、目的基礎研究を推進する。 

オ 目的基礎研究の推進に当たっては、「農林水産研究基本計画」に示された基本的な方向に即しつ

つ、JIRCAS が実施する意義や有効性等を見極めて課題を設定するとともに、将来のイノベーション

につながる技術シーズの創出や異分野融合による新たな研究展開に寄与する先駆的研究としての発展

可能性を重視する。さらに、進捗状況を評価し、研究方法の修正や研究課題の中止等、適切な進行管
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理を行う。 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
年度計画 

法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現状分析、将来予測及び

波及分析結果が行政の施

策や研究の戦略化に活用

されているか。 

＜評価指標＞ 

・分析結果が行政、研究機

関、企業等に利用されてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 食料需給や栄養等に関する分析と

将来予測を行うため、食料・栄養需給に

影響する技術的・社会経済的要因、栄養

素の過不足について分析する。さらに、

対象品目の拡充等の世界食料モデルの

改良を継続し、栄養分析が可能なモデル

として完成させる。また、技術開発の食

料需給等への影響を分析する。 

 

 

 

プログラムＤ「国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供」

（情報収集分析業務セグメント）では、戦略的かつ的確な研究課題の設定のため食料需給

や栄養等に関する分析と将来予測を進めるとともに、国際的な農業研究に関する最新情報

を国際会議の参加等を通じて収集・提供し、さらに将来のイノベーションにつながる成果

を目指す目的基礎研究に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 食料需給、栄養改善及びフードシステムに関する分析 

各途上国において欠乏傾向にある栄養素を明らかにする上で、昨年度までは国レベルの

データをもとに評価してきたが、今年度は一歩踏み込み、代表国の栄養状態の把握に関し

て、家計調査（マダガスカル：600 世帯、年 3回、ブルキナファソ：200 世帯、年 6回）か

ら得られた世帯レベルのデータに基づき栄養供給バランスの評価を行った。国レベルの栄

養供給バランス推計は国全体での食料需要・供給量から国民一人当たり平均値を求める手

法で、消費段階でのフードロス等を考慮せず栄養供給量が過大評価されるのに対し、家計

調査法では実際に世帯レベルで消費される食料から栄養を換算する。その結果、マダガス

カルにおいて、食料供給統計から求められた平均値に比べ、実際の世帯レベルでの消費か

ら割り出される栄養推計値で見ると、多くの微量栄養素が必要量に満たないことが明らか

となり、ミクロレベルでの分析の重要性を浮かび上がらせた。さらに、家計調査では、マ

評定 Ａ 

＜評定の根拠＞ 

研究マネジメントについては、他プログ

ラムに比して相対的に少ない人材・予算な

がら、効率的な業務推進により、アウトカ

ムに繋がる業務実績を達成した。 

 研究開発成果については、査読論文 8 報

（D単独、Bでカウントされた成果を含むと

17 報）を公表し、分析結果から得られた新

たな知見に基づき、行政・研究機関・企業へ

行政施策・研究戦略のための情報提供（食

料栄養バランスプロジェクト）、国際的な農

林水産業研究のアジェンダ・セッティング

への参画（情報収集・提供）を行った。 

 研究成果の最大化に向けた社会実装の取

組については、目的基礎研究において、知

財問題等に配慮しつつ、開発された技術を

企業との実証研究実施のための共同研究準

備段階まで取り付けた。 

 以上のように、研究資源投入の視点から、

当初の計画を上回る情報提供(論文公表や

HP 記事等を通じ)や、目的基礎研究では社

会実装の道筋が立つなど、アウトカムに繋

がる業務実績を達成したことから、A 評価

とする。 

 

○計 8 本の査読論文を公表し、TICAD７農水

省主催のサイドイベントでの講演・研修・

セミナー等を通じ、研究成果を広く栄養

問題研究・政策関係者に提供した。とりわ

け、TICAD7 農水省主催のサイドイベント

における途上国での世帯レベルの微量栄

養状態の分析に基づく講演が世界的に注

目を浴び、2020 年中に予定されている微

量栄養素に関する国際学会での講演に結

び付いた。本プロジェクトの成果が、日本

が主導する IFNA など、国際的な栄養問題
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ダガスカル・ブルキナファソとも、農村世帯における栄養素供給量および食品多様性の季

節性が判明し、地域ごとの事情に合わせた農業-栄養介入の重要性が明らかとなった。こ

うした分析により、地域別分析の重要性が認められ、農業と栄養、とりわけ作物の多様性

と食の多様性との関連について、TICAD7 農水省公式サイドイベントでの講演、論文発表、

アフリカからの研修生に対する講義、食料と栄養のアフリカ・イニシアティブ（IFNA）運

営委員会での報告等を通じて、栄養問題の国際戦略に関わる関係者に対し情報提供を行っ

た。 

開発途上地域において食料安全保障を達成するにはメイズやコメなどの主食作物の生

産性改善は必須である。現在までに開発途上地域の農業生産の収益性向上を目指す様々な

農業技術が開発されてきたが、開発途上地域、特にサブサハラ・アフリカでは農業技術採

用率は依然低いままである。そこで本課題においては、主要農業経済・開発経済学ジャー

ナルに過去 10 年に掲載された途上国の農業技術採択の実証研究論文 280 本の包括的な文

献調査に基づき、真に生産性・収益性を向上させる技術、またそうした技術の採用を妨げ

る制約について検討した。一般的に、改良品種は生産性の向上を目的として育種されるが、

生産性改善に加え、不良環境耐性も有する場合に収益性が高まること、また、リスク軽減

用の品種の利用は他の肥料や栽培体系等の技術の採用率も高めることにつながることが

報告された。また、既に土壌劣化が進んだ地域においては、改良品種や化学肥料採用だけ

では生産性・収益性の十分な回復は見込めず、土壌肥沃度を回復・維持させるような技術

を含む「総合的な農業経営」が重要であることが明らかになった。この研究は、技術開発・

導入の際に、生産性・収益性のみに着目するのではなく、農民のニーズに複合的に応える

技術・技術の組み合わせの重要性を明らかにし、効率的な技術普及の方法について論じた。

成果については、国際開発・農業経済分野で著名な国際誌（Agricultural Economics 2019）

に論文公表することで、国際農業研究・技術普及に関わる関係者に広く周知した。  

研究開発投資の経済効果、広義での食料安全保障についての知見を得る上で、事前分析

(ex-ante analysis)は効果的である。昨年度から開始したブラジル州別データを用いた大

豆の需給モデルを用い、本年度はデータやシナリオを刷新した上で、さび病耐性品種の普

及により期待できる経済効果を分析した。シナリオ分析の結果、耐病性品種の導入を行う

と、対策を講じない場合と比較して、2030 年にはブラジル全体として 5.8%生産量を回復

できる見込みがあることが推計された。2013/2014 年に実際費やされた殺菌剤費用 22 億ド

ル(約 2400 億円)を元に計算した場合、耐病性品種導入による殺菌剤節約費用は 10.9 億ド

ル(約 1200 億円)と試算され、ブラジルの年間殺菌剤費用の約半分を節約することに相当

する。結果については、南米の農協や研究機関などでシミュレーションの暫定結果を報告

し、また論文公表を通じ、国際農研もプログラム Bで取り組んでいる病害虫対策技術開発

投資の意義について広く周知した。 

水産物由来の栄養価、とりわけたんぱく源としての重要性は多く論じられてきたが、現

在入手可能な各国の長期的な栄養データ項目は、水産物に関しては 11 品目（淡水魚、浮

魚、底魚、その他海水魚、魚油、肝油、甲殻類、頭足類、その他軟体動物、その他水生動

物、水生植物）のカロリー、脂質、たんぱく質の 3項目に限られ、より精密な品目毎のビ

タミンやミネラル等の微量栄養素についての情報は整理されていない。世界の水生動物の

中長期的な供給量を推計する研究などはあるが、上述した統計・データ上の課題のため、

戦略に活用されることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

○包括的な文献レビューによる技術採択の

メタ分析や、技術開発投資の経済効果に

関する事前分析、世界の食料需給分析に

関する研究成果は、食料栄養安全保障に

かかわる技術開発の重要性及び経済性を

明らかにするものであり、政策策定や研

究・ビジネスの戦略化などに活用される

ことを想定し、論文公表等の手段で関係

者に広く周知された。 
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○収集したデータが的確

に整理・提供されている

か。 

＜評価指標＞ 

・データが継続的かつ広範

囲に提供されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 重点地域及び戦略的に重要な機関

に対して職員を派遣するとともに、開

発途上地域、先進諸国、国際研究機関や

研究ネットワーク、NGO 等の民間機関、

国内の大学、研究機関、民間企業及び行

政等と連携して、情報や資料を継続的

に収集し、これを組織的、体系的に整理

し、国内外の研究者や行政機関、企業等

に対して情報の質と情報の受け手を意

識した情報提供を広く実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産物由来の栄養需給の中長期的な動向についての研究はこれまで十分に行われてこな

かった。栄養供給量推計のためには、種レベルの区分に基づく生産統計をより整理した上

で、主に属以上の族名区分に基づく加工・貿易統計と整合的なデータセットを作成する必

要がある。これまで水産物生産統計が提供していなかった品目の分類を行うとともに、魚

類については生息場によって生産量を整理したことで、水産物生産量の把握が容易になっ

た。本区分は、今後、水産物の需給バランスを推計するための基礎情報として活用できる。 

世界食料モデル分析に関して、新たに開発した 140 ヶ国 20 品目を対象とする世界食料

モデルを用い、全世界を対象に、2060 年までの将来の栄養素の不足状況と気候変動の影響

を分析した。サブサハラ・アフリカ(SSA)地域では、気候変動の下で、鉄とビタミン B1(チ

アミン)の供給が不足することが予測され、これらの要素の不足を補う栄養強化作物の開

発の重要性を指摘した。世界食料モデル分析に関して、民間の危機管理コンサルタント企

業などへシミュレーション結果の一部を伝えたほか、モデルの詳細を記述した Working 

Report を各機関へ配布した。 

 

イ 情報の収集、整理及び提供 

連絡拠点や国際機関への職員の長期派遣や、国際会議・国際イニシアチブへの積極的な

参加を通じ、国際的な食料・農林水産業の情報を体系的に収集し、関係者に広く提供した。 

令和元年 6月には、JICA が主導する「食料と栄養のアフリカ・イニシアティブ（IFNA）」、

「アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）」の運営会議がケニア・ナイロビで開催され、

運営委員として参加し、今後の活動方針等の議論に貢献した。2019 年 8 月に第七回アフリ

カ開発会議 (TICAD7) が開催され、上述の IFNA・CARD サイドイベントへの参加のほか、

ニジェール大統領・FAO 事務局長・アフリカ開発銀行総裁・マダガスカル農業大臣をはじ

めとする海外要人との二者会談の機会があり、後者では、国際農研の技術開発活動への謝

意や今後の展開への期待の声を寄せられた。また、令和元年は日本が G20 議長国であり、

岩永理事長が G20MACS の議長をつとめ、20－30 年先を見越した農業研究に関する情報交換

とアジェンダ・セッティングを行う機会に参加し、内容についてはウェブサイトの「JIRCAS

の動き」等を通じて発信した。 

現地における情報収集と提供のため、東南アジア連絡拠点（タイ・バンコク）、アフリカ

連絡拠点（ケニア・ナイロビ。令和元年より一時休止中）へ職員を長期出張させ、FAO 等

の国連機関、アジア太平洋農業研究機関協議会（APAARI）等の国際機関、各国政府機関、

大学などの研究機関等との交流により、農林水産業、栄養、貧困、人口、都市化、環境問

題、情報技術導入等の課題・方針等にかかる情報を幅広く収集し、ウェブサイトの「現地

の動き」で提供した。また、日本国大使館、農林水産省、JICA 等の機関、日系大学、日系

企業に情報提供を行った。タイ科学技術博覧会では国際農研の研究成果を展示し、小中高

校生や一般人に解説を行った。ICRAF-オレゴン州立大学-ティグレイ大学-国際農研共著に

て、Climate Smart Agriculture に関する優良事例・応用に関する留意点をまとめた共著

本を公表した。「現地の動き」に関しては、2016 年より、ウェブサイトでの情報提供内容

を充実させてきたが、最近では、「現地の動き」への直接のリピーターも増え、情報収集に

関する認知も高まってきたといえる。2020 年 3 月からは、国際農林水産業の最新情報と今

中長期計画の研究ハイライトや次期候補課題を絡めるキュレーション記事や、国際農研の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○収集した情報等は、内容を整理し、多く

の国際会議への参加やウェブサイトへの

掲載を通じて提供した。一月当たりのウ

ェブサイトへのアクセス数が、平成 28 年

度以前の 50 程度から大幅に増加し、平成

29 年度は 6000 弱、平成 30 年度は約 8000

強に達し、令和元年度は 5000 弱と高水準

を維持しつつ、情報収集提供ページに定

期的に直接訪問するリピーターも増えつ

つある。令和 2 年 3 月から開始したキュ

レーション記事(Pick Up)は、1～3 日の頻

度で更新中であり、Google 検索でトップ

記事となるケースもある。また、令和元年

夏に日本でツマジロクサヨトウが発生し

たことを受け、平成 30 年度に「現地の動

き」で紹介した国際会議参加情報への問

い合わせがあったように、越境性病害虫

に関する国際農林水産業研究動向につい

て、行政関係者に対し、タイムリーな情報

提供を行った。 
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○目的基礎研究の立案に

当たり、将来の研究展開へ

の寄与、法人が実施する必

要性について検討されて

いるか。 

＜評価指標＞ 

・法人が実施すべき目的基

礎研究について、どのよう

な体制で検討を行ったか。 

・将来の研究展開への寄

与、法人が実施する必要性

は明確か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 開発途上地域の農林水産業研究を

総合的に実施する我が国唯一の組織と

して、収集した国際的な研究情報を発

信・交換する場として J-FARD を戦略的

に運営する。 

 

エ 理事長インセンティブ経費等を活

用し、目的基礎研究を実施する。的確な

研究資源（エフォート、予算）を投入し、

目的基礎研究を着実に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動をわかりやすく紹介するダッシュボードも開設する予定であり（2020 年 6 月頃）、国

際農研独自の専門性をアピールしうる情報提供手段を大幅に拡充した。 

バイオエネルギーに関する技術開発協力の推進及び情報共有を図ることを目的として、

引き続き国際再生可能エネルギー機関・革新的技術センター（IRENA/IITC、ドイツ）に職

員を長期派遣し、調査・分析の結果をとりまとめた報告書の公表、シンポジウムやセミナ

ー等での発表、ウェブサイトやメーリングリストを通じた各種の情報発信等を行った。ま

た、農林水産省委託事業「農産廃棄物を有効活用した GHG 削減技術に関する影響評価手法

の開発」においては、バイオマス生産の持続可能性を評価するための手法の分析等を進め

ている。 

国際農業研究機関との連携を深め、研究の質を高めるため国際農業研究協議グループ

（CGIAR）システム事務局（フランス）へ職員を引き続き派遣し、国際農業研究動向の収

集・提供、および関係省庁・機関との連絡調整を行った。特に本年度は、G20MACS（4 月）

および TICAD7（8 月）が開催されたため、農水省・外務省と協力して CGIAR センター(IRRI, 

IITA)所長の本会合参加に伴う業務を支援することで、我が国の科学技術外交に貢献する

ことができた。 

 

ウ 「持続的開発のための農林水産国際研究フォーラム」（J-FARD）の運営 

 J-FARD は、JIRCAS 国際シンポジウム「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力

〜SDGs への貢献」（令和元年 11 月）を後援した。また、J-FARD のメーリングリストを更

新・拡充し、会員に国際農林水産業研究に関する情報提供を継続した。 

 

 

エ 理事長インセンティブ経費等を活用した目的基礎研究の推進 

理事長インセンティブ経費を活用した目的基礎研究では、昨年度とほぼ同様な資源（予

算・人員）を投入して 5 課題の研究を実施した。本年度は 2課題において成果情報が提出

されたほか、全課題において、基礎・シーズ研究から応用・社会実装の道筋が確立した。 

「国際育種素材」課題においては、国際稲研究所（IRRI）等から収集した 2,000 余りの

イネ遺伝資源について、異なる環境下における出穂・収量性等の基礎データの解析を目的

として、フィリピン（熱帯）、石垣(亜熱帯)、つくば（温帯）において種子増殖・形質調査

を進めた。令和元年度までに、IRRI 等からの導入系統を中心に、遺伝資源 1,719、育種素

材 3,816 点について石垣とつくばで種子増殖・形質調査を進め、これまでに、出穂性を中

心に、重複も含め遺伝資源 12,710 点、育種素材 17,065 点、合計 29,775 点のデータを確

保した。とりわけ日本晴由来の出穂性 QTL を有する IR64＊4/Nipponbare 系統群について

は、石垣、つくば、上越で特性評価を行い、QTL の効果を評価した。本年度は 1 本の査読

論文が公表されたが、これら成果は、気候変動による天候不順や不良環境耐性など特性情

報を有する遺伝資源および育種素材の確保と、国内外国での遺伝・育種研究への利用デー

タベース開発のための基本データを提供するものである。 

さらに、同課題の一環として、「琉球泡盛」醸造用にインド型稲系統を試験栽培するとと

もに、品種登録の準備を進めた。沖縄県の特産物であり原料をコメとする泡盛であるが、

国産米が高価であるため、従来、安価な輸入長粒種米が利用されてきた。YTH183 他のイン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「目的基礎研究」5 課題においては、査読

論文 5 本と「エビ成熟」・「戦略的熱帯果

樹」課題からの成果情報 2報を公表した。

全課題において基礎・シーズ研究から国

内外における社会実装化への道筋につな

がり得る進展があった。「国際育種素材」

課題と関連して、日本政府が進める琉球

泡盛海外輸出プロジェクトの社会実装を

加速するための種子増殖・品種登録のた

めの栽培試験については、交付金プロジ

ェクトと比較して柔軟な運営を可能とす

る目的基礎の仕組み・理事長インセンテ

ィブ経費を活用して、迅速に研究体制を

整えることが可能となった。「新産業酵

母」課題においても、初の in vivo（生体

内）試験を実施する上で、理事長インセン

ティブから追加的予算措置を講じた。 
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ド型イネ系統は、国際農研が国際稲研究所（IRRI）と農林水産省拠出金日本―IRRI 共同プ

ロジェクト研究のもとで共同育成された系統で、沖縄県地域では日本品種よりも多収であ

るとともに、泡盛原料として高い潜在性を示した。日本政府が進める沖縄県産米を使った

泡盛生産（琉球泡盛海外輸出プロジェクト）を支援するため、熱帯・島嶼研究拠点におい

て民間酒造所との共同研究「インド型イネ品種の醸造特性評価及び利用に関する研究」を

実施した。本年度は、社会実装を加速するために、迅速対応が可能な目的基礎研究の仕組

み・理事長インセンティブ予算を活用し、インド型イネ系統・品種の収量性の評価、農家

圃場を用いた栽培試験（4戸 5.8ha）、醸造用長粒種米の緊急増殖及び民間酒造所への提供

（試験醸造に使用）を行い、また品種登録のためのデータ収集を実施している。 

「新産業酵母」課題においては、畜産において経済的損失の高い乳房炎に対する免疫力

活性化物質を探索することを目的とし、キャッサバ残渣等に用いる新産業酵母由来のβ-

glucan をはじめとする細胞壁成分の含量が変化する培養技術の開発と、それらの変化によ

って誘導される免疫活性化機能の評価を行った。本年度は、理事長インセンティブ経費よ

り予算を追加し、初めて、小動物(マウス)を用いて、国際農研のオリジナル資材である新

産業酵母を含むキャッサバ発酵残渣の給餌試験を実施し、キャッサバ残渣で培養するとき

に酵母細胞壁の成分が変化することを確認し、免疫活性化との関連性が示唆され、新たな

飼料開発に繋がる知見が得られた。 

「システムゲノム」課題においては、エビの完全養殖やアフリカにおけるサバクトビバ

ッタの被害の抑制を可能にするため、エビ及びバッタの網羅的遺伝子解析を行った。本年

度は、水産上有用なエビ類の卵巣成熟に関与する分子マーカー(遺伝子)の道程技術の開発

に向け、1) クルマエビの卵巣から RNA を調製して、Iso seq 解析を行い、ビレロジェニン

遺伝子を含む、多くの完全長 cDNA を同定：2) バナメイエビのゲノム解析を行い、10 個の

ビテロジェニン遺伝子と相同性の高い 10 個の遺伝子を選抜: 3)バナメイエビのゲノム解

析を行い、バナメイエビのゲノムにビテロジェニン遺伝子の配列を含む回文配列があるこ

とを提示、の結果が得られた。また、バッタに関しては、トノサマバッタの Iso seq 解析

を用いて、36,836 転写単位を検出できるマイクロアレイを設計することで、フィールドに

おけるサバクトビバッタの相変異に関与する分子マーカーの同定技術開発につながり得

る情報が得られた。 

「エビ成熟」課題では、エビ類の生殖機構に関する知見を踏まえ、効率的でエビに優し

い種苗生産技術を開発し、養殖産業の発展に寄与することを目的として、卵黄形成抑制ホ

ルモンの働きの解明という画期的な成果を出した。本年度は、バナメイエビで卵成熟を抑

制する 5種類の卵黄形成抑制ホルモンの遺伝子情報を明らかにし、その情報を用いて遺伝

子の発現を抑制する技術を開発するに至った。具体的には、卵成熟を抑制する遺伝子情報

の発現量を測定する定量法を構築し、バナメイエビにおける主な卵黄形成抑制ホルモンに

対する二本鎖 RNA を作成した。こちらを雌親エビへ 1回注射するだけで、投与してから 20

日間を通じて、眼柄での標的遺伝子の発現量を 10%以下に減少させることが可能となった。

本技術は、本年度の研究成果情報として公表された。また、本年度は 3本の査読論文が公

表された。来年度を目指し、本技術の社会実装へ向け、タイの民間企業と共同実証実験を

行うための共同研究契約を締結した。 

「戦略的熱帯果樹」課題においては、熱帯果樹研究の促進と遺伝資源利用の活性化をめ
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○目的基礎研究推進にお

いて、適切な進行管理が行

われているか。 

＜評価指標＞ 

・進行管理において、どの

ような体制で研究の進捗

状況や問題点を把握し、改

善策を講じているか。 

〈モニタリング指標〉 

・情報の提供回数、提供相

手数 

・シンポジウム等の開催件

数 

・論文や学会発表等による

成果の公表件数 

・研究資源（エフォー

ト、予算）の投入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 目的基礎研究の推進にあたっては、

「農林水産研究基本計画」に示された基

本的な方向を踏まえ、国内外の情勢やニ

ーズ、JIRCASが保有する研究資産等に基

づき、将来のイノベーションにつながる

先駆的な研究課題を実施する。さらに、

進捗状況を評価し、研究課題や手法の修

正等、適切かつ柔軟な進行管理を行う。 

 

ざし、マンゴーおよびパッションフルーツの遺伝資源評価および有用形質の解析を行い、

基礎的知見を集積した。令和元年度までに、国際農研および沖縄県農業研究センターで保

存されているマンゴー遺伝資源 120 点を SSR マーカーにより品種識別、類縁関係、遺伝的

多様性を解析し、国内保有マンゴー遺伝資源の多様性および品種特性に関する原著論文を

公表した。国内で保有される約 80 種のマンゴー全ての品種を網羅した遺伝情報および品

種特性情報は、既報のデータベースと併せて今年度の研究成果情報としてまとめられ、研

究者・生産者への品種情報・栽培特性情報を提供した。 

 

オ 目的基礎研究の評価等進行管理 

目的基礎研究の実施に当たっては、役員、部長、PD、関係領域長等を構成員とする「目

的基礎研究推進評価会議」のもとで、平成 30 年度に引き続き、令和 2 年 1 月に外部専門

家 5名を加えた成果検討会を開催して進捗状況の把握と専門的なアドバイスを行い、適正

な進捗管理に努めた。検討の結果、課題内容、実施期間を一部変更した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

「持続的開発のための農林水産国際研究

フォーラム」（J-FARD）については、現

在、メーリングリストによる情報提供等の

活動にとどまっている。大学を中心とした

JISNAS や JICA が本年度より開始した

JiPFA 等の類似のフォーラムの活動状況や

情報提供手段の変化を踏まえ、令和 2 年 4

月から国際農研の HP を通じた独自の情報

収集・提供業務の展開を目指し、令和 2 年

3月から試行を開始している。 

 

 

 


